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発見的探索手法への階乗進数表現の適用
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撫要

従来、組織的に解くことが難しいと思われていた問題に対しても、コンピュータの計算能力を利

用したさまざまな発見的な探索方法が開発されてきている。遺伝的アルゴリズムと呼ばれる、生

物の進化を模した探索方法もそのような方法のひとつである。遺伝的アルゴリズムを使って近似

解を求めようとする場合には、解候補を染色体と呼ばれる形式で表現する必要がある。解こうと

する問題によって染色体表現は異なってくるが、従来は遺伝子として0と1を使うものや、順列

を使う方法などが多く研究されてきた。しかし、染色体表現によっては探索能力に差が見られる

ことも多く、どのような染色体表現を採用するかは重要な問題である。

本研究では、階乗進数を使って染色体を表現する方法を提案している。氾桁の階乗進数を使って

氾！個の数を表現することができる。したがって、まず階乗進数表現と順列を対応させることが考
えられる。さらに、階乗進数を要素間の結合を表すものと解釈することもできる。このため階乗

進数表現を集合分割問題へ適用することも可能である。階乗進数は順列と一対一に対応し、また

交叉による致死遺伝子を抑制することも可能である。また、ある種の順序制約を容易に表現でき

る。また、集合分割問題においては、群の数を固定することなく探索を行うことも、逆に群の数

を固定して探索を行うこともできる。このように階乗進数による染色体表現は、好ましいいくつ

かの性質を備えているので、階乗進数表現の有効性を評価することを本研究の目的とした。

本研究ではまず、解が順列として表現できる巡回セールスマン問題やフローショップスケジュー

リング問題などに適用して、階乗進数表現の有効性を検討した。特にフローショップスケジューリ

ング問題において、従来の方法に比べて高い探索能力を持つことを、数値実験を通して明らかに

した。

また本研究では、集合分割の応用として、分割表からの規則抽出を試みた。説明変数や階級の数

が多くなると、作成し得る分割表の数は膨大なものとなる。そこで本研究では、分割表の探索に遺

伝的アルゴリズムを利用したが、様々な分割表を表現する方法として階乗進数表現を使った。そ

して古典的な問題であるあやめの識別問題に適用し、有効な少数の規則を抽出することができた。

さらに、多変数でありかつあいまいな回答を含む減価償却方法選択問題へ適用し、提案方法の

有効性について検討した。ここでは説明変数として26変数が設定されている。すべての変数を含

む分割表を考えることは現実的ではないので、変数増減法を使って分割表の選択を行った。この

ような減価償却方法選択問題へ適用した場合にも、会計的知見と一致する少数の規則を得ること

ができた。
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第1章 発見的探索と階乗進数

従来、組織的に解くことが難しいと思われていた問題に対しても、コンピュータの計算能力を利

用したさまざまな発見的な探索方法が開発されてきている。このような方法として、遺伝的アル

ゴリズム（Ge皿eticA桓oritbm：GA）、シミュレーテッドアニーリング（SimulatedA皿皿ea血g：SA）、

タブーサーチ（TabllSearcb：TS）などがある。これらは、巡回セールスマン問題などの組み合わせ

最適化問題においても広く用いられてきた。本研究の目的のひとっは、アンケートなどを通して

得られる分割表から、意味のある少数の規則を得ることであるが、これも分割表に含まれる階級

数が増えるにしたカヌって、可能な組合せが指数的に増加する性質を持っている。この規則抽出の

過程において、主に遺伝的アルゴリズムを利用している。そしてその染色体表現として、階乗進

数表現を採用している。そこで本草では、階乗進数およびその遺伝的アルゴリズムにおける利用

について述べる。

1．1 発見的探索方法

巡回セールスマン問題などのように、基本的にはすべての場合を列挙しなければ最適解が求まら

ないような組み合わせ最適化問題において、近年、メタヒューリステックス【48】やモダンヒューリ

ステックスt68】と呼ばれる発見的探索方法の適用が盛んに研究されてきている。発見的探索方法と

しては、遺伝的アルゴリズム（Ge皿eticAlgoritbm：GA）、シミュレーテッドアニーリング（Simulated

A皿皿ea血g：SA）やタプーサーチ（TabⅦSearcb：TS）などが代表的なものであろう。

遺伝的アルゴリズムは、生物の進化を模したアルゴリズムを使って、よりよい解を求めようと

するもので、Ho皿弧d【45】によって導入された手法である。シミュレーテッドアニーリングは、あ

る確率で現在の解よりも劣る解も受け入れることによって、局所解からの脱出を図るものである

【321【331。ダブーサーチ【141【941【76】では、新しい近傍解へ移る際にタブーリストを参照する。タブー

リストに含まれている近傍解への移動を禁止することによって局所解からの脱出を図っている。

本研究では、これらの方法の中で主に遺伝的アルゴリズムを利用している。これは遺伝的アル

ゴリズムの適用範囲が非常に広く〔74トまた他の方法をその探索過程の中に含ませることも可能

であるからである。遺伝的アルゴリズムは、選択、交叉、突然変異などの多様な操作を備えてお

り、その一般的な手順は次のようにまとめることができる【28】。

1．初期集団の生成

2．終了条件が満たされるまでの繰り返し

（a）適応度の評価

（b）選択

（c）交叉

（d）突然変異

以下、手順にそって、遺伝的アルゴリズムの概略を述べる。まず、あらかじめ定められた数の
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親を乱数を使って生成する。これらの親は染色体と呼ばれるもので表現される。これらの染色体

は、考えている問題の現実世界での解候補を複数の遺伝子を使って表現したものである。例えば、

ナップザック問題では、詰め込むか（1）、詰め込まないのか（0）といった遺伝子を使って表現可能

である。また、巡回セールスマン問題では、可能な巡回路を都市番号からなる順列として染色体

を構成することができる。このように現実の問題をどのような染色体として表現するかは遺伝的

アルゴリズムの実行に先立って定めておく必要がある。また、集団の大きさをどのくらいにする

かということもあらかじめ決めておかなければならない。

親の集団が構成されたら、それぞれの親の適合度を求める。巡回セールスマン問題では、その

染色体が表す巡回路の長さをもとに適合度を定める。適合度はより好ましいものが高くなるよう

に設定されることが多い。適合度が求められたら、その適合度を元に一組の親を選択する。この

親をもとに交叉によって子を生成することとなるが、優秀な親（適合度の高い親）ほど選択され

る確率を高くする。このような操作を行うことによって、優秀な親ほど多くの子を生成したり、次

の世代に残ることが可能となる。選択の方法としては、ルーレット戦略、ランク戦略などが広く

用いられている。ノ㌣－レット戦略とは、その適合度に比例するように選択確率を定める方法であ

る。適合度の似通った集団となった場合には、確率に違いが見られなくなるため、スケーリング

もあわせて行われることが多い。また、最小化問題へ適応するためには、適合度を如何に定める

かという問題が残る。ランク戦略は、適合度そのものではなく、適合度の順位によって選択確率

を定めるものである。このため、最小化問題への適用も容易に行うことができる。

交叉とは、それぞれの親から、その染色体の一部を引き継ぐ形で新しい染色体（子）を生成す

る手続きである。通常、一組の親から、子は2つ生成される。交叉の方法としては、染色体の切

断点を1カ所定め、その前後をそれぞれの子に引き継ぐ1点交叉、切断点を2カ所設定する2点

交叉、交叉時にマスクをかけていずれの親の要素を引き継ぐか決定する一様交叉などがある。

突然変異は染色体の一部を強制的に変更する手続きである。巡回路を順列で表す巡回セールス

マン問題においては、特定の都市の訪問順を変更するという形で突然変異が施される場合が多い。

これをシフト演算と呼んでいる。

選択、交叉、突然変異という換作によって、得られた新しい集団が次の世代の親となり、ふた

たびこれらの操作の対象となる。このような世代交代を繰り返しながら、よりよい解を求めよう

とする点に、遺伝的アルゴリズムの特質がある。

シミュレーテッドアニーリングやタブーサーチでも突然変異に似た操作を使って、新たな解候

補を作っていく。したがって、遺伝的アルゴリズムの特徴的な操作として、交叉を考えることが

できるであろう。

染色体を都市番号の順列として表現し、巡回セールスマン問題に遺伝的アルゴリズムを適用し

た場合を考えてみよう。一組の親に対して切断点を1カ所定め、切断点の前半と後半をそれぞれ

の子に引き継いだものとしよう。このようにして作られた子の染色体には、同じ都市番号が複数

含まれる可能性がある。このような染色体は巡回路を表すものとは考えられない。これが致死遺

伝子と呼ばれるものである。飯間、三宮【19】【20＝ま、スケジューリング問題において、交叉によっ

て致死遺伝子が多数作られるような場合には探索効率が落ちることを確かめている。巡回セール

スマン問題において順列として解候補を表現した場合に、交叉によって致死遺伝子が生じること

を避けるためにさまざまな方法が開発されてきた【121【131【95】【44】。そしてどのような方法をとるか

によって、探索能力に大きな差が生じることも確認されている【11】f73】。したがって、致死遺伝子

の生じない染色体表現、交叉の方法を検討することは重要な課題である。

さらに、親に含まれる好ましい形質をどのように子に伝えるかということも重要な課題である。

親が獲得した資質を適切に子に伝えることができなければ、効果的な探索が期待できないからで
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ある。巡回セールスマン問題においても、形質を遺伝させるための工夫がなされてきた。山村ら

【95】はサブツアー交換交叉を提案し、良好な結果を得ている。さらに、前川ら【44＝ま枝交換交叉

を使うことを提案し三こいる。これら形質の遺伝に考慮した方法は、単に致死遺伝子を抑制した交

叉に比べて、探索能力が高いことが確かめられている【73】。

このように、交叉という操作を行う際には、致死遺伝子の抑制、形質の保持など探索効率を高

める工夫ををどのように実現するかが重要な課題であることがわかる。本研究では、これらの課

題を解決する目的で、階乗進数による染色体表現を検討した。次章以降でみるように、染色体を

階乗進数を使って表現したときには、順序制約がある順列の探索においても、致死遺伝子を容易

に抑制しうる場合がある。また、集合分割問題では、親に共通する結合関係を維持することも可

能である。

1．2 階乗進数表現と本研究の目的

本研究において、・氾桁の階乗進数㍍㍍＿1．‥qClは、数

（m－1）！G＋（m－2）！ql＿1＋…＋1！抗＋0！Cl

を表すものとする。ここで、各桁の係数qは0≦q＜J（j＝ m，‥．，1）の範囲の整数である。し
たがって常にCl＝0であるので最後の項は不要であるが、説明の便宜上㍑個の項からなる階乗進

数を扱う。

たとえば、4桁の階乗進数で表すことのできる最大の数は、

3！×3＋2！×2＋1！×1＋0！×0＝4！一1

である。したがって、0も含めて4！個の場合を表現することができる。

前節でみたように、遺伝的アルゴリズムを利用しようとする場合、どのような染色体表現や交

叉の方法を取るかによって、探索能力に違いが生じる。本研究もさまざまな問題に対して遺伝的

アルゴリズムの適用を試みているが、その染色体表現として階乗進数表現を採用した。

氾桁の階乗進数を使って、氾！通りの場合を表現できることから階乗進数の利用としてまず考え
られるのは順列表現への応用である。解が順列として表されるものとしては巡回セールスマン問

題やフロ⊥ショップスケジューリングがある。

一方、順列以外にも階乗進数と対応しうるものがある。本研究では階乗進数を使って要素間の
結合関係を表す方法を検討した。この方法を用いることによって、集合分割問題への階乗進数表

現の適用が可能となる。特に分割表のそれぞれの階級を要素とする集合を考えると、分割表から

の規則抽出は、集合分割問題の一種と考えることができる。

このようにさまざまな問題に対して、階乗進数表現を適用することができる。そこで、本研究

では、フローショップスケジューリング問題や集合分割問題などを中心として、遺伝的アルゴリズ

ムにおける階乗進数表現の適用可能性と、その有効性を検証することを目的とした。特に、規則

抽出では、多変数でありかつ曖昧な要素を持っ減価償却方法選択問題へ応用し、得られる知見の

妥当性を検証することを目的とした。

まず第2章では、階乗進数と順列を対応させている。このため、巡回セールスマン問題や、フ

ローショップスケジューリング問題への適用が可能となった。第2章では、これらの問題に対する

階乗進数表現の有効性を、数値実験を通して検証する。階乗進数表現を採用した揚合には、一様

交叉を採用したとしても、交叉によって致死遺伝子が生じることを抑制しうる。さらに、ある種

の順序制約は容易に表現することができる。このため制約を満足しなくなった場合に必要とされ
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る修正や罰金などの操作が不要となる。第2章では、特にフローショップスケジューリング問題を

中心に、階乗進数表現の有効性を検討している。

さらに本研究では階乗進数を使った集合分割についても検討した。†l個の異なる要素をた個の

群に分ける組み合わせの数は次式で示される第2種のスターリング数と呼ばれるものとなる【50】。

た

佗品＝∑（－げ乞＝0

（た一宮）佗

乞！（た一乞）！

さらに、可能なすべてのたに関する分割数の合計はベル数と呼ばれている。†1個の要素に対す

るベル数β（m）は第2種のスターリング数を使って次のように表すことができる【50】。

佗

β（氾）＝∑几＆
た＝1

したがって、要素の数和が増加するにしたがってすべての場合を列挙することは極めて困難となっ

てくる。

第3章では集合分割に対する階乗進数表現のいくつかの適用例について見ることとする。ここ

では、視覚的クラスタリング、CGにおける木の生成、ヒストグラムモデルへの適用を検討した。

また特に本研究では、集合分割によって規則の抽出を試みている。この考え方をFisber【9】のあや

めの識別問題に適用した結果を第4章にまとめた。ここでは、規則抽出の方法として知られてい

る決定木［64】【651との比較も行っている。
第5章では、階乗進数表現を使った規則抽出の減価償却方法選択問題への適用を検討した。こ

の問題は、多変数かつ大規模な問題という特徴を持っている。また、主観にもとづく観測データ

を分析対象としているために、曖昧な要素を含んでいる。このような例に対して、分割表からの

規則抽出が有効であるか、また、変数の選択を如何に行うべきかを検討した。

ところで、R£eV噂【68＝ま発見的（もeⅦristic）という言葉を次のように定義している。

“ヒューリステックとは、よい（最適値に近い）解を、実用的な計算コストで探索する技法である。

このとき、実行可能性や最適性を保証することは不可能でもよく、多くの場合、ある実行可能解

が最適値にどのくらい近いものかを明確にしなくてもよいことにする。”

この定義からもわかるように、発見的探索方法は必ずしも最適解に到達することを保証するも

のではない。実用的な計算コストで満足する近似解が得られればよいという考えが背景にある。し

たがって、各方法の優劣はいきおい数値実験に頼ることになる。実際、各方法の能力を比較する

ために、また改良の有無を検証するためにさまざまな数値実験が行われてきた。そこで本研究で

も、特に順列と対応させた場合には、階乗進数表現の有効性を数値実験を通して検証するという

方法をとった。

ところで、規則抽出問題などにおいて、発見的探索方法の有効性はどのように判断すべきであ

ろうか。巡回セールスマン問題などのように明確な基準があるのであろうか。規則を適用したと

きの判別力、予測力も有効な指標であろう。しかし、規則抽出の目的が、予測や判別ではなく、事

象の解釈、説明である場合には、単なる判別力ではその有効性を測ることができないであろう。求

められるものは、解釈や説明の妥当性であろう。つまり、減価償却方法選択問題においては、得

られた規則は会計的な知識とも合致する必要がある。このため、階乗進数表現の減価償却方法選

択問題への適用では、仮説検定の結果から得られる知見との整合性についても検討した。
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第2章 階乗進数による順列の表現

前章で述べたように、氾桁の階乗進数を使って、m！個の数を表すことができる。したがって、ま

ず解が順列として表現される問題への階乗進数表現の適用を試みた。

2．1 階乗進数と順列の対応

階乗進数を使って、順列をもれなく数え上げる方法は古くから提案されている【60】【98】。しかし、

そこでは、階乗進数は単なるカウンタとして利用されているのみである。そこでまず、階乗進数

と順列の対応から検討する。そのために、順列に含まれる要素の相対的な位置関係を次のように

定義する。

定義 後位置

m個の異なる要素からなる特定の順列（以下、基準順列と呼ぶ）を考える。要素の位置を先頭か
ら順に位置0、位置1、…、位置m－1とする。基準順列において、位置pの要素£タと、位置q

の要素£qをとったとき、P＜9ならば要素∬qは要素∬♪より後位置にあるという。

順列から階乗進数への変換を考える。異なる氾個の要素からなる基準順列において、位置た（た＝

0，…，m－1）の要素を£たと表す。また氾桁の階乗進数をGIG＿1‥．抗Clと表す。基準順列に含

まれる㍑個の要素からなる任意の順列が与えられたとき、対応する階乗進数の係数q（J＝陀，‥・，1）
を次の規則を用いて決定する。

規則1（順列から階乗進数への変換）

1）与えられた任意の順列において、要素∬たまでの部分順列を取り出すム

2）部分順列の中で、要素∬たより後位置にある要素の数を階乗進数の係数Cふ＿たとする。

たとえば、大きさ4（乃＝4）の順列あdαCを4桁の階乗進数に変換することを考えよう。基準順列

は仮に昇順の順列αあc（王とする。基準順列の最初の要素から順に対応する係数の決定を行ってみよ

う。この場合には位置0の要素αに対応する係数から決定されていくことになる。

順列bdαCから要素αまでの部分順列Mαをとる。基準順列はαbcdなので、部分順列の中で要

素αより後位置にあるものの数は2、つまりq＝2とする。

要素わまでの部分順列bの中で、要素わより後位置にあるものの数は0、つまり、G＝0とす

る。

要素cまでの部分順列あdαCの中で、要素cより後位置にあるものの数は1、つまり、抗＝1と

する。

要素dまでの部分順列♭dの中で、要素dより後位置にあるものの数は0、つまり、Cl＝0と

する。

この結果、順列bdαCに対応する階乗進数は2010となる。つまり、順列bdαCは2010とコード

化されることになる。

次にm桁の階乗進数を大きさ乃の順列に変換する規則を定める。異なる氾個の要素からなる基
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準順列£た（た＝0，…，陀－1）と氾桁の階乗進数C陀q1－1…GClが与えられたものとする。
時、柁桁の階乗進数から大きさ乃の順列を次の規則を用いて作成する。

この

規則2（階乗進数かち順列への変換）

1）大きさmの配列を考え、左から順に位置0、位置1、…、位置氾－1とする。

2）た＝0とする。

3）要素£たを位置G＿たに格納する。

4）たの値を1増やす。

5）た＝氾－1ならば終了。そうでなければ、大きさmの配列において、すでに要素が格納されてい

る場所を除いて、左から順に位置0、位置1、…、位置氾－た－1とする。

6）手順3）から5）までを繰り返す。

たとえば、4桁の階乗進数2010から大きさ4の順列を次の手順で生成する。前と同じく基準順

列は、昇順の順列αわcdとする。基準順列の最初の要素から順に順列内での位置を決定していく。

q＝2であるから、要素αを位置2へ格納する。そして、要素αを格納した場所を除いて位置

番号を付け直す。

G＝0であるから、要素わを位置0に格納するとともに位置番号を付け直す。

抗＝1であるので、要素cを位置1に格納するとともに位置番号を付け直す。

Cl＝0であるので、要素dを位置0に格納する。

この結果、階乗進数2010から順列bdacが生成される（図2．1）。

変数αの割り当て

変数あの割り当て

b a

変数cの割り当て

b a c

変数dの割り当て

b d a c

図2．1：階乗進数から順列への変換

規則1および規則2により、順列から階乗進数、階乗進数から順列への変換を行う場合に、階

乗進数と順列が1対1に対応することを示す。1対1対応を示す過程で，完備性、健全性と呼ばれ

る性質も証明する。

（完備性）規則1によって、大きさmの任意の順列を、乃桁の階乗進数に対応させることができる。

（証明）考えている順列の任意の要素を諾とする。諾の基準順列での位置をた（た＝0，…，m－1）

とする。要素£の階乗進数の係数をG＿たとする。任意の順列から得られた£までの部分順列の

中で、要素エより後位置にあるものの数は高々乃－た－1である。つまり、G＿た＜㍑－たであ

るので、階乗進数の係数の条件を満たす。

（健全性）規則2によって、m桁の任意の階乗進数を、大きさ氾の順列に対応させることができる。

（証明）まず、氾1の場合を考えよう。階乗進数はClと表される。階乗進数の係数の条件か
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らCl 0。つまり、大きさ1の箱（位置番号は0）の配列に要素エ0を格納して順列を得る0大き

さ氾の順列が階乗進数からすでに構成されているものとする。このとき新たに陀＋1桁目を加え

た乃＋1桁の階乗進数を考える。また、基準順列において位置0に新たな要素を加え、従来から

の乃個の要素の位置番号をそれぞれ1つずつ増やす。さらに、位置0から位置和までを持った大

きさ氾＋1個の配列を用意する。階乗進数をC佗㍍－1‥．GGClと表す。階乗進数の定義から、

G叶1くm＋1であるから、基準順列の最初に追加された要素£0を位置G叶1に格納することがで

きる。要素諾0を格納した場所を除いて、再び左から順に位置0、…、位置氾－1とする。これら

の位置に大きさ乃の順列を格納することによって、大きさ㍑＋1の順列を作ることができる。

（一意性）規則1および規則2によって、順列と階乗進数を一意に対応させることができる。

（証明）異なる2つの階乗進数㍍C柁－1…G抗Clと㍍㍍＿1…qqCiを考える・階乗進数

を辞書式に並べたとき、GG－1…G抗Cl＞㍍㍍＿1‥・qqCiとする。このとき、G＞

q，q二q（m≧J＞乞）となるような乞が存在する0基準順列内の要素エた（た＝0，・‥，m一乞－1）
が格納される場所は等しいので、これらの要素を除いた大きさiの配列を考える。q＞qである

から、要素エ氾＿豆の格納場所は異なる。つまり、異なる階乗進数から同一の順列が生成されるこ

とはない。

また、2つの異なる順列を考える。この2つの順列の階乗進数表現をそれぞれGIG＿1‥．G（ちCl

と㍍㍍＿1…qqCiとする。このとき、基準順列の要素£た（た＝0，…，㍑－1）の2つの順列で

の格納場所を順に調べる。2つの順列は異なるのであるから、G－た≠㍍＿たとなるような要素

ェたが少なくともひとつは存在するはずである。したがって、2つの階乗進数が等しくなることは
ない。

（一対一対応）順列と階乗進数は一対一に対応する。完備性から任意の順列を階乗進数に対応さ

せることができる。さらに、健全性から任意の階乗進数を順列に対応させることができる（逆写像

の存在）。また、異なる順列や階乗進数から、同一の階乗進数や順列が生成されることはない（一

意性）。したがって、順列と階乗進数は一対一に対応する。

ここで、順序表現と呼ばれるGref血stette、Gopal、Rosmaitaa皿dGⅦCbt〔13】が提案した方法と

の相違点を見ておこう。順序表現では順列生成時に、残されている要素のうちの何番日のものを

使うかという情報を染色体に記憶させる。したがって、遺伝子がとり得る最大値は、大きさ㍑の

順列を扱う場合には、先頭から順に、乃－1，乃－2，‥．，2，1，0となる。したがって、順序表現も階

乗進数を使った表現であるとみることができる。異なる点は、階乗進数と順列の対応規則にある。

順序表現が、生成される順列の最初の要素から順に定めていく方式なのに比べて、本研究で用い

た方法は、基準順列の最初の要素から順に挿入すべき位置を定めていく。つまり、順序表現にお

ける染色体は生成される順列の出現順に関する情報を持つのに対して、本研究で用いた対応では

基準順列の要素が持つ位置情報を表しているものと考えることができる。このため、本研究で採

用した方法は、順序表現に対して位置表現ということもできる。対応規則が異なるために、同じ

階乗進数から異なる順列が生成されることもある。上の例で用いた階乗進数2010から順序表現の

規則によって順列を生成するとcα励となる（図2．2）。

2．2 巡回セールスマン問題への適用

巡回セールスマン問題やフローショップスケジューリング問題など、その解が順列として表され

るものは多い。このような問題に対して、近年遺伝的アルゴリズムなどメタヒューリスティツクス

と呼ばれる方法を用いた探索が試みられてきた。巡回セールスマン問題に遺伝的アルゴリズムを

適用しようとする場合には、交叉によって生じる致死遺伝子を抑制することが必要であった。こ
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2番目の変数の割り当て

0番目の変数の割り当て

1番目の変数の割り当て
C a d

0番目の変数の割り当て
C a d b

図2．2：順序表現による変換

の問題を解決するために、Gre良皿Stette、Gopal、Rosmaita姐dGucbt【13】は、順序表現を使った
順列の表現を提案した。また、順列をそのまま染色体として使う場合にも、交叉の方法を工夫す

ることによって、致死遺伝子を抑制することができる。例えば、GoubeTga皿dL血gk【12】は部分

写像交叉（PMX）と呼ばれる交叉方法を提案し、致死遺伝子が抑制できることを示した。

本研究では、階乗進数を使って順列を表現する方法を提案している。また、本研究では、発見

的探索方法として主に遺伝的アルゴリズムを利用している。そこで、本節では、階乗進数表現の

巡回セールスマン問題への適用と、遺伝的アルゴリズムの実行について述べる。

本研究では以下の手順で遺伝的アルゴリズムを実行している。

1．親の初期集団（大きさをβ∫ZEとする）を作成する。集団は適合度の高い順に並び替えておく。

2．集団の中からⅣβⅣ組の親のペアを作る。親の選択はランクによる。

3．交叉によって子を生成する。交叉は一様交叉を採用した。

4．親の集団の中で最も適合度の高いものを除いた、方∫ZE－1個の親と、新しく生成された2×ⅣEⅣ

個の子に対して突然変異を行う。突然変異は、乱数で選ばれた遺伝子座の値（階乗進数の係数）を

対立遺伝子におきかえることによって行った。このとき、突然変異前と等しい値が選ばれること

も許容した。

5．突然変異を行った後で、βJZE＋2×ⅣEⅣ個の染色体の適合度を求める。これらの染色体を

適合度の高い順に並び替え、上位βJZE個を次の世代に残す。

6．あらかじめ定められた回数だけ、上記2．から5．までの繰り返す。

この手順を巡回セールスマン問題へ適用した。対象としたものは、玄、辻村、高村、程【11＝こ
よって示された例である。ここでは距離行列が明示されており、追実験が容易であったからである。

また、10都市、20都市、30都市の例が示されているが、この中では最も規模の大きい30都市の例

を使って数値実験を行うこととした。実験では、親の集団の大きさざJZEは30、交叉を行うペア

の数ⅣEⅣは15、繰り返し回数は5000とした。また、異なる初期集団を作成し、合計20回の実

験を行った。また、玄、辻村、高村、程【11】では、巡回路を順列で表現したときに、致死遺伝子を

抑制する交叉として開発されたPMX（partia吋mappedcfOSSOVeT），0Ⅹ（ordercrossoveT），CX（cycle

crossover）の比較を行っているので、本研究では、順序表現【13ト2点順序交叉【47】との比較実験
を行うこととした。ここで、2点順序交叉とは、切断点を2カ所設定し、その外側の遺伝子はその

まま子に引き継ぐ。中央部は残りの要素をもう一方の親からその出現順に受け継ぐという操作で
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ある。20回の実験を行って得られた最良の巡回路をその距離が短い順に並べて図示した（図2．3）。

巡回路の長さ
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図2．3：30都市の巡回セールスマン問題

数値実験では、階乗進数表現を採用した場合の最小巡回路長は794であった。交叉確率や突然

変異率の設定が異なるので単純な比較はできないが、玄、辻村、高村、程【111の実験では、PMX

から得られた最小巡回路が1597、0Ⅹから得られた最小巡回路が1593、CXから得られた最小巡

回路が944であるので、これらの交叉方法に比べると良い結果を得ていると考えていいだろう。ま

た順序表現を採用した場合の最小巡回路長が932であったことから、同じ階乗進数表現を使うと

しても、本研究で採用した順列との対応の方が優れていることがわかる。

しかし一方、2点順序交叉に比べると明かに探索能力が劣る。これは、階乗進数表現が致死遺伝

子を抑制することには成功したものの、形質保持などを考慮していないからだと思われる。2点順

序交叉はその操作からある程度親に含まれる順序関係を保存する効果があると思われることから、

階乗進数表現に比べて良い結果を得たものと考えることができる。

さらに、山村、小野、小林［95】は親の形質を保持するような交叉方法を提案した。さらに前川、

玉置、喜多、西川【44】はマクロ遺伝子を使って、親に含まれる接続関係を保持しようとした。こ

れらの方法は、従来の致死遺伝子の抑制のみを考慮した交叉方法に比べて、良好な探索結果を示

している【731。しかし、このような改良は、巡回セールスマン問題固有の性質を利用している。こ

のため、他の問題への応用が困難な場合もある。

階乗進数を使って順列を表現した場合には、基準順列として任意の順列を選ぶことができる。そ

こで、次のような操作によって基準順列を作ることとした。任意の都市からスタートして最も近

い距離にある都市をつないでいく。一般にはすべての都市が結ばれることなく、いずれかの都市

に戻る。このようにして得られた一群の都市を基準順列の最初から順に配置していく。残された

都市についても同様の操作を行って基準順列に格納する。このような操作によって、近い距離に
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あるものが基準順列でも近い位置に格納されるので、親の初期集団を作る際にも、階乗進数の係

数値を比較的小さい値（0または1）とした。係数の値が小さければ生成された順列においても、前

の要素と比較的近い位置に割り当てられる可能性が高くなるからである。このように基準順列と

初期集団の係数値に改良を加えたものを階乗進数表現の改良版と呼ぶことにする。図2．3には、こ

の方法によった場合の実験結果もあわせて示している。

図2．3から、階乗進数表現の改良版は他の方法に比べて良い結果を得ていることがわかる。この

数値実験を通して、問題によって基準順列の構成を変えたり、また必要に応じて階乗進数の係数

に条件をつけるという方法によって、探索能力が向上することがわかった。

2．3 フローショップスケジューリング問題への適用

フローショップスケジューリング問題も解が順列として表現されるため、巡回セールスマン問題

のために開発された様々な交叉方法を適用することができる。村田、石渕、田中【47】は、いくつ

かの交叉方法を比較して、2点順序交叉が優れていることを示している。しかし、ここでは遺伝的

アルゴリズムを単独で用いた場合には、シミュレーティツドアニーリングやタブーサーチよりも探

索能力が低いこともあわせて報告されている。このため、遺伝的アルゴリズムの中にシミュレー

ティツドアニーリングの探索を取り入れることによって解の改善を試みている。また、巡回セール

スマン問題において有効であった形質を遺伝させる方法を、フローショップスケジューリング問題

に適用することも考えられるが、形質を保存する方法では、新しい解が生成されにくいという問

題点も指摘されている【961。

一方、Jobo皿SO皿【26】の研究以来、乃仕事m機械のフローショップスケジューリング問題に対
して様々な方法が提案されてきた。これらの中には、Compbe札Dudek a皿d Smitb（CDS）【7ト

Da皿皿erb血g（DES）［8】やNawaz、E皿SCOrea皿dHam（NEⅡ）【51】など構成的ヒューリスティツクス

と呼ばれるいくつかの方法がある。Tur皿eT姐dBootb【83＝ま数値実験を通してこれら3つの方法

（CDS、DES、NEⅡ）を比較した。そして、これらの中ではNEHがもっとも優れていることを示

した。

このようにフローショップスケジューリングの近似解法として、NEHなどの構成的ヒューリス

ティツクスと呼ばれるものと、遺伝的アルゴリズムなどのメタヒューリスティツクスと呼ばれる方

法が研究されてきた。しかし、これら2つの近似解法を組み合わせることはこれまでほとんど行わ

れてこなかったと思われる。このため、本節では、構成的なヒューリスティツクスであるNEHの

探索方法を、遺伝的アルゴリズムの中に取り入れ、探索能力の改善を図ることを目的とした。こ

の目的のために、順列を階乗進数を使って表現することとした。

階乗進数による順列表現は順列との1対1対応も保証されるので、染色体表現における冗長性も

ない。また、交叉によって致死遺伝子が生じることがないので、1点交叉や2点交叉のみならず、

一様交叉も適用できる。さらに、順列と階乗進数を対応させるときに使われる順列（これを基準
順列と呼ぶことにする）を工夫することによって、NEIIの考え方を遺伝的アルゴリズムの探索過

程に無理なく導入できる。これらの理由により、本研究では、順列を階乗進数として表現するこ

ととした。また、従来の方法との比較を行うために数値実験を行うこととした。

2．3．1 NEH法

本研究では、同じ順序でm機械において処理されるn仕事が与えられたときに、総完了時間

（makespa皿）最小を目的とするフローショップスケジューリング問題を考える。このフローショッ
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プスケジューリング問題に対して、NEH法は、高速に優秀な近似解を生成する方法として知られ

ている。NEⅡ法の概略は以下に示すように極めて単純なものである。

1）それぞれの仕事について、機械ごとの作業時間の合計を求める。

2）総作業時間の大きい順に仕事を並べ替える。

3）総作業時間の大きい2つの仕事を取り出す。これら2つの作業のみを考えたときの最適な作
業順を決定する。これは2つの可能な順序に対する総完了時間を比較することによって求められ

る。ここで決定された2つの仕事の相対的な順序は以下の手順においても保存される。

4）3番目に総作業時間の大きい仕事を取り出す。先に決定された2つの仕事の適当な位置に挿入
することを考える。先に決定された2つの仕事の相対的な順序関係は維持するので、可能な順列

は3通りである。この3通りすべてについて、総完了時間を計算し、総完了時間が最小となる挿

入位置を決定する。

5）すべての仕事について、手順4）により挿入位置を決定する。

2．3．2 遺伝的アルゴリズムへの適用の例示

前節で、順列を階乗進数を使って表現する方法を述べたが、これを遺伝的アルゴリズムを使っ

た探索に適用する。階乗進数と順列を対応させるために必要な基準順列は任意の順列を採用でき

る。そこで、総作業時間の小さい順にm個の仕事を並べた時に得られる順列を基準順列として採

用する。図2．4に示した5仕事4機械の仮設例では、基準順列はαCあdeとなる。

次に、係数q（J m，…，1）が、条件0≦q＜ブを満たすように、乱数を使って階乗進数
GG＿1…抗Clを生成する。この操作を繰り返して図2．5に示した4つの階乗進数を作ったも

のとしよう。これが親の初期集団となる。また、2．1節の規則2を使って順列に変換し、総完了時

間（makespa皿）を計算する。図2．5には総完了時間および順列も合わせて示している。なお、染色

体（階乗進数）は適合度の大きい順（総完了時間の小さい順）に並び替えている。

基準順列αCわdeの最後の2つの仕事d、eに注目しよう。基準順列は総作業時間の小さい順に並

び替えているので、これらの仕事が総作業時間の大きい2つの仕事である。これらの仕事に対す

る階乗進数の係数は、最も総作業時間の大きい仕事eについては常に0、次に総作業時間の大きい

仕事dについては、0または1のみをとりうることがわかる。とりうる数の範囲が限定されている

ことから、－乱数を使って階乗進数を作ったとしても、可能な組み合わせのすべてを生成しうるこ

とが予想される。実際、図2．5の初期集団においても、可能な2つの組み合わせ0，1と0，0が出現

している。また、3番目に作業時間が大きい仕事bまで考えた場合でも、可能な6通りの組み合わ

せのうち3通りが出現していることがわかる。このように、昇順の基準順列を採用し、階乗進数

を使って順列を表現した場合には、総作業時間の大きいものに対する相対的な位置関係の探索は

きめ細かく行うことができることがわかる。
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図2．4：5仕事4機械の仮設例
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図2．5：親の初期集団
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交叉の処理を行うためには、1組の親を選ぶ必要がある。交叉させる親をルーレット方式により

選ぶ方法も広く行われているが、この方法は最小化問題には適用しづらく、スケーリングの必要

もある。そこで本研究では、ランクをもとに親の選択を行うことにした。つまり、集団の大きさを

方JZβとしたときに、乞（豆＝0，…，方JZE－1）番目に適合度の高い染色体が選ばれる確率p（乞）を、

州＝（β∫ZE一乞）／（去×方∫Z㍍（β∫ZE＋1））
とした。

順列を階乗進数を使って表現することによる利点の1つは、交叉によって致死遺伝子が生じ

ないことである。ふたつの階乗進数GG－1…抗Clと㍍㍍＿1‥・qCiに対して、交叉位置

をpとする1点交叉によって新たに子GG」・‥ちq－1‥・qCiを生成したものとしようo
q＜ブ，q＜J（ブ＝乃，…，1）であるので、作られた子も階乗進数の係数の条件を満たす0つまり、
交叉によって致死遺伝子は生じない。2点交叉、一様交叉によっても致死遺伝子が生じないことは

明らかである。本研究では、多様な解を生成し初期収束を避けるために一様交叉を採用した。

突然変異も、係数の値を変化させることによって実現できる。それぞれの染色体について、突

然変異の処理を行う遺伝子座を乱数を使って決める。仮に、先頭から数えてた（た＝0，‥．，乃－1）

番目の遺伝子座が突然変異の対象になったものとしよう。た番目の遺伝子座の値は、階乗進数の係

数の条件から、氾－た未満の値でなければならない。そこで、0から氾－た－1までの乱数を作り

新しい遺伝子とする。順列生成の規則2から、階乗進数の係数を変化させることによって、要素

£たの位置を変えることができる。しかし、親の集団の中で最も優秀なものに対しては突然変異の
操作を施さないこととした。これは、エリートを保存するためである。

突然変異を行った後で、階乗進数を順列に変換し、総完了時間（makespa皿）を計算した。そし

て、総完了時間（makespa皿）の小さい順に並び替え、必要な数の染色体を次の親として残した。

2．3．3 遺伝的アルゴリズムの数値実験

提案方法の探索能力を検証する目的で、数値実験を行った。本研究では、仕事の数氾として、

20、50、100、200の4通りを設定した。また、機械の数mも5、10、20の4通りを設定した。し

たがって、仕事数と機械数の可能な組み合わせは12通りである。比較の対象は、次の4つである。

1）NEH
古典的なヒューリスティツクスであるNEⅢの考え方を提案方法は取り入れている。提案方法が

どの程度NEⅡの解を改善する効果があるかどうか確かめるために数値実験に加えた。

2）1点順序交叉（”1点”と略記）

Reev餞【67】が採用した交叉方法である。染色体は順列を使って表現し、突然変異はシフト操作

である。なお、R£eVeSは初期集団の中に、NEHで得られた解を含めているが、探索能力を比較す

るために、初期集団はすべて乱数を使って生成した。
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3）中央部順序交叉（”中央”と略記）

フローショップスケジューリングを扱った村田、石渕、田中【47】の数値実験において、遺伝的ア

ルゴリズムの交叉処理＿としては最も優れた結果を示しているものである。1点順序交叉と同じく、

染色体は順列を使って表現し、突然変異はシフト操作である。交叉位置を2ケ所設定し、両端部は

そのまま一方の親からそのまま引き継ぐ。中央部は他の親から、その出現順に引き継ぐ交叉方法

である。なお、次の方法と同じく2点順序交叉の範疇に入るものなので、区別する目的で中央部

順序交叉と呼ぶことにした。

4）両端部順序交叉（”両端”と略記）

順序制約付き順列の遺伝的アルゴリズムを使った探索において、飯間・三宮【19】【20】は2点順序

交叉を採用している。これは、切断点を2ケ所設定する、切断点の間の遺伝子は一方の親からその

まま引き継ぐ、切断点の左側はもう一方の親からその出現順に引き継ぐ、切断点の右側もやはり

もう一方の親から引き継ぐが、右から見て同じ順になるように割り当てるという操作によって達

成される。このような2点順序交叉を仮に両端部順序交叉と呼ぶことにしよう。突然変異はやは

りシフト操作であ尋。

5）順序表現（”順序”と略記）

Gre托皿Stette、Gopal、Rosmaita姐dGⅦCbt【13】が提案した染色体表現である。これも階乗進数

表現のひとつと考えられることから、比較の対象に加えた。交叉は一様交叉を採用した。また、突

然変異は提案方法と同じく特定の遺伝子座の値を条件を満たす数におきかえることによって行った。

6）提案方法（”提案”と略記）
前節で述べたように、染色体は階乗進数を使って表現する。階乗進数と順列の対応は、2．1節の

規則1および2による。また、交叉は一様交叉を採用した。

これらの方法のうち、2）、3）、4）、5）、6）が遺伝的アルゴリズムによって解を求めようとするも

のである。交叉と突然変異の操作部分以外は同じ手順によった。以下に概略を示す。

集団の大きさ方∫ZEは陀、つまり仕事の数と同じ大きさとした。初期集団作るために、上汀ZE

個の階乗進数を乱数を使って生成した。5）、6）では階乗進数をそのまま利用し、2）、3）および4）

では、順列に変換した。したがって、それぞれの方法の数値実験において、初期集団は同一のも

のからスタートしている。得られた初期集団は適合度の高い順（総完了時間の短い順）に並び替

える。

前述のように、交叉はそれぞれの方法で異なる。交叉はランクをもとに行う。βJZE／2組の親

を作り、方JZβの子を生成した。交叉の結果得られたβJZβの子と、親の集団の中で最も適合度

の高いものを除いたざJZE＋（βJZβ－1）個の染色体について突然変異を施す。2）、3）および4）

ではシフト操作によって突然変異を実行した。また、5）および6）では乱数によって選ばれた遺伝

子座の階乗進数の係数を他の値と置き換えることによって突然変異を実行した。

交叉と当然変異の操作を行った後で、親と子の合計2×βJZE個の染色体を適合度の高い順に

並び替える。そして、上位βJZEの染色体を次の親として残した。世代交代数はおおむね解が安

定すると思われる1000世代まで行った。

2．3．4 テストデータ

過去の数値実験、例えばOsma皿弧dpotts【61】などにおいては、各仕事の各機械での作業時間
を1から100までの乱数で与えている。したがって、本研究でも1から100までの一様乱数を使っ

て作業時間を決定した仮設例を設けることとした。1から100までの一様乱数を使って作られたも

のをfyクeAの仮設例と呼ぶことにする。
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しかし一方、、現実には作業時間がランダムになることはむしろまれであるという指摘がある。

払皿皿00yKa叫69＝ま、作業時間に見られる2つのパターンを想定している。1つは、機械によって

平均作業時間が異なるものであり、もう1つは仕事によって機械毎の作業時間が異なる傾向をも

つ場合である。このうち前者の場合には、特定の機械での作業時間が全体の完了時間を規定する

ため解の探索は容易であるが、後者は良い近似解を求めることがより困難であることがわかって

いる【67】。したがって、本研究でも仕事によって平均作業時間が異なる仮設例を設定することに

した。R血皿00yKa皿【69】に倣って、各仕事の各機械での処理時間を次の範囲の一様乱数で定める。

なお、ど豆は仕事毎に1、2、3、4、5の中からランダムに選ばれた数である。

20ど豆＋1：20ど壱＋20

このようにして作られた仮設例をfypeβの仮設例と呼ぶことにする。

2．3．5 遺伝的アルゴリズムにおける数値実験結果

各アルゴリズムの優劣を判定するために、2つの指標を計算した。1つ目の指標は、30個の数値

例に対して何回他のアルゴリズムに比べて良い解を得ることができたかを数えたものである。な

お、同じ完了時間となる場合があるので、合計は必ずしも30と一致しない。2つ日の指標は、一

対比較の結果得られるt値である。一対比較は、一対の実験（本研究の場合にはある特定の数値例

に対する実験）から得られる観測結果の差がある値（本研究では0）と等しいと考えることができる

かを統計的に確認する方法であり、検定手順は次のようにまとめられる。

βfep12つの統計量の差の母平均を〃とし、帰無仮説月bを次のように設定する。

月b：〃＝0

βまep2対立仮説方1を次のように設定する。

ガ1：〃≠0

βtep3大きさm（本研究では30）の標本についての差エ＝£1－£2の平均を烹、標本分散をβ2とす

るとき、次の検定統計量tを計算する。

f＝烹／（β／ヽ斥）

方tep4帰無仮説月bのもとでは、検定統計量fは自由度m－1の士分布に従うことを利用して検定

を行う。

本研究では、有意水準を両側1％に設定した。また標本数はいずれの検定においても30である

ので、棄却域は

f＜－2．750またはt＞2．750

となる。表には、検定結果もあわせて示している。提案方法が、比較の対象となる方法に比べて

優れていると思われる場合には△、劣っていると思われる場合には▼を記入している。

表2．1に、作業時間として1から100までの一様乱数を使ったtypeAのテストデータに対する

実験結果を示した。提案方法は、仕事数や機械数によらずNEHの解を改良していることがわか

る。さらに、同じ階乗進数表現である順序表現に比べてもすべての場合において優れていることが

わかった。また、仕事数や機械数が大きい（乃＝100、m＝20またはm＝200、m＝20）場合には、順
序交叉を用いた3方法すべてに対しても、提案方法が優れていることがわかった。
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表2．1：tyPeAのデータに対して最良解を見つけた回数

γ1 m ⅣE方 1点 中央 両端 順序 提案

20 5 7（△）29（） 23（） 26（） 11（△） 26

20 10 1（△）14（▼）17（） 10（） 1（△） 5

20 20 0（△）6（） 8（） 6（） 0（△） 11

50 5 9（△）26（） 26（） 27（） 9（△） 24

50 10 0（△）8（） 12（） 4（） 0（△－〉13

50 20 0（△）9（） 9（） 1（△）0（△） 13

100 5 16（） 28（） 27（） 28（） 8（△） 25

100 10 0（△）13（▼）15（▼）8（） 0（△） 7

100 20 0（△）2（△）6（△）0（△）0（△） 22

200 5 18（） 29（） 30（） 28（） 10（△） 26

I200 10 1（△）13（） 15（） 8（） 0（△） 7

200 20 0（△） 1（△）4（△）0（△）0（△） 26

仕事によって作業時間の平均を変えたtypeBの仮設例に対する実験結果を表2．2に示した。表

2．2から明らかなように、提案方法はほとんどすべての場合において、他の方法より優れた結果を

示している。特に、仕事数が50以上であり、機械数が10以上の規模の問題においては、提案方

法の優位性は顕著である。最良解を見つけた回数、統計的な検定結果の両方において、提案方法

は他の方法に比べて優れている。

乱数を使ってテストデータを与えるtyI）eAの場合、それぞれの作業時間が互いに相殺して、総

作業時間の差は小さくなる傾向がある。これは、NEⅡの考え方を取り入れた提案方法にとって、

不利な状況である。一方、tyPeBでは、それぞれの仕事によって作業時間の平均が異なるので、

このような状況は起こりにくい。このことが、tyPeAに比べて、tyPeBにおいて、提案方法がよ

り優れた結果を示すことができた原因だと思われる。

一方、tyPeAのテストデータも含めて、規模の大きい問題（和＝100、m＝20または氾＝200、m＝20）
において∴提案方法が優れた結果を示している。これらのことから、提案方法はそれぞれの仕事

によって作業時間の平均が異なる場合や、比較的規模の大きい問題において有効であるといえる

だろう。

2．3．6 情報量を用いた結果の検討

数値実験の結果から、提案方法は従来の方法より優れていることがわかった。本節では、その

原因を情報量をもとに検討する。

m桁の階乗進数をGl㍍－1…qClとするとき、2・1節の仮定から、係数qは条件0≦q＜
J（J＝氾，…，1）を満たす。いま係数Gに注目しよう。条件から抗は0もしくは1の値をとる。

Clは常に0であるから、抗＝1，Cl＝0と抗＝0，Cl＝0はそれぞれ総作業時間が大きい2つの

作業の可能な順列を表す。初期集団において、係数値は乱数を使って定めているので、1と0はほ

ぼ同数含まれているはずである。つまり、係数Gのエントロビーは1に近い値となっているはず

である。一方、探索の結果、係数Gのエントロビーが減少したものとしよう。これは可能な2つ

の順列のうち特定のものに収束したことを意味している。つまり、係数のエントロビーを計算す
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表2．2：tyPeBのデータに対して最良解を見つけた回数

†l m ⅣE方 1点 中央 両端 順序 提案

20 5 14（△）29（） 28（） 28（） 14（△） 28

20 10 12（△）25（） 27（） 28（） 8（△） 27

20 20 12（△）26（） 26（） 28（） 5（△） 23

50 5 2（△）5（△）10（△）4（△）0（△） 24

50 10 0（△）5（△）9（） 9（△）0（△） 15

50 20 0（△）2（△）12（） 5（） 0（△） 16

100 5 0（△）0（△）4（△）0（△）0（△） 27

100 10 0（△）0（△）3（△）0（△）0（△） 29

100 20 0（△）0（△）7（△） 1（△）0（△） 22

200 5 10（） 11（△）24（） 5（△）0（△） 15

・200 10 0（△）0（△）3（△）0（△）0（△） 27

200 20 0（△）0（△）2（△）0（△）0（△） 28

ることによって、特定の順列に収束した度合いを測ることができるであろう。

エントロビーは他の係数についてのも計算することができる。係数qはJ個の値をとりうる。
大きさ乃の親の集団においてそれぞれmプ個含まれていたとすると、係数qのエントロビーE（q）

は次式で計算することができる。

方（q）＝－∑（乃J／m）ヱ0タ2（乃J／m）

係数抗の場合と同じように、係数のエントロビーを計算することによって、可能な順列のうち

特定の順列に収束した度合いを測ることができるであろう。そこで、提案方法が特に優れている

と思われるm＝100、m＝20と乃＝200、m＝20の場合について、係数のエントロビーを計算した。

対象とした係数は、抗、G，ClO，C15，抗0，抗5，C30の7つである。なお、染色体を順列、もしくは

順序表現を使って表す方法では、第1節の規則1を使って階乗進数に変換し、エントロビーを計

算した。結果を表2．3に示した。

係数Gのエントロビーの初期値はいずれの場合も1に近い。1000世代の探索の後では、いず

れの方法を見ても小さくなっている。このことから、総作業時間の大きな2つの仕事の相対的な

順序は一方に収束していることがわかる。他の係数についてもエントロビーが小さくなる傾向に

あるが、その度合いは遺伝的アルゴリズムの設計によって異なる。係数qやG等では、順序交

叉を用いた場合のほうが、提案方法よりも小さな値となっている場合があるが、C15以上になると

明らかに提案方法の方が小さい。つまり、提案方法によれば、総作業時間の大きい仕事のみなら

ず、総作業時間の小さな仕事に対しても相対的な順序関係が探索とともに収束しつつあることが

わかる。このことは可能な順序のうち、少数の順序に固定されていっていることを表す。これは、

総作業時間の大きい順に作業順を固定していくというNEHの特徴と一致する。

遺伝的アルゴリズムは大域的探索に優れているが、局所探索能力は低いと考えられている。こ

のため、村田、石渕、田中【47】は、遺伝的アルゴリズムによる大域的探索を行った後で、シミュ

レーティツドアニーリングを使った局所探索を行う方法を提案している。一方、本研究では、階乗

進数を使って順列を表現することによって、NEⅡの特徴である探さを優先した探索を行うことが

可能となった。深さ優先探索は総作業時間の大きい仕事の相対的な位置関係を固定した局所探索
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表2．3：探索後の階乗進数のエントロビー

係数 C左 G ClO C15 抗0 q5 Go

初期値 0．99 2．29 3．24 3．81 4．19 4．45 4．69

1点 0．24 0．61 0．93 1．47 1．65 1．60 1．90

中央 0．24 0．59 0．95 1．26 1．44 1．72 1．66

両端 0．21 0．71 1．10 1．28 1．84 1．78 2．02

順序 0．22 0．62 0．93 1．52 1．41 1．98 1．84

提案 0．27 0．48 0．34 0．44 0．54 0．50 0．46

係数 抗 G ClO C15 Go G5 Go

初期値 0．99 2．29 3．24 3．82 4．18 4．45 4．69

1点 0．03 0．16 0．22 0．36 0．83 1．08 二1．49

中央 0．03 0．18 0．37 0．39 0．82 1．08 －1．42

両端 0．08 0．17 0．33 0．57 1．01 1．34 1．77

順序 0．08 0．25 0．39 0．52 0．91 1．14 1．14

提案 0．09 0．19 0．23 0・1？0．26 0．35 0．50

係数 抗 G ClO C15 抗0 抗5 Go

初期値 1．00 2．31 3．28 3．86 4．26 4．55 4．79

1点 0．20 0．58 0．95 1．32 1．34 1．83 1．61

中央 0．25 0．54 1．12 1．21 1．35 1．67 1．78

両端 0．16 0．68 1．08 1．20 1．46 1．73 1．76

順序 0．30 0．85 1．27 1．16 1．72 1．82 1．99

提案 0．43 0．49 0．66 0．57 0．58 0．57 0．56

係数 抗 C5 ClO C15 抗0 抗5 Go

初期値 1．00 2．31 3．29 3．86 4．26 4．55 4．79

1点 0．04 0．11 0．24 0．50 0．53 0．75 0．72

中央 0．02 0．11 0．32 0．38 0．54 0．67 0．59

両端 0．15 0．35 0．71 0．74 0．84 1．29 0．98

順序 0．13 0．17 0．43 0．64 0．71 0．94 0．95

提案 0．15 0．17 0．22 0．10 0．14 0．19 0．19

20



であると考えることができる。実験から確かめられたように、世代交代が進むにつれて、各変数

のエントロビーは減少しており、深さ優先の傾向が強くなっている。つまり、提案方法は大域的

探索から次第に、総轄業時間の大きい仕事の相対的な順序関係を固定した局所探索に移行する探

索アルゴリズムであると考えることができる。これが従来の方法に比べてよい解を得ることがで

きた原因であると思われる。

2．3．7 他の探索方法との比較

本節では、シミュレーティツドアニーリングやタブーサーチとの探索能力の比較を行う。

1）シミュレーティツドアニーリング（SA）

本研究では，Osm姐a皿dPotts［61】の方法を参考にした。シミュレーティツドアニーリングでは，

たとえ現在より悪い解であってもある確率で採用することによって局所解からの脱却を図ろうと

するものである。Osm弧a皿dPotts【61】では，探索回数Kを次式で設定することを提案している。

方＝mα諾〈3訓OZ㍑陀＋7500Z乃m－18250，2000〉

ここで、nは仕事数であり、mは機械数である。したがって，100仕事20機械の場合には約20，000

回の探索となるが，遺伝的アルゴリズムとの比較を行うために処理時間をそろえた。fypeAとfypeβ

の問題では遺伝的アルゴリズムの処理時間に若干差が見られるが，それぞれの処理時間におおむね

等しくなるように，試行錯誤的に探索回数を増やした。fypeAの問題については，500，000回，fypeβ

の問題に対しては探索回数を555，000回とすることでおおむね等しい処理時間となった。

2）タブーサーチ

タブーサーチは、T如皿ard【76】の方法を参考にした。タブーサーチでは，タブーリストと呼ばれ

るものを使って，再び同じ解に戻ることを抑制している。本研究では，タブーリストの大きさは20

とし，総完了時間をリストの内容とした。

T丸i皿ardは、近傍解を作るときにシフト操作を採用している。そして，ある要素を順列内の可能

なすべての位置に挿入したときの総完了時間を0（m陀）で計算できる方法を提案している。した

がって短時間の間に相当数の解を探索できる。本研究では，すべての要素についてすべての可能な

位置に挿入した場合の総完了時間を計算することとし，これを1世代とした。したがって仕事数が

100の場合には1世代で10，000個の解を探索することになり，10世代で探索回数は100，000とな

る。シミュレーティツドアニーリングの場合と同様に処理時間を揃えることとした。f呈伊eAの問題

の場合には，1，300世代（探索回数13，000，000），またtypeβの問題の場合には1，700世代（探索回数

1，700，000）でおおむね等しい処理時間となった。
各方法の優位性を検証するために，30回の試行中何回最もよい解を得たかを数えた。また統計的

に検証するために士分布を使った一対比較を行った。一対比較の検定統計量は，大きさ乃の標本に

ついての差エ＝諾1一諾2の平均を烹，標本分散をβ2とするとき，

f＝烹／（β／㍉i）

となる。本研究では，有意水準を両側5％に設定している。標本数はいずれの検定においても30

であるので，f値の棄却域はま＜－2．045またはま＞2．045となる。

作業時間を1から100までの一様乱数で設定したtypeAの仮説例では，シミュレーティツドア

ニーリングが最も良い解を見つけた回数は多かった。タブーサーチがそれについでいる。遺伝的

アルゴリズムは提案方法も含めて一度も最も良い解を見つけることができなかった。しかしなが

ら，仕事によって処理時間の長短に傾向を持たせた軸peβの仮設例では，提案方法が良い結果を示

している。30回の数値例のうち24回は最も良い解を見つけた。
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表2．4：タブーサーチ（TS）やシミュレーティツドアニーリング（SA）との比較

匂わeA 探索回数 最良解回数 平均処理時間（秒）
jVβ方 0

1点順序 100，000 0 36．1

2点順序 100，000 0 36．7

r方 13，000，000 9 40．7

方A 500，000 22 37．5

提案方法 100，000 0 36．6

typeβ 探索回数 最良解回数 平均処理時間（秒）

Ⅳβ方 0

1点順序 100，000 0 40．9

2点順序 100，000 5 40．1

r方 17，000，000 0 43．0

∫A 555，000 2 40．1

提案方法 100，000 24 40．1

表3に示したt検定の結果からも同様のことがいえる。tyPeAの仮設例において最も良い解を見

つけられたのはシミュレーティツドアニーリングである。他の方法に対して統計的に有意な結果が

得られた。1点順序交叉と2点順序交叉の間には有意な差が見られない。提案方法も1点順序交叉

や2点順序交叉に対しては優れていることが確かめられたが，シミュレーティツドアニーリングや

タプーサーチに比べると悪い。また，シミュレーティツドアニーリングはタプーサーチより優れて

いるという統計的な検定結果が得られた。しかし，軸γeβの仮設例に対しては提案方法が最も優れ

ているという結果が得られた。他のすべての方法に対して統計的に有意な差が見られた。

2．3．8 結論

本研究では、順列表現に階乗進数を使い、フローショップスケジューリング問題への適用を検討

した。ここで、基準順列として、合計作業時間の昇順の順列を採用することによって、作業時間

合計の大きい仕事相互の相対的位置関係を密に探索する遺伝的アルゴリズムを設計することがで

きた。この考え方は、構成的ヒューリスティツクスとして知られているNEHと共通するものであ

る。つまり、遺伝的アルゴリズムによる探索に、NEIIの考えを導入することが可能となった。ま

た、階乗進数表現の染色体の交叉からは致死遺伝子が生じないことを利用して、一様交叉を採用

した。これは、少ない世代交代のうちに集団が局所解に収束することを回避する効果があるもの

と思われる。これらのことから、従来提案されてきた遺伝的アルゴリズムに比べ、よい解を得る

ことができたものと思われる。

2．4 順序制約を持つフローショップスケジューリングへの応用

順列を階乗進数を使って表現することにより、ある種の順序制約を容易に表すことができる。本

節では、階乗進数表現の順序制約つき順列の探索への応用を検討する。
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表2．5：一対比較の結果

〉‾旬peA Ⅳ月方 1点順序 2点順序 rβ 方A

1点順序 ▼

‾す衰頗序‾‾‾▼

rβ ▼ ▼ ▼

βA ▼ ▼ ▼ ▼

提案方法 ▼ ▼ ▼ △ △

fypeβ ⅣE方 1点順序 2点順序 rβ ∫A

1点順序 ▼

2点順序 ▼ ▼

rβ ▼ △

βA ▼ ▼ ▼

提案方法 ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

△上の方法が左の方法より平均が小さい（優れている）

▼左の方法が上の方法より平均が小さい（優れている）

有意水準両側5％（片側2．5％）

2．4．1 階乗進数による制約の表現

本研究では、あるグループに属する仕事は他のあるグループに属する仕事より先に処理されな

ければならないといういわば直列的な制約を考える。これはある特定の顧客からある期間内に受

注した仕事は、その後に受注した仕事より先に処理しなければならないような場合に生じる。

般には、その他多くの顧客からの仕事も処理していることが考えられるので、順序制約が付与さ

れているものと、順序制約がない仕事を同時に考慮してスケジューリングを行う必要がある。こ

のような制約を持つものの1例を図2．6に示した。

α，b C，d，e J，タL－′ 九，豆

図2．6：先行一後続関係の仮設例

図2．6において、仕事c，d，eは仕事J，夕に、また仕事J，タは仕事ゐ，豆に先立って処理されなけれ

ばならないことを表している。一方、仕事α，bや仕事c，d，eの間の順序制約はない。図2．6の制約

を満たす順列の数は、

竺×3！×2！×2！＝1728
7！

である。このような制約を持つ順列を階乗進数を使って表現してみよう。
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最初に基準順列を作る。基準順列は、まず制約のないものを最初に並べ、その後に直列的な制

約を持っものを先行する順に並べて作る。図2．6の例に対しては、例えばαbcde∫夕九乞やわαdce夕J乞九

などが基準順列として採用しうる順列である。ここでは、順列αあcdeノ，βん乞を基準順列としよう。

階乗進数表現の規則から、基準順列においてj番目の要素エゴの係数G－ブがとり得る数は、

0≦q＜ブである。従って、要素αに対応する係数qのとり得る値は9未満の数である。仮に
係数Gの値として4をとったものとしよう。同様に、要素わに対応する係数Gも8未満の任意

の数を取ることができる。仮にG＝5としたものとしよう。

次に要素cの係数Cケを考える。階乗進数の条件から、C7は7未満の数となるが、順序制約が

あるために、いくつかの値をとることができない。要素cは後続する要素として、要素J、夕，ん，乞

を持っている。このため、これらの格納場所を確保しつつ要素cの位置を定めなければならない。

階乗進数の係数は、空位置の何番目に格納するかを定めるものであった。従って、後続変数の数

だけ上限の値は小さくなる（図2．7）。つまり、直列的な制約がある場合には、階乗進数の各係数が

満たすべき条件を次のようにまとめることができる。

変数αの割り当て（G＝4，0≦G＜8）

変数あの割り当て（G＝5，0≦G＜8）
b

変数cの割り当て（（1＜3，×には配置できない）
× a × b × ×

図2．7：変数の配置

（階乗進数の係数の条件）

基準順列において、ブ番目の要素諾JがJwJ個の後続変数を持つ場合には、係数qがとり得る
数は、

0≦q＜J－JwJ

でなければならない。

この条件をもとに各係数の範囲を定めることができる。結果を表2．6に示した。階乗進数452000010

は表2．6の条件を満たしている。また、これを順列に変換してdecJ，昭b乞九を得ることができるが、

これは図2．6の制約条件を満たしている。

さらに表2．6より、係数の可能な組み合わせは、

9×8×3！×2！×2！＝1728

となることがわかるが、これは制約を満たす順列の数と一致する。異なる階乗進数からは異なる

順列が生成されることをあわせて考えると、階乗進数と制約を満たす順列は1対1に対応するこ

とがわかる。

階乗進数の係数が条件0≦q＜J－JひJを満たしているものとしよう。この場合に交叉を行っ

たとしても、新たに作られる階乗進数の係数はやはり条件0≦q＜ゴーJwJを満たしている。
従って、階乗進数から得られる順列は順序制約を満たしていることになる。つまり、直列的な制約
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表2．6：階乗進数の条件

係数 q G （方 Q G q G q q

上限 8 7 2 1 0 1 0 1 0

の場合には、階乗進数を使って順列を表現することによって、同じ要素が複数現れる順列や、順

序制約を満たさないものを抑制することができる。これは、遺伝的アルゴリズムを使った探索に

おいて、解を修正したり、罰金を与える必要がないことを意味している。

2．4．2 制約つき順列探索の数値実験

順列を使って染色体を表現した場合に、交叉において同じ要素を複数含む致死遺伝子は抑制で

きても、制約を満たさない順列を生成してしまう可能性がある。これに対処する方法として、1）

制約を満たすように順列を修正する方法と、2）制約を満たさない程度に応じてペナルティを課す

方法が検討されてきた【19】【20】。本研究では、前者を修正法、後者を罰金法と呼ぶことにする。こ

れらの方法の具体的手順を以下に示す。なお、これらの作業は染色体を順列を使って表現した場

合に必要となるのであり、提案方法のように階乗進数を使って染色体を表現した場合には必要が

ないものである。

1）修正法
遺伝的アルゴリズムを使った探索の過程で、順序制約を満たさない染色体が現れた場合に、制

約を満たすように順列を一部手直しして完了時間を求める方法である。本研究では、順列の最初

の要素から順に他の要素と比較を行って、制約を満たさない場合には置き換えることによって修

正を行った。したがって、仕事数をmとした場合、0（氾2）の計算量が必要である。なお、元の順

列を修正後の順列に置き換えるという方法も考えられるが、飯間・三宮t19】【20】の研究を参考に、

このような置き換えは行わないこととした。

2）罰金法
探索過程で制約を満たさないものが現れた場合には、適合度の計算において何らかのペナルティ

を与えよう一とするものである。つまり、適合度（完了時間）を次式を使って計算する。

適合度＝ヱ＋8C

ここで、Zは順序制約を考慮せずに求めた場合の完了時間であり、Cは順序制約を満たさない個

数（要素の組み合わせの数）である。これは、順列の最初の要素から順に調べていって、順序制約

を満たしていない場合を数えることによって求めた。したがって、計算量は仕事数を氾とした場

合、0（乃2）である。罰金法の最大の問題点は、係数8をいくらぐらいに定めるかという点である。

試行的な実験から、総完了時間の変動はせいぜい数10程度であったので、罰金のパラメータを10

刻みで設定した。具体的には、0、10，20，30，40，50，60，70，80，90，100，∞の12通りに係数を設定し

て、遺伝的アルゴリズムを実行した。そして、得られた解が最も良い場合を採用した。したがっ

て、1つの問題を解くために12回の実験を必要とする。

本研究では、次の4つのタイプの問題を対象に数値実験を行った。これらは、問題の規模、制

約の強弱による違いを見るために設定したものである。4つの仮設例を図2．8に示した。なお、図

中の数は、仕事の番号を表す。基準順列はこの順番、つまり昇順に構成されているものとする。

最初のタイプの仮設例fypelでは、仕事の数が30であり、うち10の仕事については制約はな

いものとする。また、10個の仕事は残りの10個の仕事より先に処理されなければならないものと
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type1 30仕事 制約なしの割合は1／3

1二㌣10 11～20 21～30

fype2 50仕事 制約なしの割合は2／5

1～20 21～30 31～40 41～50

type3 100仕事 制約なしの割合は7／10

1～70 71～80 81～90 90～100

fype4 100仕事 制約なしの割合は3／10

1～30 31～40 41～50 81～90

図2．8：4タイプの仮設例

91～100

する。tyPe2の仮設例では仕事の数が50である。うち20については順序制約が付されていない。

他の30の仕事は、これらの中では最初に処理されなければならない10個の仕事、ついで処理さ

れなければならない10個の仕事そしてこれら20個の仕事の後に処理されなければならない10個

の仕事から構成されているものとする。

type3とtype4の仮設例はともに仕事の数が100であり、前者は制約が弱く70％の仕事につい

ては順序制約がないものとする。後者は逆に70％の仕事については順序制約が付されているもの

とする。いずれの場合においても、制約が付されている仕事は10個ずっのグループを構成し、直

列的な制約が付されているものとする。

比較の対象となるアルゴリズムは次の5つである。

1）両端部順序交叉＋修正法

2）両端部順序交叉＋罰金法

3）中央部順序交叉＋修正法

4）中央部順序交叉＋罰金法

5）提案方掟

1）から4）までのアルゴリズムでは、順列を使って染色体を表す。また、突然変異はシフト操作

である。5）の提案方法では、階乗進数を使って染色体を表す。また、突然変異は係数を変化させ
ることによって行う。

これらのアルゴリズムをうえで述べた4つのタイプの問題に適用した。このとき、それぞれのタ

イプ毎に30の異なる数値例を作った。各仕事の各機械での処理時間は1から100までの一様乱数

を使って定めている。また，グループに含まれる仕事は総作業時間の小さい順に並び替えている。

表2．6の係数の条件を満たすように乱数を使って階乗進数を作った。提案方法ではこれをそのまま

親の初期集団として採用する。その他の方法においては、これを順列に変換したものを初期集団

とした。実験結果を表2．7にまとめた。

各アルゴリズムの優劣を判定するために、3つの指標を計算した。1つ日の指標は、30個の数値

例に対して何回他のアルゴリズムに比べて良い解を得ることができたかを数えたものである。な

お、同じ完了時間となる場合があるので、合計は必ずしも30と一致しない。2つ目の指標は、一

対比較の結果得られるf値である。棄却域は両側1％に設定した。したがって、ま値が2．750より

大きいとき提案方法から得られた解が有意に優れていると判断される。3つ目の指標は計算時間で

ある。実験では、βe〃poweγβdタe300peγlt乞伽mⅢ600舶＼打ヱq仙を用い、0βはⅣ乞㍑dol〃β95、
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表2．7：数値実験の結果

t媚陀1 両端部順序交叉 中央部順序交叉 提案方法

修正 罰金 修正 罰金

最良回数（回）5 2 4 11 11

t値 2．35 0．60 0．43
－1．85

平均時間（秒）2．43 31．50 2．37 17．97 1．37

fype2 両端部順序交叉 中央部順序交叉 提案方法

修正 罰金 修正 罰金

最良回数（回）1 0 6 0 23

f値 7．45 12．32 3．83 8．96

平均時間（秒）9．637 125．17 9．50 71．50 4．60

fype3 両端部順序交叉 中央部順序交叉 提案方法

準正 罰金 修正 罰金

最良回数（回）0 0 5 0 25

ま値 11．77 15．06 6．02 9．94

平均時間（秒）53．20 810．27 51．60 373．23 20．97

軸pe4 両端部順序交叉 中央部順序交叉 提案方法

修正 罰金 修正 罰金

最良回数（回）0 0 1 0 29

f値 16．85 35．70 8．02 38．30

平均時間（秒）77．73 669．90 68．37 379．73 20．63

注）平均時間：30仮設例の1例あたりの平均処理時間

プログラミング言語はCを使った。表2．7に示した値は1数値例あたりの計算時間（単位秒）であ

る。罰金法の場合には、12種類のペナルティについて計算した場合の合計計算時間である。

仕事数30で、制約なしの仕事の割合を1／3とした軸pelの問題の場合、最良解を得ることので

きた回数は、中央部順序交叉の罰金法と提案方法が11回と最も多かった。しかし、t検定の結果

からは有意差は認められず、規模の小さな問題においては、優劣が見られなかった。

仕事数が50で、制約が3グループ間に設定されているf封♪e2の仮設例に対する実験結果から

は、提案方法が他の方法よりも優れていることを確認することができる。つまり、30回の試行中

23回は、提案方法が最も優れた解を得ている。次いで良い結果を表しているものは中央部順序交

叉の修正法であるが、回数は6回に留まっている。t値を見てもすべての比較において正の値を

とっており、かつ、2．750よりも大きい。つまり、いずれの方法と比較しても提案方法から得られ

る解の総完了時間の平均は小さいということができる。

仕事数が100であるfype3の仮設例に対する数値実験からも提案方法の有効性を確認すること

ができる。全体の30％の仕事に対して制約が付されているfype3の仮設例に対する実験からは、

30回中25回において提案方法が最も良い解を得ている。中央部順序交叉の修正法が5回であり、
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両端部順序交叉が最も良い結果を得た場合は一度もなかった。f値をみてもすべて2．750より大き

い値となっている。このことからも提案方法が良い解を得ていることがわかる。

全体の7割の仕事に直列的な制約が付いているfype4に対する実験結果では、提案方法の優位

性はさらに顕著に現れている。30回の試行中29回において提案方法が最も良い解を得ている。七

倍からも、提案方法から得られた解が、他の方法から得られた解の総完了時間よりも短いことが

わかる。これらの実験を通して、規模が大きくなったり、また、制約が付されている仕事の割合

が高いほど提案方法は優れた結果を示していることがわかった。

処理時間を比較してみよう。仕事数が比較的少ない30の場合には、修正法と提案方法の計算時

間の差はそれほど顕著ではない。1つの数値例に対する実行時間は2秒ないし3秒程度である。し

かし、仕事数が増えるにしたがって計算時間の差は大きくなる。例えば、仕事数100の場合には、

提案方法の計算時間が20秒経度であるのに対して、順序交叉を用いた場合の修正法は、おおむね

2倍から4倍の計算時間を必要としている。罰金法の場合にはさらに多くの計算時間を必要として

いる。これは、順列を用いて染色体を構成した場合には、順序制約を満たさないものを数えたり、

修正する必要があやためだと考えられる。階乗進数を用いた場合には、致死遺伝子が抑制される

のでこのような操作は不必要である。このことが計算時間の差の原因であると考えられる。つま

り、計算時間の面からみてても提案方法が優れていることがわかる。なお、両端部順序交叉が中

央部順序交叉に比べて計算時間が長いのは、子を作成する場合に一方の親の順番に遺伝子を並び

替える必要が2回あるためだと思われる。

2．4．3 結論

本研究ではいわば直列的な順序制約があるフローショップスケジューリング問題を対象に、染色

体を順列を使って表現する方法と階乗進数を使って表現する方法との比較を行った。階乗進数を

使った場合には、同じ要素が複数現れるもののみならず、順序制約を満たさないものも自動的に排

除できる。このため、計算時間が短くてすむという利点が予想されたが、実験を通してこのこと

を確認した。さらに、仕事数が50、100と増えた場合には、得られた解の総完了時間（mak慧P弧）

も他の方法より短いことがわかった。

順序制約を満たす順列は、可能な順列の部分集合となる。このため、染色体を順列を使って表現

した場合には、交叉や突然変異によって致死遺伝子が生じないようにすることは困難である。飯

間、三宮【19】【20】は、連続して投入できないという、本研究とは異なった制約条件を扱っているが、

順列表現を用いたために致死遺伝子の発生を抑制することはできなかった。本研究で扱ったいわ

ば直列的な制約を持つ場合でも、順列を使って染色体を表現した場合には致死遺伝子を抑制する

ことは困難であろう。

2．5 因果モデリングへの応用

相関係数から因果のネットワークを構成しようとする試みは古くからある。特にBlabckが変

数間に因果のパスを設定すべきかどうかということに関する操作的な方法を提案したことによっ

て、因果モデリングは大きな前進をみた【61。しかしながら、この方法も得られた相関係数からた

ちどころに因果モデルを作るというものではなく、思考実験を繰り返しながらよりよいモデルを

得ようとするものである。その後、Blabckの方法を改善する試みがなされているが【77ト前提条

件が厳しすぎるなど、改善の余地が残されている。 因果モデルを構成しようとするときの第1

の問題点は、変数の数が多くなるにつれて想定しうるモデルが急激に増加することである。した
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がってすべてのモデルについて比較検討することは不可能である．さらに、もうひとっのより深

刻な問題は、得られた相関係数から因果のモデルが一意に定まらないことである。したがってモ

デルを特定するため1こは、変数間の先行一後続関係に関する先験的な知識を必要とする。つまり、

モデル探索も変数間の順序関係を考慮しつつ行わなければならない。本研究では、これら2つの

問題を解決するために、階乗進数を使った順列表現とモデル探索について検討した。

2．5．1 因果モデリングにおける課題

Blabckの方法は、与えられた相関行列から因果モデルを構成しようとするものである。いま、

Blabckが示した都市化の指数（諾1）以下5変数からなるモデルを考える。それぞれの変数間の相

関係数の値は表2．9のようになっている。

表2．8：Blabckの例における相関係数

変数 諾1 諾2 こと3 諾4 諾5

都市化の指数（∬1）

非白人の割合（諾2）

白人の所得（£3）

非白人の教育程度（ェ4）

1．000 －0．389 0．670 0．264 0．736

1．000 0．067 －0．531 －0．440

1．000 0．042 0．598

1．000 0．386

非白人の所得（諾5） 1．000

Bbbckの方法では、まず候補となる因果モデルを設定する。次に因果のパスが設定されていな

い変数間の相関係数の値をモデルから推定し、これと観測値を比較する．両者の差が大きければ

モデルを修正することによってよりよいモデルを得ようとするものである。このような操作の結

果、Blabckは図2．9を得ている。

£2

●

諾1

∬3●

エ5

諾4

図2．9：Blabckの因果モデル

ここで何らかの理由によって、5変数間に次のような因果の向きが設定できるものと仮定しよう。

エ1‾→エ2‾ヰ£3→エ4‾寸エ6
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このとき、すべての因果のパスが設定された完全逐次モデルは次のように表される。

エ2

エ3

エ4

£5

Pl牢1＋p叫2γ叫2

P13諾1＋p23諾2＋p伯γ鵬

P14£1＋朽4ご2＋p糾エ3＋札4γ血

P15£1＋p25£2＋pぉ諾3＋p鵜エ4＋p拍†も5

（2・1）

（2．2）

（2・3）

（2．4）

（2・5）

ここで、P‘プはパス係数である。また、各変数諾豆（‘＝1，5）および誤差㌦iは、平均0、標準偏差1

となるように正規化されているものとする¢また、構造方程式中の誤差変数が、同じ式の中の説明

変数と無相関であることが仮定できるならば、通常の回帰分析の方法によってパス係数を求める

ことができる。もちろん完全逐次モデルには、不要なパスが含まれている可能性がある。Blabck

は思考実験によってそれらのパスを取り除こうとした。構造方程式をそれぞれ独立な回帰式と考

えると、それぞれの式は考えられるすべての変数を含んだモデルである。これらの中には従属変

数を説明する上で不要なものも含まれている可能性がある。そこで、これらの変数を変数増減法

を使って取り除くことを試みた。その結果次のような方程式系を得ることができる。

ご2

£3

£4

£5

－0．39諾1

0．82諾1＋0．39諾2

－0．53諾2

0．35諾1－0．25諾2ヰ0．38ェ3＋0．14ェ4

これを図示すると図2．10のようになる0

エ2 諾1

●

諾5

£3● ∬4

図2．10：変数増減の結果得られた因果モデル

（2．6）

（2．7）

（2．8）

（2．9）

（2．10）

得られたモデルをBlabckの結果と比較してみよう。Blabckの結果との違いは、芯3から芯5へ

のパスが設定されている点のみである。しかしながら、Blabckにおいても変数芯3から変数祁へ

のパスの必要性が次の段階での検討課題として挙げられている。変数増減法による方法は、両者

の間にパスを設定すべきであることを示している。つまり、完全逐次モデルからの変数増減法に

よるモデル推定によって、Bldockの方法と同じ結果を得ることができると考えられるであろう。
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一方、図2．10において直接のパスが引かれていない、変数£1と∬4、変数諾3と諾4の間の相関
係数の値を、モデルから推定することができる。表2．9に推定結果と観測値を示した。両者の帝離

が小さいほど、得られた因果モデルは観測結果に適合していることになる。

表2．9：相関係数の推定結果

相関係数 推定値1観測値

γ12 0．206 0．264

γ34 －0．038 0．042

モデルの適合度に関する総合的な指標は提案されていないが、仮に最大の帝離度でモデルの適

合度を表すとすれば、図2．10で示される因果モデルの適合度は0．042－（一0．038）＝0．08となる。
ところで、得られたモデルは、

エ1→£2→諾3‾→諾4→£5

という先行一後続関係を前提としていた。したがって、順列£1エ2£3£4£5の適合度が0．08であると

解釈することが可能である。仮に、他の先行一後続関係が仮定されるならば、異なる因果モデル

が導かれることは容易に想像できる。現実の観測結果にもっとも適合するモデルを探索するため

には、変数の数をmとしてm！個の完全逐次モデルに対して上記の検討を行わなければならない。

モデルを探索する上でもうひとつの、より深刻な問題は、相関係数から因果モデルが一意に定

まらないということである。例えば、偏相関係数γ12．3＝0という関係からは、次の2つのモデル

を考えることができる。

£1← £3‾→ £2 £1‾→ £3→ £2

図2．11：γ12．3＝0から得られるモデル

このことはやみくもに探索しても、解釈が困耕な意味のないモデルを選んでしまう危険性があ

ることを示唆している。これを避けるためには、発生の時間順などから先験的にわかっている順

序関係を取り入れたうえで探索を行う必要がある。これはまた、順序関係に制約条件がついた順

列の探索と同義である。制約条件がついた順列の探索方法に関するいくつかの提案がなされてい

るが、より一般的な制約を扱うことができるように、本研究では階乗進数による順列表現を検討

した。

2．5．2 階乗進数による順序関係の表現

基準順列に含まれる複数の要素を考える。これらの要素の中から1つの要素を選んだとき、他

の要素がすべてこの要素より後位置にあるならば、この要素は先端に位置するという。たとえば、

5個の要素からなる順列を考える。基準順列として、降順の順列edcあαを考えたものとしよう。こ

のとき、要素あは要素cより後位置にあるという。また、要素α、あ、C、dの中では、要素dが先端

に位置するという。
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先行一後続関係は、有向グラフを使って表すことができる。本研究ではサイクルを含まないグ

ラフを考える。また、自明なパスは除かれているものとする。自明なパスとは、そのパスがなく

ても先行一後続関係が明らかなもので、そのパスの向きを逆にした場合にサイクルを生じるもの

をいう。また、要素£から要素yへ至る同一方向のパスの経路が存在する場合に、要素エを要素

yの先行要素、要素yを要素エの後続要素と呼ぶことにする。特に、要素£から要素yへ直接の
パスが設定されている場合に要素£を要素yの親、要素yを要素£の子と呼ぶことにする。

いま、任意の要素£の順列内における位置を決定したいものとしよう。要素£より先行する要

素がある場合には、生成された順列においても、それらの要素より要素£は後に配置されなけれ

ばならない。また、後続する要素がある場合には、それらを格納する場所が確保されるように要

素諾の配置を決めなければならない。

階乗進数と順列を対応させるだけならば、任意の順列を基準順列として採用できる。しかし、順

序制約を満たす順列を生成しようとするときには、基準順列も適切なものを選ぶ必要がある。基

準順列の候補はいわゆるトポロジカルソー＝161を使って得ることができる。したがって、基準

順列において先行する要素は後続する要素の前に配置されているものとする。この性質に加えて、

基準順列は次の性質も併せ持っているものと仮定する。

（基準順列に関する仮定）

基準順列に含まれる任意の要素を選び、その要素をェとする。要素£が親を持っ場合に、それ

らの要素の中で任意の要素をp（£）と表す。もし基準順列において、要素p（£）と要素諾の間に要素

が配置されている場合には、それらの要素は次のいずれかであるものとする。

1）要素p（£）の後続要素である。

2）要素£の先行要素である。

なお、自明なパスを除いているので、1）と2）の2つの条件を満たす要素は存在しない。このと

き、任意の要素の位置を決める手順を次のようにまとめることができる。

規則3（順列の生成アルゴリズム）

任意の要素£9に対応する階乗進数の係数を㍍－9とする0また、要素£qに後続する要素の数

をJw9とする。

1．後続する要素の数から、

0≦q－9＜m－q－Jw9

である。要素エ9に先行する要素がない場合には、この条件を満たすようにG－9を定めればよい。

2．先行する要素がある場合

要素£qの親の中で、基準順列において先端に位置するものを£pとする。また、基準順列にお

いて要素£γと要素£9の間に0個以上のの要素があるものとする。これらの要素を£γとする。こ

のとき、

2－1印t＝G－γとする
2－2 C陀＿γ＜pmfならばp㍑f＝f椚f－1

2－3 C氾－r≧印fでかつエγが£9の親ならばp㍑f＝G－r

2－4 すべての£γについて2－2および2－3を繰り返す

この結果求められるf耶まに対して、

Pmf≦㍍一甘くm－9－Jw9

を満たすようにG－9を定める。
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この規則を満たす階乗進数を生成し得ることを以下に示す。大きさ氾の基準順列で位置9にあ

る要素を£9（9二0，…，m－1），要素£9に対応する階乗進数の係数をG－qと表す0上のアルゴリ

ズムによって順列を生成するためには、

P氾f≦G－q＜（氾－9）－Jw甘 （2・11）

となるようなC陀－9が得られることが必要である0ここで、P㍑土は先行要素の位置から決まる下

限値、またJwqは要素£9の後続要素の数である。つまり、任意の要素に関して、

f椚f＜（乃－9）－Jwq （2．12）

が成り立っことを示す必要がある。

配置可能性を数学的帰納法を使って証明する。基準順列が氾個の要素から構成されているもの

とする。このとき、先頭の要素が配置可能であることは明らかである。そこで、すでに9個の要

素が順列内に割り当てられているものと仮定し、9＋1個目の要素（基準順列内の位置番号は9）の

配置を考えているものとする。この要素を£9とする。

要素諾qの後続要素はすべて基準順列において要素エ9より後位置に配置されているから、後続

要素の数Jw9は高々m－9－1である。つまり、常に（乃－9）－Jw9＞0である。これより、要素

エqが先行要素を持たない場合には、0≦G－9＜（乃－9）－Jwqを満たすG－9を常に得ること
ができる。したがって要素£9が先行要素を持つ場合のみを考えればよい。

要素エqの親の中で、基準順列において先端に位置するものを£タとする。要素£タに対応する階

乗進数の係数をG－P、後続要素の数をJw9とする0いくつかの場合に分けて証明を示す0

1）基準順列において要素エタの直後に要素£qが配置されている場合。

手順から、Pmま＝G一夕とする・また、要素エpは配置可能であるという帰納法の仮定から、

G－P＜（㍑一夕）一J叫。要素£qは要素ごタの子であるから、要素ご9の持つ後続要素の数は、要
素£pの後続要素の数より少ない。つまり、Jw9≦Jwター1である。

また、基準順列において要素£タは位置pに、要素エ9は位置9に格納されているので、P＝q＋1

である。したがって、

（氾－q）一Jw9 ≧（氾－P－1）－Jwp－1

＞

（氾－P）－∫竹

G－γ

P和ま

（2．13）

となり、㍍－9を定めることができる。

2）基準順列において要素£pと要素£9の問に要素が配置されている場合。
基準順列に関する仮定から、これらの要素は、要素諾タの後続要素か、要素エqの先行要素かの

いずれかである。まず、これらの要素がすべて要素∬クの後続要素である場合を考える。

2－1）基準順列において、要素∬γと要素エ9の間に配置されている要素がすべて要素諾pの後続
要素である場合。

基準順列において、要素£♪と要素エ9の間に配置されている要素をェγ（γ＝γ＋1，…，q－1）、対

応する階乗進数の係数をG－γと表す。生成される順列においても、要素£タの後続要素£rはす

べて要素エpの後に配置される。つまり、P氾f＝G－Pとしたとき、㍍－γ≧印fであるが、仮定

から£rはいずれも要素£9の先行要素ではないので、叩tの値は更新されずC几－Pのままである。

基準順列において要素エpと要素ご9の間に配置されている要素の数はq－P－1である。要素

エ9および要素£rはすべて要素エタの後続要素であるから、

Jw9≦アマ伸一（q－P－1）－1
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である。さらに、要素諾タがすでに配置可能であるという帰納法の前提から、

C氾－P＜（乃「才）－Jひタ

である。したがって、

（㍑－q）一Jwq ≧（氾－q）－∫wp－（q－P－1）－1

（氾－P）－J－仲

＞ Cm－P

P乃f

（2．15）

（2．16）

となり、㍍－qを定めることができる0

2－2）基準順列において、要素£9に先行する要素が、要素£タと要素£9の間に少なくとも1個
配置されている場合。

要素£9の親の中で、生成された順列において最後尾に配置された要素を£5（p＜β＜9）とする。

したがって、上の規則3（2－3）から要素£sを格納した時点でp氾t＝G＿5と更新される。

基準順列において、要素£sと要素エqの間には9－β－1個の要素が配置されている。要素£s

は要素エqの親であるから、基準順列に関する仮定から、これらの要素は要素エsの後続要素であ

るか、要素諾9の先行要素である。このうち、要素£9の先行要素の数をm（≧0）、要素£sの後続

要素の数を9－β－1－mとする。

要素諾sはすでに割当可能であるという帰納法の仮定から、

㍍－β＝Pmt＜（氾－β）－Jws （2・17）

である。さらに、要素£9は要素エsの後続要素であるから、

Jw9≦Jws－（q－β－1－m）－1 （2・18）

である。また仮定から、要素£sは要素£9の親の中で最後尾に配置された要素であったので、生

成された順列において、要素諾qのm個の先行要素はすべて要素エsより前に配置される。したがっ

て、これらの要素が順列内に配置されるたびに叩tの値は1つずつ減じられて、要素£9の配置を

考えるときには、

Pmt＝C氾一S－m （2．19）

となっているはずである。これらのことから、

（m－9）－Jwq

≧（㍑－9）－Jwβ＋（9－β一1－m）＋1

（乃－β）－Jwβ－m

＞ q－β－m

P柁f

となる。
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2．5．3 順列生成の例示

再びBlalo叫61の準を考えよう。先に見たようにこれは5要素を含むモデルである0いま仮に、
都市化の指数（£1）は葬白人の割合（諾2）と非白人の教育程度（ェ3）に先行する変数であり、非白人

の割合（£2）は白人の所得（£3）に影響を及ぽし、日白人の教育程度（£3）は非白人の所得（祁）に影
響を及ぼすということが先験的にわかっているものとしよう。このような先行一後続関係を図示

すると図2．12のようになる。モデルが規定しているのは、要素£1は要素£2と要素£3に先行し、

また、要素£2が要素£3に先行し、要素諾4が要素祁に先行するということだけである。要素諾2

と要素£4の間の順序関係や、要素諾3と要素£5の間の順序関係はなんら規定していない。なお、

図2．12が規定している順序関係は、2．5．1で想定した順序関係£1一諾2一諾3一£4一£5を含んでい

ることに注意しよう。このような変数間の部分的な先行一後続関係を満たしながら、観測された

相関係数とできるだけ矛盾しない因果モデルを探索することを考える。

∫1
ノ2‾→∫3
ヽ方4→方5

図2．12：先行一後続関係の仮設例

図2．12の先行一後続関係から、まず要素エ1が基準順列の先頭に配置される。£1に対して子の

関係にあるのは£2とェ4であるが、いずれも£1のみを親として持つので基準順列に配置すること

ができる。仮に£4を配置したものとしよう。次に配置し得るものは、£2と£5であるが、2．5．2の

基準順列の仮定を満たすためには、£5を配置する必要がある。ついで£2、£3の順に基準順列に

配置される。この結果、基準順列として、エ1エ4こご5£2£3を得ることができる。この基準順列が2．5．2

の基準順列に関する仮定を満たしていることは容易に確かめることができる。

順列生成においては、基準順列の最初の要素から配置すべき場所を決定していく。図2．12に対

して基準順列として£1£4£5£2：E3を採用したので、まず要素£1の配置場所を決定する。

要素£1に対応する階乗進数の係数はGと表される。C畠は階乗進数において、4！の係数に相当

する。したがって、q＜5。また、要素£1は4個の後続要素をもつ。要素£1に先行する要素はな

い。したがって、2．5．2の規則3（1．）から、0≦G＜1となる。つまりG＝0。このとき、エ1は位
置0に挿入される。

次に、要素£4の配置場所を決める。要素£4に対応する階乗進数の係数はq（＜4）と表される。
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q＝0 エ1

図2．13：要素諾1に対する係数の決定

後続要素の数は1である。さらに、要素諾1を先行要素としてもつ。基準順列において、要素諾1と

の間に他の要素はない（fmt＝q、つまりp陀t＝0）。したがって、2・5・2の規則3（2・）から、0≦G

く3となる。仮にG＝1としよう。

G＝1 £1 エ4

図2．14：要素ご4に対する係数の決定

同様に要素祁の係数Gを決める。また、後続要素の数は0である。したがって、まずQ＜3。

要素£5は先行要素として要素£4をもつ。f耶t＝q、つまりf耶f＝1とする。この結果、2．5．2の

規則3（2．）から、1≦C3＜3。仮にG＝1としよう。

G＝1 £1 £4 £5

図2．15：要素£5に対する係数の決定

次に要素エ2の配置場所を決める。要素エ2に対応する階乗進数の係数はq（＜2）である。また、

後続要素の数は1である。先行要素としてェ1を持つ。したがって、f耶f＝C5＝0である。基準

順列において要素諾1と要素£2の間に要素£4と要素£5が配置されている。これらの要素に対応

する階乗進数の係数はともにf耶fより大きい。また、いずれの要素もェ2の親ではない。したがっ

て、P乃fの値を更新する必要はない。つまり2．5．2の規則3（2．）から、0≦q＜1つまりq＝0で
ある。

最後に、変数エ3の配置場所を定める。階乗進数と順列の対応規則から、Cl＝0とならなければ

ならない。これを確かめてみよう。

後続要素はないから、まずCl＜1。また、親として、£2を持つ。したがってまず2．5．2の規則

3（2－1）から、革耶f＝抗、つまりp几f＝0とする。この結果、0≦Cl＜1つまりCl＝0となる。

この結果階乗進数として01100が得られる。これを順列に変換し、エ1こE2£4エ5£3を得る。この順

列が規定されている先行一後続関係を満たしていることは容易に確かめることができる。

2．5．4 可能な順列の数え上げ

順序関係が規定されている場合には、条件を満たす順列の数は、可能な順列のごく一部になる

ことが容易に予想される。条件を満たすものだけを階乗進数を使って数え上げる。

前節の検討から、q＝0。さらに要素£4に対応する階乗進数の係数qは0から2までの値を

とり得ることがわかった。したがって、C4＝0，q 1，C4＝2の3つの場合に分けて考えるこ

とができる。このような作業を繰り返すことによって可能なすべての場合を数え上げることがで

きる。

規定された順序関係から、制約を満たす順列が少数となることが予想される場合には、階乗進

数を使ってすべての場合を数え上げ、問題に応じた適合度を計算することによって、総当り探索
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図2．16：要素£2に対する係数の決定

Cl＝0 d b J

図2．17：要素fに対する係数の決定

が可能となる。それぞれの階乗進数に対応する順列と、2．5．1で定義した適合度（最大車離度）を

表2．10に示した。

表2．10：制約を満たす順列の数え上げ

G q G q Cl 順列 最大帝離度

0 0 0 0 0

0 0 1 0 0

0 0 2 0 0

0 1 1 0 0

0 1 2 0 0

0 2 2 0 0

£1£4£5£2£3 0．689

£1£4£2こと5エ3 0．696

エ1£4£2£3エ5 0．816

£1諾2£4こ℃5£3 0．616

£1£2£4£3£5 0．463

エ1£2£3エ4諾5 0．078

表2．10から、可能な順列は6通りであることがわかる。それぞれの順列に対して、完全逐次モ

デルを想定し、変数増減法を使って不要なパスを除去する。得られたモデルで因果のパスが設定

されていない変数間の相関係数を推定し観測値と比較する。その差の最大値をモデルの適合度と

する。したがって、この場合には適合度の小さいものが望ましいモデルとなる。表2．10から、順

列として、£1エ2こ℃3エ4諾5をとたもの、つまりBlalockが想定していたと思われる順序関係から得ら

れるモデルが明かに優れていることを確認することができる。

2．5．5 条件を満たす順列の探索

順序制約を加味しても、総当り探索が事実上不可能な場合には、ヒューリステックな方法を採

用する必要がある。SAなどと同様に、階乗進数を使った制約条件付き探索でも、新たな近傍解を

作る必要があるが、これは階乗進数の係数を変化させることによって達成可能である。

2．5．3に示した順列諾1エ2£4£5エ3を作る過程で、それぞれの係数が満たすべき条件は表2．11にま

とめられる。

新たな解を作るために、階乗進数の係数の中の任意のものを変化させる。例えば、係数Gは1

または2の値を取ることができるので、G＝2としてみよう。この結果、要素エ5に後続する変数

に対する階乗進数の係数のとり得る範囲が変わってくるが、これも2．5．2の方法を用いて決めるこ

とができる。

条件のうち、上限値はその変数が持つ後続要素の数によってのみ規定される。つまり、先行要

素の配置が変化しても、上限値は変わらない。したがって、下限値のみに注目すればよい。さら

に、下限値が変化する可能性がある変数は、変化させた変数（今の場合は変数£5）に後続する変数

である。つまり、一部分の修正のみで別のモデルを得ることができる。
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表2．11：階乗進数の条件

係数 G q G G Cl

上限 0 2 2 0 0

下限 q 0 1 0 0

採用 0 1 1 0 0

親の階乗進数の係数が変化したことによって、子の下限値が変化した場合でも、採用されている

値がその条件を満たしているならば、子の係数を変化させる必要はない。これらのことから、あ

る変数の階乗進数の係数が変化した場合でも、修正は部分的な範囲で収まることが期待できる。

2．5．6 結論

因果モデルを作成するにあたっては、先験的に得られている順序関係を考慮しながら、モデルの

探索を行う必要がある。直列制約を持つものを階乗進数で表現する方法を前節で検討したが、よ

り複雑な制約条件を持つものも階乗進数で表現可能であることがわかった。先験的な順序関係が、

2．5．2（規準順列に関する仮定）を満たすものであるならば、階乗進数を使った数え上げ、探索が

可能であることがわかった。一方、順序制約を満たす階乗進数から他の階乗進数へ変換すること

が可能であることもわかったが、遺伝的アルゴリズムなどへ応用するまでには至らなかった。遺

伝的アルゴリズムなどの発見的探索手法への応用は今後の課題としたい。
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第3章 階乗進数と集合分割

分析対象をいくつかのグループに分類するという局面にしばしばわれわれは直面する。この目的

のために従来から用いられてきたものに、クラスター分析がある。クラスター分析には階層的ク

ラスタリングと非階層的クラスタリングがある。さらに、階層的クラスタリングには、最近隣法、

最遠隣法など様々な方法がある【97】。階層的クラスタリングは、クラスターの生成過程を図示でき

るという長所がある反面、クラスターの形成をどこで停止すべきかという問題がある。また、最

近隣法や最速燐法など群の間の距離の定義によって、異なる結果が得られることがある。特に最

近隣法によった場合、いわゆる鎖効果によって、直感とは異なるクラスターが形成されることも

ある。一方、非階層的クラスタリングの代表的な方法にた－me肌法と呼ばれるものがある【46】。

しかしこれにはあらかじめ群の数を指定しなければならないという問題がある。

われわれが提案しようとする方法も非階層的クラスタリングに属するものである。しかし、わ

れわれが直面する問題では、あらかじめ群の数がわからないものが多い。この場合、最適な分割

を、群の数を変化させながら探索しなければならない。つまり様々な群の数を許容しながら、最適

な分割を探索する必要がある。したがって、た－meα乃法の適用は好ましくない。そこで、本研究

では、階乗進数を使って、集合の分割を表現することとした。階乗進数を使うことによって、対

象となる要素をいくつかの連結成分からなる森、つまりいくつかのグループとして表現すること

ができる。また、階乗進数の係数のとり得る値を定めることによって、特定の2要素が同一群に

属するか、または異なる群とすべきかという条件を容易に指定することができる。われわれはま

ず階乗進数表現を視覚的クラスタリング問題に適用した。さらに、階乗進数の係数が正という条

件を付与することによって、すべての要素が連結している木に対応させることもできる。このこ

とから、階乗進数表現を使い、与えられた形状を持つ木の探索を行うことができた。また、集合

分割の特殊な応用例としてヒストグラムモデル【89】などへの適用について検討する。

3．1 階乗進数による集合分割の表現

階乗進数が与えられたとき、次の変換規則によって森へ変換する。

規則4 階乗進数から森への変換規則

異なるm個の要素からなる配列£た（た＝0，…，m－1）を考える。これを基準要素列と呼ぶことに

する。また、氾桁の階乗進数をGlql＿1・・・抗Clと表す。このとき、基準要素列の要素エたは、要

素エた＋Cれ＿たの要素と結びついているものと解釈する。

いま仮に基準要素列を、（α，あ，C，d，e，J）としよう。また、図3．1の親1に示す階乗進数311010が
与えられたものとしよう。基準要素列の最初の要素£0はαであり対応する階乗進数の係数は3で

ある。したがって、要素αは諾0＋3、つまりdと結びついているものと解釈する。同様に2番目の

要素諾1＝あに対応する階乗進数の係数値は1であるので、要素bは要素£1＋1、つまり要素cと結

びついていると解釈する。このような操作を繰り返すことによって、図3．2aに示すような木を生

成させることができる。
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図3．1：森を生成する階乗進数の例示
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図3．2：階乗進数から作られた森

また同様の操作を行うことによって、図3．1の親2の階乗進数からは図3．2bに示した森を生成

することができる。図3．2aに示した森は2つの連結成分からなっている。一方、図3．2bの森では

どの2点も通路で結ばれているので、連結グラフである。生成された森がいくつの連結成分を持

つかは、階乗進数の係数に含まれる0の数によって決まる。図3．1の親1に示した階乗進数には0

が2個含まれている。このため、生成される森も2つの部分に分かれる。これに対して、図3．1の

親2に示した階乗進数は最後の要素のみが0で、他の要素は正である。この結果、連結グラフが

生成される。このことから、階乗進数の最後の要素を除いて、値が正となるような条件を与えた

場合には、木を生成しうることとがわかる。また、係数の値として0を認めた場合には、全要素

を、含まれる0の数だけの群に分割していることがわかる。

ところで図3．1の子1に示した階乗進数は、親1および親2の階乗進数から、いわゆる一様交叉

によって生成したものである。子1に対応する木を国3．2cに示した。筐】3．2a、図3，2bの木と比べ

るとかなり異なっているように見える。しかし、仔細に観察すると3つの木は共通した性質を持っ

ていることもわかる。つまり、いずれの木においても2組の要素、（わ，C）（e，J）は結びついている。

これは、親1および親2の階乗進数において、要素bと要素eに対応する係数値がともに等しいこ

とに起因している。両親の係数値が等しいときには、一様交叉を行ったとしても同じ値が子に引

き継がれる。また、階乗進数の係数値はどの要素と連結しているかを示すものなので、両親の係

数値が等しい場合には、その係数に対応する連結関係は子に伝えられる。このことは遺伝的アル

ゴリズムによって探索を行った場合、要素間の結びつきという親の形質が子に遺伝することを表

している。

40



3．2 視覚的クラスタリング

分析対象が、空間土でいくつかのかたまりとして視覚的に判然と認められるような場合を考え

る。このような場合、人間は視覚的にグループを認識する。これを視覚的クラスタリングと呼ん

でいる【58】。本節の目的は、人間が視覚的に行っているクラスタリングを自動生成するアルゴリズ

ムを、階乗進数を使って実現することである。

岡田、加藤、小沢【58＝ま、視覚的クラスタリングを行うために、総合距離尺度と呼ばれるもの

を導入した。これはある分割が与えられたときに、クラスター内距離とクラスター外距離を求め、

その加重平均として定義される。なお、距離の計算に先立って、正規化という処理を行う。これ

は、個体間の最大距離dmα。を基準として、dm∽＝1、0≦diJ≦1となるような変換を意味する。

ここで、乞、jは任意の2つの個体を、d豆Jはその2つの個体間の距離を表す。このとき、クラスター

内距離和βトクラスター外距離和β0は次のように表される。

タ

β∫＝∑∑∑d豆J
た＝1豆∈Cた・J∈Cた

タ

β0＝∑∑∑（dmα。－d豆メ）
た＝1豆∈Cたメ¢Cた

ここで、Gはた番目のクラスター、βは群の数を表す。また、クラスター内距離和β∫、クラス

ター外距離和β0をα（0≦α≦1）を使って加重平均したものが総合距離尺度である。

β＝αβ∫＋（1－α）β0

岡田、加藤、小沢〔58】は総合距離尺度が最小となる分割を試行錯誤的に求めている。まず、全

体が1つの群に含まれている状態を考え、これを初期分割とする。そして、個体を順に1つずつ

選び、それを独立した群、または他の群に含めた場合の総合距離尺度を計算する。そして最も総

合距離尺度が小さくなるような分割を次の分割として採用する。このような操作を何度か行って

も総合距離尺度に変化が見られなくなったとき探索を終了する。また総合距離尺度には未知のパ

ラメータαが含まれているので、さまざまなαに対して探索を行うことになる。

総合距離尺度を用いることによって、全体が1つのものから、それぞれの個体が独立した群で

あるものまでを統一的に扱うことができる。このような長所がある反面、以下のような問題点も

残されている。第1には、探索アルゴリズムが局所解に陥りやすいということである。そこで本

研究では、大域的な探索手法を導入するため、遺伝的アルゴリズムを利用することとした。

2番目のより深刻な問題は、パラメータαを合理的に決定する基準がないことである。クラス

ター内距離とクラスター外距離のいずれに重点をおくかは問題によって異なるであろう。クラス

内距離を重視すれば（αの値が大きければ）、それぞれの個体は独立した群として認識されやすく

なり、逆にクラスター外距離を重視すれば（αの値が小さければ）全体は1つの群として認識され

やすくなる。したがって、αの値によっては、分割数が異なる結果となる。岡田、加藤、小沢【58】

は、αを0．001刻みで変化させ、最も広範囲のαに対して得られる分割数を重視する方法を提案

している。しかし、基本的には個体数だけの分割数が考えられるので、大量のデータを扱う場合

には、何らかの方法で無意味は分割を抑制したり、逆に明らかに異なる群とすべき個体が同一の

グループに入ることを抑制する必要がある。

図3．4に示したものは、岡田、加藤、小沢【58】がアルゴリズムの検証に使った2次元の点パター

ンである。人間がクラスタリングを行うとすれば、おそらく対象を3つの群に分けるであろう。岡
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図3．3：6点のクラスター問題

田、加藤、小沢【58】は、αを0・001刻みで変化させ、得られる分割を観測した。その結果、最も
広範囲のα（α＝0．273～0．777）に対して、期待される分割を得ている。探索回数に対する比率は

50．5％である。しかし、全体が1つのものから、それぞれの個体が独立した群となるものまで他

の5通りの分割すべてが得られており、それらの合計もやはり50％に近い【58】。

われわれが対象を分割しようとする場合、個体数よりも少ないいくつかの群に分けることを考

えているだろう。つまり、全体が1つの群となることや、それぞれが独立した群となることを期

待しているのではないだろう。この点からいえば、最も離れた2点が同一グループになることや、

最も近い2点が異なる群になることは不自然である。そこで、このような分割を抑制することを

考える。表3．1は、図3．4の点パターンから個体間の距離を測定したものである。

表3．1：要素間の距離
A β C β β ダ

A O．000 0．424 2．¢08 2．377 2．953 3．231

β 仇424 0．000 2．902 2．247 2．8¢0 3．089

C 2．¢08 2．902 0．000 2．¢25

β 2．377 2．247 2．625 0．000

方 2．953 2．860 2．683 0．640

F 3．231 3．089 3．130 0．854

2．＄83 3，皇30

0．640 0．000

0．000 0．447

0．447 0．000

グループの構成を行う前に要素間の結合に関して、いくつかの制約を設けることを考える。こ

こでは、視覚的な判断からいくつかの条件を設定してみよう。これらの点の中で最も離れている

ものは、（A，ダ）であることがわかる。次に離れているものは、（C，ダ）であり、（A，C）の距離も大

きいことから、これら3点が同じ群に含まれないように調整することを考える。さらに、最も近

いものは（A，β）であり、次に近いものは（β，F）であるので、これら2組の要素は同じ群に属する
ものとして探索を行うことを考える。

これらの条件を満たしつつ遺伝的アルゴリズムによる探索が行えるように、（β，£，β，C，A，F）
を基準要素列として定める。異なる群としたい要素を基準要素列の最後に並べる。他の要素は任意

の位置に置く。前節に定めた階乗進数から森への変換規則において、基準要素列の要素諾た（た＝0

、‥・、和－1）に対応する階乗進数の係数q℡んは、要素諾たがそこから数えて何番日の要素と結合
しているかを表すのであった。そこで、q℡ゐ＝0とすれば要素芯点が基準要素列において後に配
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図3．4：階乗進数による探索結果

置されている要素と結合することはない。つまり、同一の群となることはない。いま、要素C、A

、アはそれぞれ別の群となるようにしたいので、これらの要素に対応する階乗進数の係数は0と
おく。

また、要素βは要素ダと結合するようにしたい。このためにはEに対応する階乗進数の係数

Qを4とすればよい。この結果、要素Eは常に要素ダと結合することになる。同様に、要素β

に対応する階乗進数の係数qを2とすれば、要素βは常に要素Aと結合することになる。この

結果、階乗進数が満たすべき条件は次のようになる。なお、ここで－は階乗進数の係数の条件を満

たす任意の値を取り得ることを示す。

表3．2：階乗進数の範囲

基準要素列 β E β C A F

係数の範囲！ 4 2 0 0 0

階乗進数の係数の範囲から、可能な組合せは6通りにすぎないことがわかる。したがって、す

べての場合について、総合距離尺度を計算することができる。なお、岡田、加藤、小沢【58】にな

らって、αの値は0から1まで0．0001刻みで行った。その結果、次の2つの分割のみが得られた。

要素の結合について、条件をつけた場合には、可能な群の数が3の場合と4の場合の2通りしか

現れていない。岡田、加藤、小沢t58】の実験においては、6通りの分割が現れていたが、提案方法

によると、すべてが1つのグループになったり、個々の要素が独立した群になるなどの場合を排

除しうることを確認できた。これは、階乗進数の係数に条件を付したためであり、より規模が大

きな問題にあっても適用できるものである。

3．3 木の生成

階乗進数の最後の係数Clのみを0とし、他の要素は正とした場合には、全連結な木が得られる。

これを利用して、あらかじめ与えられた形状の木の生成を試みた。従来、コンピュータグラフィッ

クスにおいては、自然な木を生成するために、フラクタルやLシステムを利用してきた。これら
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図3．5：階乗進数と木

の手法は、再帰的な方捷を使って、現実的な木の生成を行うことに成功している。しかし、最終

的にどのような形になるかは、あらかじめ予想することが耕しいという問題がある。

基準要素列を（α，b，C，d，e，′，タ）としよう。要素タに対応する階乗進数の係数のみが0であり、他

の要素に対応する係数は正とする。例えば階乗進数2311110はこの条件を満たす。これを図3．5に

はこれから生成される木も合わせて示している。

図3．5から、要素タが根になっており、要素αと要素あが実になっていることがわかる。その他

の点はいずれも2つ以上の連結している点を持っている（以後このような点を本研究では節と呼

ぶことにする〉。いま、要素（住，む）は常に葉にしたいものとしよう。このとき、要素（¢，わ）に対応

する階乗進数の係数（C7，Q）を次の条件を満たすように定めれば要素（α，わ，C）はいずれも葉とする

ことができる。

2≦（方＜7，1≦Q＜6

要素αに対応する階乗進数の係数（方は常に2以上であるので、要素わと結合することはない。

つまり、要素bは葉となる。このように葉としたい要素を基準要素列の最初に並べ、それらが相互

に結合しないように階乗進数の係数値を使って調整することができる。そして、これらの要素に

あらかじめ目標となる座標値を設定しておく．この座標値にできるだけ近くなるような階乗進数

を探索することによって、あらかじめ定められた形状の木を生成することができる．

3．4 ヒストグラムモデル

品質管理などにおいて、観測や実験から得られたデータを度数分布の形にまとめることはよく

行われることである。結果の概略を見るだけでなく、ABC分析などの基礎資料として用いられ

ることも多い。しかし、一般には観測結果には誤差が含まれるために、得られた度数分布が真の

分布を表すことは希である。この結果、観測される度数分布から定性的な知識を得ることが困難

な場合も生じてくる。本節の目的は、観測された度数分布を簡略化することによって、特徴の把

握を容易にしようとするものである。
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3．4．1 さまざまな度数分布

まず1個のサイモワを考えよう。サイコロの目は等確率に出現するものとする。このサイコロ

を600回投げて、日のでた数を記録したとしよう。期待度数はそれぞれの目について100である

が、観測される度数にはばらっきが見られることが普通である。仮に図3．6（1）に示されるような

結果が得られたものとしよう。それぞれの期待度数が等しいことから、このような度数分布を平

均型の度数分布と呼ぶことにする。

この観測結果から知りたいことは、1の目のでる確率が0．185であり、2の日のでる確率が0．148

であるといったことではない。知りたいことはあくまで各々の目のでる確率は等しいということ

である。つまり、知りたいことは観測度数の背後に隠れている分布、つまり期待度数からなる分

布である。

また、別のサイコロを考えよう。このサイコロは目4の出現確率のみが他の日の出現確率より

小さいものとする。このように、凹凸のある度数分布は連続的な量をいくつかの階級に区分した

ときに現れる一般的な分布である。このように凹凸のある分布を凹凸型と呼ぶことにしよう。図

3．6（2）に600回のサイコロ投げを行った時の観測度数と、期待度数を示した。図3．6（2）では目4
の出現確率が他の目の出現確率より特に低く設定しているので、強凹凸型と呼ぶことにする。も

ちろん、強い、弱いは相対的なものであり、便宜的な名前である。これから述べるように取り扱

い、探索方法に違いはない。
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ロ 捌度数

囚 苅得度牡

2 3 4

平均型の度数分布

150

100
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［］l一度牡

噴 油待鹿牡

強凹凸型の度数分布

図3．6：様々な度数分布

150

100

50

ロ 板河鹿故

国 期待正教

階段型の度数分布

本研究では、さらにもうひとつ別の分布モデルを考える。ABC分析のように、属性に関する

度数分布を扱う場合には、度数の大きい順に並び替えて階段型の度数分布に変形することがある。

このような例は、サイコロの日のでる確率は等確率ではなく、1と2の目のでる確率が高いという

場合に対応させることができる。前と同じく600回のサイコロ投げの実験を行って図3．6（3）のよ
うな観測結果を得たものとしよう。1と2の日のでる確率が他の日の出現確率より大きくなってい

るので、階段型の度数分布と呼ぶことにしよう。ここでも、知りたいことは1の目がでる確率は

0．215であり、2の目のでる確率は0．188であるというものではないであろう。出現確率の大きい

1と2、およびそれ以外のグループに分かれるというものであろう。

つまり、本節での目的は、図3．6のような観測結果が得られたときに、出現確率が等しいと思わ
れる事象をまとめることによって、それぞれ背後にあると思われる度数分布を推定することであ
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る。そして、出現確率が等しいと思われる事象をまとめて、よりばらっきの少ない度数分布を作

成することを度数分布の要約と呼ぶことにする。

3．4．2 情報量規準と度数分布の要約

赤池の情報量規準（AJC）を使って、度数分布の異なる階級をまとめた方が良いのか、それと

も別々の出現確率を持った階級であると考えた方が良いのかということを判定する方法が提案さ

れている［70】。度数分布の要約の場合、AJCは次式で計算される。

AJCニー2∑〈（観測度数）Jo9（出現確率の推定値）〉＋2（階級数－1）

図の結果からAJCを求めてみよう。観測結果は、それぞれの事象がそれぞれの出現確率を持っ

た多項分布から得られたものであると考えることができる。図の観測結果は、すべての日の出る

確率が異なったさいころから得られたものであると考えてみよう（モデル1a）。それぞれの日の

出る出現確率の推定値は最尤法によって求めることができるが、それは観測度数を合計で除した

値と等しくなる。表にはその結果も示している。この出現確率の推定値を使ってAJCを求めると

2156．196となる。

一方、図の観測結果はすべての事象の出現確率が等しい多項分布から得られたものと考えると

（モデル1b）、それぞれの事象の出現確率は等しいものとなり、その推定値は最尤法により0．167と

なる。この出現確率の推定値を使ってAJCを計算すると2150．111となる。

AJCによるモデル選択は、AJCが小さいほうのモデルをより好ましいモデルとして選ぶ。した

がって、図の観測結果に対しては、すべての事象の出現確率は等しいと考えるモデルの方が、よ

り好ましいモデルとして選択される。

3．4．3 遺伝的アルゴリズムを使ったヒストグラムの選択

情報量規準を用いて、より好ましいモデルを選択しようとするとき、階級数（本研究では事象

の数）が増加するにしたがって、考えることのできるモデルの数は急速に増加していくので、効

率的にモデルを選択する方法が必要になってくる。このため、遺伝的アルゴリズムを利用する方

法を検討する。

遺伝的アルゴリズムを使って探索を行うためには、様々に要約された度数分布を染色体として

表現する必要がある。本研究では、階乗進数を使って度数分布を表現することとしたが、離れた

階級をまとめることを認めるかどうかで、次の2つの場合を想定することができるであろう。

最初は、事象の順番に特に意味がない場合である。サイコロモデルもこのような例と考えるこ

とができる。図3．6の（1）や（2）の例がこれに該当する。このような場合には、離れた位置にある

階級の結びつきも許容する必要がある。したがって、乃桁の階乗進数Gl㍍＿1‥・GClの係数の条

件は、

度数分布要約の条件（1）0≦q＜J

となる。この条件によって、任意の階級は他の任意の階級と結びつくことが可能である。例えば、

図3．6（2）のように目4の出現確率のみが他の目の出現確率より小さいと考えるモデルは階乗進数
を使って、112010と表現することが可能である。
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一方、AβC分析などのように、事象が出現確率の大きい順などに並び替えられている場合もあ

る。時系列的に観測された結果を度数分布に表したような場合も事象の出現順は意味を持つ。サイ

コロモデルでは図3判3）の場合がこれに該当する。このような場合の度数分布の要約は隣り合っ
たものをまとめるべきかどうかということが問題となる。つまり、離れた階級を結びつけること

を考える必要はない。したがって、このような場合において、階乗進数の係数が満たすべき条件

は次のように記述できるであろう。

度数分布要約の条件（2）0≦q＜1

すべての階乗進数の係数は0または1の値のみをとる。そして1の値を取る場合には、当該階

級は次の階級とまとめられることを表す。

3．4．4 到着分布への応用

階級の並びに意味がある場合、つまり階乗進数の係数の条件が0≦q＜j（J＝陀，…，1）で与え

られる場合を考える。例としてを到着分布の要約を考える。図3．7は待ち行列のシミュレーション

を行う目的で、本学食堂の券売機へ到着した人数を観測したものである。観測日は1988年11月

15日であり、午前11時から午後1時半までの昼食時間帯に測定を行った。現在は複数の券売機が

設置してあるが、当時は1台のみであった。この券売機への到着状況を1分単位に記録した。1人

で測定したので、実際には1分間の到着人数を測定し、測定結果を次の1分間の間に記録すると

いう方法によっている。したがって、実際の到着人数は、観測された数のおおむね2倍程度にな

るものと予想されるが、分析では生の観測結果を用いる。

このような観測結果から、客の到着分布を求めることを考える。食堂の到着にみられるように、

単位時間内の到着人数が時間とともに変化する場合がある。したがって、それぞれの時間帯で異

なる平均到着率を求める必要があるが、観測された結果を直接用いると変動が大きくなる恐れが

ある。このため観測結果から平均到着率が等しいと考えてもよい範囲を求める必要が生じる。

また、最大の階級数はデータ数をmとして、階級数は2㍉ト1に抑えるべきであるとされるの

で【70ト観測された結果を6分毎にまとめた度数分布を分析対象とした。
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図3．7：食堂への客の到着

時間

11時6分から13時30分の間に334人の客の到着があった。図3．7には24の階級が含まれてい
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るので、24桁の階乗進数を用意する。それぞれの係数がとりうる値は1または0である（ただし、

Clは常に0）。親の集団は30とした。交叉は15組に対して行い、ランクによって親の選択を行っ

た。突然変異は取り与る数を乱数を使って発生させ、新しい係数値とした。世代交代数は1000で

ある。要約後の度数分布を3．8に示した。

人数

40

35

30

25

20

15

1¢

5

0
11：06 11：30 12：00 12：30 13：00

図3．8：券売機への到着分布の推定

時間

図3．8から、単位時間当たりの到着人数が多い山の部分が3カ所あることがわかる。最初の山は

11時30分からであるが、これは本学事務職の昼休みがこの時間から始まるためだと思われる。次

の山は12時ぐらいにみられるが、これは大学の2時限目が終了する時刻であり、次の12時30分

からの山は、付属高校が昼休みに入るためと思われる。このように、推定された度数分布は、容

易に解釈可能であり、券売機への到着分布の特徴をよく表しているものと思われる。また、事務

職と高校の場合には、それぞれ休み時間の開始時刻からピークが始まっているのに対して、大学

生の場合には、休み時間の少し前からピークが始まることもわかる。これらの分析から、推定さ

れた度数分布を検討することによって、特徴をより的確に把握することができるものと思われる。

3．4．5 長崎の観光地人気調査結果への応用

AβC分析のように、出現度数の大きい順に並び替えられた度数分布の例として、長崎の観光地

の人気調査結果を考える。長崎の観光地を6カ所を選び、学生を対象に1996年6月に人気調査を

行った。調査では、6カ所のうち行ってみたいところまたはもう一度行ってみたいところを1つだ

け選んでもらった。回収総数は234通であり、うち有効回答数は208通であった。調査結果を表

3．3に併せて示している。なお、入学後の学生生活の長短によって、1、2年生の回答結果と3、4

年生の回答結果を、それぞれ低学年および高学年と区別して表している。全体として、ハウステ

ンポスの人気が高そうであるが、それ以外の観光地については、低学年と高学年では差がみられ

るようなので別個に分析を行った。

この例では階級数は6である。したがって6桁の階乗進数を用意すればよい。親の集団の大き

さは30とし、毎世代15組も交叉を行った。世代交代数は100である。

また、観光地の人気にどのような傾向が見られるかを知りたいので、度数分布の要約のみでは

なく、その信頼性を評価することを考えた。本研究では、リサンプリング【62＝こよって信頼性を

評価することとした。リサンプリングでは、得られた標本を母集団と考え、そこから乱数を使っ
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表3．3：長崎の観光地の人気調査結果（単位：人）

観光地 低学年 高学年 合計

平戸生月

佐世保九十九島

ハウステンポス

滴上平和公園

グラバー園オランダ坂

雲仙島原

5 20 25

14 5 19

83 35 118

2 3 5

11 3 14

12 15 27

合計 127 81 208

て同数の標本を新たに作り、各種の統計量の計算を行う。本研究の場合、低学年の場合127、高学

年の場合81の標本から乱数を使って同数の標本を選ぶ。乱数を使っているので、複数選択される

ものもあれば、一度も選択されないものもある。したがって、度数はその都度異なった数となる

ことが予想される。このような作業を何回も繰り返して注目している統計量、例えば平均や分散

の変動などを調べる。本研究の場合、信頼性を評価したいのは、平均や分散などではなく、分布

の形そのものである。

図3．4に1，000回のリサンプリグを行った結果を示した。観測結果を人気順に並び替え階段型の

データとして分析した。低学年の場合には16パターン、高学年の場合には22パターンが現れた

が、図3．4には、低学年と高学年それぞれの場合において出現回数の多い8パターンを表示してい

る。なお、低学年の場合の基準順列は左から順に、ハウステンポス、佐世保九十九島、雲仙島原、

グラバー園オランダ坂、平戸生月、清上平和公園であり、高学年の基準順列は左から順に、ハウス

テンポス、平戸生月、雲仙島原、佐世保九十九島、グラバー園オランダ坂、浦上平和公園である。

すべての観光地の人気に差がないとするパターンは染色体形式で（111110）と表現される。リサ

ンプリングの結果、（111110）のパターンは低学年、高学年とも1度も現れなかった。このことか
ら、観光地の人気には差があることがわかる。逆に、すべての観光地の人気に差があるとするパ

ターンは（000000）と表現されるが、低学年において6回、高学年において11回しか現れなかっ

た。これらのことから、6カ所の観光地は人気の面から幾っかのグループに分かれることが推定で

きる。

リサンプリングの結果、最も頻繁に現れたパターンは、低学年では（011010）であり、これは学

生の人気が高い順に、〈ハウステンポス〉、〈佐世保九十九島、雲仙島原、グラバー園オランダ坂）、

〈平戸生月、浦上平和公園〉の3グループに分かれることを意味している。それぞれのグループ内

では人気に差がないことを表している。例えば、低学年では雲仙島原とグラバー園オランダ坂の

間に人気の差はないが、雲仙島原と平戸生月では人気に差があることを示している。

高学年では‡ハウステンポス〉、‡平戸生月、雲仙島原〉、〈佐世保九十九島、グラバー園オラン

ダ坂、滴上平和公園〉 の3つに分けられるというパターンが最も頻繁に現れている。。低学年では

知名度が要因となっているものと推定されるが、高学年では、温泉や歴史、ドライブコースなど

の要因が重視されているものと思われる。

観測結果からは、低学年、高学年ともにハウステンポスの人気が高いと思われるが、ハウステ

ンポスの人気が、他の観光地より高いとするパターンは、ともに（0＊＊＊＊0）と表現される。ここ
で、＊は1または0のいずれでもよいことを表している。低学年では、リサンプリングから得ら

れた1，000のパターンすべてが（0＊＊＊＊0）の形式であった。これに対して高学年では、（0＊＊＊＊0）と
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表3．4：観光地人気調査結果からのリサンプリング

染色体 回数 染色体

0 1 1 0 1 0

0 1 1 0 0 0

0 1 0 0 0

0 1 1 1 0 0

0 0 1 0 1 0

0 0 1 1 0 0

0 1 0 1 1 0

0 1 0 0 1 0

低学年の場合

0 1 0 1 1 0

0 1 0 0 1 0

0 0 0 1 0

0 1 0 1 0 0

0 0 0 0 1 0

0 0 0 1 0 0

1 0 0 1 1 0

1 0 0 0 1 0

高学年の場合

なったパターンは911回であった。このことから、高学年では、ハウステンポスの人気はやはり

高いものも、他の観光地、特に平戸の人気と同程度と考えられる場合も十分想定し得ることがわ

かった。高学年で、さらに雲仙まで同程度の人気であると考えるパターンは（11＊＊＊0）と表現され

るが、この出現回数は3回にとどまっている。このことから、雲仙島原までハウステンポスと同

程度の人気だと考えることには無理があることがわかる。

低学年と高学年の回答結果で大きく異なっているのは、佐世保と平戸の人気である。低学年で

は佐世保の人気が高いが、高学年では平戸の人気が高い。人気に差があるかどうかをリサンプリ

ングの結果から分析してみよう。

まず、低学年において、佐世保が平戸より人気が高いとするパターンは（＊＋＋＋＊＊）と表現され

る。ここで＋＋＋は、いずれかの遺伝子座において0がたつことを意味している。1，000回のリサ

ンプリング中、896回がこのパターンであった。一方、高学年において平戸が佐世保より人気が高

いとするパターンも（＊＋＋＊＊＊）と表現できる。1，000回のリサンプリング中998回がこのパターン

であった。これらの分析から、低学年と高学年では、佐世保と平戸の人気に逆転が起きているこ

とを、相当程度の確信をもって推定することができる。



ションを検討した。長崎の観光地の人気調査結果を対象に分析を行い、低学年と高学年では人気

に差があることがわかった。また、いくつかの遺伝子の値を任意としたり（本文＊）、連続する遺

伝子座の中のいずれかに特定の値をとる（本文＋）ものなどを考えることによって、さまざまな

パターンの出現確率も容易に計算できることがわかった。
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第4章 分割表からの規則抽出

近年、観測されたデータから知識を得ようとする研究が活発になされてきている。工学、医学な

どにおいては、これらの主な目的は予測にあるように思われる。しかし一方、説明を行う目的で

知識を得たい場合もある。次章では、どのような企業がどのような会計方法を選択しているのか

を記述する少数の規則の抽出を検討している。このような場合には、知識を得る目的は予測では

ないであろう。

しばしば規則は決定木を用いて表される。ID3【64トC4．5【65トSee5／C5．0【661などが効果的に決

定木を構成する方法として提案されている。しかし、決定木から知識を得ようとする場合には、根

の変数が変わると得られる知識が大きく変わってしまう危険性がある。このことは予測が目的の

場合にはそれほど大きな問題とはならない。しかし、解釈が目的の場合には重大な問題である。さ

らに決定木では同程度の説明力がある変数があった場合に、一方をモデルに含めない傾向がある。

このことも予測が目的である場合には問題とならないが、解釈が目的の場合には、同程度の効果

をもった変数も含めていた方が、解釈が容易になる場合もある。一方、遺伝的アルゴリズムを使っ

て知識を獲得しようとする研究もなされている。しかしながら探索空間が莫大なものとなったり

【24ト【52トまたあるものは、あらかじめ規則の数を定めておく必要がある【49】。

本章では集合分割を使った知識獲得のための異なる方法を提案する。本研究ではいくつかの選択

肢から選ばれたアンケート調査結果を分析対象とし、観測結果を分割表にまとめることができる

ものと仮定する。したがって、ID3とおなじく離散的な値をとる変数を考える。本研究でも、ID3

と同じく分割表の階級をいくつかのグループに分けることによって少数の知識を得ようとするも

のであるが、ID3が対象を細分化しながら規則を記述していくのに対して、本研究では分割表の

階級を融合することによっていくつかのグループを構成する方法をとった。

4．1 情報量規準による分割表の選択

問題としている属性（被説明変数）の値を予測・推定するために、いくつかの説明変数を設定し

てアンケート調査を実施したものとする。説明変数も名義的または順序的な尺度の場合には、アン

ケート調査結果はクロス集計され分割表の形にまとめられる。一般に説明変数は多数設定される

場合が多いから、被説明変数を予測・推定する目的でさまざまな分割表を作成することができる。

仮にある属性によって2群A、βに分けられる観測対象があったとしよう。そして、いずれの群

に属するかを予測・推定するために、2つの説明変数諾、yを設定して調査を実施したものとする。

2つの変数ともに鮎タまたはβmα〃を値としてとるものする。このとき、群を判別する目的でさま

ざまな分割表を作成することができる。表4．1は説明変数£による分割表であり、表4．2は説明変

数yによる分割表である。

また、説明変数として両方の変数をとった分割表を作成することもできる。これを表4．3に示す。

さらに、表4．3の分割表において、いくつかの階級をまとめて表4．4に示すような分割表を作成

することも可能である。表4．4の分割表は変数yの値がβmα〃である場合に、変数諾をまとめた

分割表となっている。
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表4．1：説明変数Ⅹによる分割表

変数∬ 群A 群β 合計

鮎夕 73 6 79

βmα〃 50 42 92

合計 123 48 171

表4．2：説明変数yによる分割表

変数y 群A 群β 合計

払β 33 41 74

βmα〃 90 7 97

合計 123 48 171

表4．1から表4．4までみてきたように、群を予測する目的で、さまざまな分割表を作成すること

ができる。このため、どのような変数を説明変数として選ぶか、また、階級の一部を要約すべき

かどうかの選択が必要となる。前者が説明変数選択の問題であり、後者が区分選択の問題である。

変数選択と区分選択を統一的に行うために，赤池の情報量規準（AIC）を利用する方法が提案

されているt70ト【711。分割表の選択におけるAICは次式で計算される。

舶C＝（－2）∑乃（乞，J）ヱ0タ
i，J

乃・氾（乞，J）

乃（乞）・m（j）
＋2（方豆－1）（均一1）

ここで、乞は分割表の階級を、Jは群を表す。したがって、㍑（乞，J）は観測度数を示す。また、乃（乞），㍑（ブ）
はそれぞれ周辺分布を表し、mはデータの個数を表す。また方豆は分割表に含まれる階級の数を表

し、叫は群の数を表す。

表4．4の分割表に対してAICを計算すると次のようになる。

A∫C（rαbヱe4．4）（－2）（18Joタ

＋ 39Jo夕

18・171

123・20

39・171

48・54

＋2Joタ

＋90ヱq9

＋ 2（3－1）（2－1）

－71．92

2・171

48・20

90・171

123・97

＋15Joタ

＋7ヱ0タ

15・171

123・54

7・171

48・97
）

それぞれの分割表に対しても同様の方法でAICを計算することができる。

A∫C（rαあヱe4．1）＝－31．71

AJC（rαあJe4．2）＝－49．01

AJC（rαbJe4．3）＝－69．96
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表4．3：説明変数xとyによる分割表

変数£ 変数y 群A 群β 合計

わ豆夕 わ豆タ 18 2 20

わ乞夕 βmα〃 55 4 59

βmα〃 む乞β 15 39 54

βmα〃 βmα〃 35 3 38

合計 123 48 171

表4．4：いくつかの階級をまとめた分割表

変数エ 変数y 群A 群β 合計

鮎β b豆タ 18 2 20

βmα〃 わ乞タ 15 39 54

βmα〃 90 7 97

合計 123 48 171

AICを用いた分割表の選択では、最もAICの値が小さい分割表が選ばれる。この結果、表4．4

の分割表が、被説明変数の値を予測・推定するうえで最も有効であると判断される。表4．4から，

変数yが鮎タであるかβmα〃であるかということが群の判別には重要であること、さらに変数yが

如である場合には，変数£の値がb乞タであるかβmα〃であるかという要素を加えることによって

予測能力が増すことがわかる。

一方、表4．4の分割表から、推論規則を記述すると次のようになるであろう。

規則1ifxisbig姐dyisbigtbe皿訂OuPA

規則2ifx由smaua皿dyisbigtbe皿gTOuPB

規則3ifyissmalltbe皿grO叩A

ところで、説明変数の数や区分数が増加するにしたがって、作りうる分割表の数は急激に増加

する。従って、説明変数の数や区分数が増加したときにも、分割表の選択が行える方法を開発す

ることが課題となる。

表4．3に示されるような最高次の分割表から、階級を要約した分割表を作成しようとした場合、

その組合わせの数はベル数として知られている集合の分割数となる【50】。原始カテゴリー数4の

場合には組合わせの数は15であるが、カテゴリー数が8となると4，140となり、カテゴリー数が

27の場合には5．46×1020となる。このように原始カテゴリー数が増加するにしたがって組合せ

の数は急激に増加するので、すべての場合についてAICを計算し、比較することは不可能になっ

てくる。そこで本研究では、遺伝的アルゴリズムを利用して分割表の探索を行うこととした。遺

伝的アルゴリズムを使った探索を行うことによって、階級数の増加に対応することができる。
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4．2 過度東約

情報量規準を用い三規則を得ようとする場合のもうひとつの問題が過度要約である。過度要約

とは分割表に含まれる階級が過度にまとめられた結果、意味のない規則を得ることをいう。仮設

例を使って説明する。

表4．5は前と同じく変数£、yを含んだ分割表である。ただし、それぞれの変数は鮎夕、m乞ddJe

、βmα〃の3つの値をとるものとする。この2変数を使って2群を識別する規則を抽出することを
考える。

表4．5：2変数からなる分割表

変数諾 変数y 群A 群β 合計

如夕 鮎β

あ乞タ m乞ddJe

b乞タ βmα〃

m乞ddJe b乞β

m乞ddヱe m豆ddJe

m乞ddJe βmα〃

βmα〃 む乞β

βmα〃 m豆ddJe

βmα〃 βmαJJ

1 3 4

0 2 2

10 1 11

2 12 14

1 9 10

2 0 2

5 0 5

9 1 10

2 7 9

合計 32 35 67

表4．5の分割表をもとに表4．6に示すような要約された分割表を作成することができる。

表4．6：過度に要約された分割表

変数£ 変数封 群A 群β 合計

転β 如β

m乞ddJe あ乞9

払タ m乞ddヱe

βmα〃 βmα〃

m豆ddJe れ1乞ddJe

6 33 39

m乞ddJe βmα〃

βmα〃 b乞β

βmα〃 m豆ddJe

鮎タ βmα〃

26 2 28

合計 32 35 67

この分割表では、原始分割表の階級が2つに要約されている。要約後の第1カテゴリには群B

に属する観測結果が、第2カテゴリには群Aに属する観測結果が多く含まれていることから、群

の分別も達成されていることがわかる。しかしながら、要約後の2つのカテゴリから規則を記述

すると、
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if（xisbigormiddleorsmau）a皿d（yisbigormiddkorsmall）tbe皿grOuPB

if（Ⅹisbigormiddleorsma叫姐d（yisbigormiddkofSma叫tbe皿grO叩A
となり、規則としてヰま意味を成さないことがわかる。これは、要約された分割表の度数を計算す

るときに、最初の分割表の各階級の値を単純に合計しているためである。

そこで、最初の分割表が与えられ、要約後の分割表の度数を計算するときに、もともとの階級

のそれぞれが要約後の分割表の階級のいずれに属すると考えられるかを調べ、2つ以上の階級に

属すると考えられる場合には、便宜的に1／2や1／3ずつそれぞれの階級に属するとして度数の計

算を行うことにした。

例えば、表4．6に示されるような分割表の規則の前件部は、2つの規則ともに、

if（Ⅹisbigormiddleorsma叫a皿d（yisbigormiddkorsma叫
と表現される。最初に与えられた分割表の最初の階級は、前件部として、

ifxisbiga皿dylSbig
●

を持つと解釈できるので、いま考えている分割表の2つのカテゴリの前件部をともに満たすもの

と考えることができる。したがって、群Aの度数1の1／2、群Bの度数3の1／2をそれぞれを要

約後の2つの階級の度数として再配分する。最初の分割表の9つの階級すべてについて同様の操

作を行うと次のような分割表を得ることができる。

表4．7：再配分後の分割表

変数∬ 変数y 群A 群β 合計

払タ わ乞β

m乞ddヱe あ乞タ

b乞タ m乞ddJe 16 17．5 33．5

βmα〃 βmα〃

m乞ddヱe m乞ddヱe

m乞ddJe βmα〃

βmα〃 ♭乞タ

βmα〃 m乞ddJe

如夕
βmα〃

16 17．5 33．5

合計 32 35 67

表4．7の分割表は群の識別に適していないことは明らかである。つまり、最初の分割表のそれぞ

れの階級の度数を再配分することによって、見かけ上は分離されていたとしても、意味を持たな

い規則を示すような分割表を排することができる。

また、表4．5に示した分割表から、再配分計算を行って、表4．8の分割表を得ることができる。

表4．8の分割表では、最初と最後のカテゴリに群Bに属する観測結果がまとめられており、2番目

と3番目の階級が群Aの要因をあらわしているものと考えることができる。表4．8から得られる

4つの規則を記述すれば次のようになるであろう。

げ（£乞β鮎β0γm乞dd呵肌d（y豆βわ乞タ0γm豆ddヱe）仇e陀タγ仙Pβ

げ（£豆βわ乞β0γm乞ddJe）αmd（y乞ββmα叫仇e乃βγ仙PA

げ（£豆ββmα叫αmd（y豆β♭乞夕0γm乞ddJe）仇eγ1タγ仙PA

乞J（£乞ββmα叫肌d（y乞ββmα叫仇e陀タγ0叩β
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表4．8：4階級に要約された分割表

変数諾 変数y 群A 群β 合計

わ乞タ わ乞ガ

b乞夕 m乞ddJe

m乞ddヱe わ乞β

m乞ddJe m乞ddJe

4 26 30

m乞ddJe βmα〃
12 1 13

あ乞β βmα〃

βmα〃 抗β 14 1 15

βmα〃 m乞ddJe

βmα〃 βmα〃 2 7 9

合計 32 35 67

これらの規則によって67個のサンプルを識別した場合の判別率は、

判別率＝
26＋12＋14＋7

67
＝88％

となる。したがって、規則としても有効であることがわかる。さらに、これらは互いに排反であ

るので、最初の分割表の度数を単純に合計した値とも等しくなっている。このように要約された

分割表から、規則を記述しようとする場合には、再配分計算をおこなうことによって意味のない

分割表を得ることを避けることができる。

4．3 あやめの識別問題

あやめの識別問題とは、Fisber〔91によって与えられた4変数による3群の識別問題である。こ

こでは、変数を£1，£2，£3，£4と表し、3群を飢，タ2，タ3と表すことにする。

Fisもerの例では、変数は実数値であるが、変数の範囲を3等分し分割表を作成してみた。それ

ぞれの変数の最大値を£mα£，最小値を£m豆㍑とするとき、置き換えは次のように行っている。

£＞叩正和＋2／3×（£mα£－£m正和）ならばb豆β

£＞£m乞m＋1／3×（£mα£一諾m乞㍑）かつ£＜£m立花＋2／3×（£mα£一£m乞乃）ならばm乞ddJe

諾＜£m正和＋1／3×（£m肌一£m血）ならばβmα〃

変数の値を鮎タ，m乞ddJe，βmα〃とした時に得られる分割表は表4．9のようになる。

たとえば、すべての変数の値がβmαJJであるようなあやめは、群1に属するものが1個だけあっ

たことを表は示している。

それぞれの変数について3区分しているので、可能な階級の数は81であるが、実際に度数が観

測されたものは20階級である。本章の目的は、このような分割表が与えられたときに、群を識別

するような小数の意味のある規則を得ることである。
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表4．9：あやめの識別問題の原始分割表

変数の値 変数置き換え

£1 諾2 £3 £4 £1 £2 £3 £4 タ1 タ2 β3

1：βmα〃 βmα〃

2：βmα〃 m乞ddヱe

3：βmαZJ

4：m乞ddZe

5：m乞ddZe

6：βmα〃

7：βmα〃

8：m乞ddJe

9：m乞ddヱe

lO：b乞β

11：m乞ddJe

12：m乞ddヱe

13：m乞ddJe

14：m乞ddJe

15：わ乞夕

16：わ七夕

17：あ乞タ

18：m乞ddJe

19：m乞d（iJe

20：わ乞β

鮎夕

m乞ddヱe

あ乞タ

βmα〃

m乞d〈豆Je

βmα〃

m乞ddJe

m乞ddヱe

βmα〃

βmα〃

m乞ddJe

m乞ddZe

βmα〃

m豆ddJe

あ乞タ

βmα〃

m豆ddJe

m乞ddヱe

βmα〃 βmα〃

ぶmα〃 βmα〃

βmα〃 βmα〃

βmα〃 βmα〃

βmα〃

m豆ddヱe

m豆ddJe

m乞ddJe

m乞ddZe

m乞ddヱe

あ乞夕

鮎β

m乞ddJe

ハ
U
U

〃J

ハ
U
〕

0〕

拡

鮎
‥
飢

鮎

均

α〕

0〕

「∽

如

βmαZJ

meddJe

m乞ddJe

m乞d（王Je

m乞ddヱe

m乞ddZe

．
ウ
レ

．
つ
V

．
9
V

．
4
h
Y

．
4
レ

．りHY

．
4
ん
V

T
n
U

，hU

一人U

ThU

LU

LU

†hU

〃J

打J

O）

OU

〃J

Oリ

q
）
．
ほ

m e′V舶

m豆ddJe

m乞ddJe

2 2 2 2

2 3 2

2 5 2

3 3 2

3 5 2

2 2 3

2 3 3

3 2 3

3 3 3

5 3 3

3 2 3

3 2 5

3 3 3

3 3 5

5 2 5

5 3 5

5 5 5

3 2 5

3 3 5

5 3 5

1 0 0

2 35 0 0

2 9

2 1

2 4

3 0

3 0

3 0

3 0

3 0

5 0

5 0

5 0

5 0

5 0

5 0

0 0

0 0

0 0

5 1

1 0

15 0

23 0

3 0

0 1

0 6

1 4

0 18

0 1

0 13

5 0 0 2

3 0 1 2

3 0 1 1

3 0 0 1

4．4 変数の置き換え

本研究では、分割表に含まれるいくつかの階級を要約することによって、より少数の規則を導

くことを目的としている。たとえば、表4．9の最初の2つの階級がまとめられたものとすると、そ

こから得られる規則は次のように記述される。

乞Jェ1乞ββmα〃α乃d£2乞ββmα〃0γm乞ddJe肌d£3乞ββmα〃£4乞ββmα〃仇em‥・

このような表現には、”βmα〃0γm乞ddJe”などが含まれており、計算機処理には向かない。そこ

で、変数の値として、素数を使うことにした。たとえば、βmαJヱに対して2、m乞ddJeに対して3を

与えたものとしよう。このとき、”βmα〃0γm豆ddJe”を2と3の最小公倍数6を使って表現する。

そうすることによって、上の規則は、

げェ1乞β2αmdェ2乞β6α㍑d£3乞β2α㍑dェ4乞β2仇e㍑・‥

と表現される。このような変数の置き換えを行うと、分割表のそれぞれの階級がこの規則の前件

部を満たすかどうかは簡単に判断することができる。つまり、任意の階級について、それぞれの

変数の値で対象としている規則の前件部の値を割ったときに、余りが0となれば、その変数は規

則の前件部に含まれる当該変数の条件を満たすと判断することができる。そして、すべての変数

について余りが0であるならば、規則の前件部を満たすことになる。

このような置き換えを行うことの利点のひとつは、分割表の階級数を規則の数と等しくするこ
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とができることである。このことによって、必要な記憶領域を節約でき、また処理速度の向上も

期待できる。表4．9には、変数値を置き換えた結果も併せて示している。

変数置き換えの転与一つの利点は、禁止したい組み合わせを容易にコントロールできる点であ

る。たとえば、”βmα〃0γわ軸”といった前件部の条件は、規則の解釈を困難にしてしまう。このよ

うな組み合わせも最小公倍数を使うことによって、容易に抑制することができる。”βmα〃0γわ乞タ”

という組み合わせは、最小公倍数10を使って表現できるので、探索の過程で10となるような階

級の分割が現れた場合には、十分大きいAICとすることで、このような組み合わせを抑制するこ

とができる。

4．5 分割表の区分選択と遺伝的アルゴリズム

表4．9の分割表の階級を要約して少数の規則を抽出することを考える。表4．9は区分選択の対象

となるもとの分割表と言う意味で、原始分割表と呼ぶことにする。原始分割表には20の階級が含

まれている。階級を要約するということは、この20の階級をいくつかのグループに分割するとい

うことに他ならない。したがって、第3章で検討したように、階乗進数を使って集合の分割を表

現することとした。原始分割表に対しては20桁の階乗進数を用意すればよい。

遺伝的アルゴリズムは以下の手順によった。

1）原始分割表の階級数に等しい桁数をもつ階乗進数を使って染色体を表現する。

2）親の集団の大きさβJZEは30とした。

3）交叉はランクによった。親の集団をAICの小さい順に並び替え、豆番目（豆＝0，‥・，29）の染色体

の選択される確率pγ（豆）は次式によった。

Pγ（乞）＝（βJZE一乞）／（βJZβ×（方JZE＋1）／2）

また、交叉は方∫ZE／2組について行った。したがって、新たに作られる子の染色体はSIZE個

である。

4）親のうちもっとも適合度の高い（AICが小さい）染色体を除いたβJZE－1個の染色体と、新
たに作られたβJZE個の子の染色体に対して突然変異を行う。突然変異は、βJZEX2－1個の

染色体それ孝れについて、乱数を使って遺伝子座を定め、当該遺伝子座（階乗進数の係数）が取り

うる値と置き換えることによって行った。エリートを保存するために、親の中でもっとも適合度

の高い染色体に対しては突然変異の操作を行わなかった。

5）交叉と突然変異を行った後で、βJZβ×2個の染色体の適合度を求める。適合度は、染色体が

表す分割表から得られるAICの値とした。このとき、解釈が困難となる選択肢の組み合わせとな

るものについては、十分大きな値をAIC値として、抑制することとした。βJZ月×2個の染色値

を適合度の高い順に並び替える。そして上位βJZE個の染色体を親として残す。

6）上記3）から5までの操作を定められた回数（100世代）行って、もっとも適合度の高い染色体
を選ぶ。

あやめの識別問題に対して上記の方法を適用し、最もAICが小さい分割表として、表4．10を

得た。

要約後の分割表から規則を記述すると次のようになる。

規則1 げ（諾1乞ββmα〃0γm乞舶呵肌d（ェ3乞ββmα叫肌d（ェ4乞ββmα叫仇e氾飢．

規則2 げ（£2乞ββmα〃oJm乞ddJe）α㍑d（£3乞βm豆ddJe）α氾d（£4豆βm豆ddJe）仇e†1タ2．
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表4．10：原始分割表から直接得られた分割表

二親則Ⅳ0．£1£2 ∬3 エ4 飢 タ2 釣 合計

1 6 30 2 2：

2 30 6 3 3：

3 15 30 15 5：

4 15 6 5 3：

50 0 0

0 47 1

0 1 45・

50

48

46

0 2 4： 6

合計 ：50 50 50：150

規則3 げ（£1乞βm乞ddヱeoγ均）肌d（£3乞βm乞ddヱeoγ臨タ）αmd（£4乞βあ乞β）fんe乃タ3．

規則4 げ（ェ1乞βm乞ddZeor物）α乃d（諾2豆ββmα〃0γm豆ddJe）肌d（∬3豆β鮎タ）

肌d（£4乞5m豆ddヱe）仇eγl夕3．

これらの規則の後件部は分割表の度数をもとに記述した。この4つの規則によって、150サンプ

ル中146サンプルは正しく判別できることがわかる。しかし、この方法には、以下のような問題

点がある。

最初の問題点は、原始分割表に含まれる階級の数が多くなると原始分割表から直接規則を抽出

することが困＃となることである。特に第5章で扱うように多くの説明変数が設定されていると

きには、それらの変数をすべて含んだ分割表を考えることは困難になってくる。

第2の問題点は、すべての変数を含んだ原始分割表から規則の抽出を行っているので、規則に

貢献していない変数が残る可能性があるということである。このこととも関連していると思われ

るが、規則の記述が長くなっている。そこで、これらの問題を解決するために変数増減法を検討

することとした。

4．6 変数の増加

まず、あやめの 打 り問題で変数エ1のみからなる分割表を作成すると表4．11のようになる。変数

ェ2，£3，∬4についても同様の検討を行うことができる。それぞれの変数について作成される原始分
割表から遺伝的アルゴリズムを使って区分選択を行ったところ、すべての変数について、3つの階

級を持つ分割表から得られるAICがもっとも小さな値となった。従って、それぞれの変数から得

られる分割表は表4．12、表4．13、表4．14のようになる。

表4．11：変数£1のみからなる分割表

£1飢 β2 釣 tOtal

皿0．1 2

皿0．2 3

皿0．3 5

45 6

5 41

1 52

32 78

0 3 17 20

tota1 50 50 50 150 AIC＝－119．88
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表4．12：変数£2のみからなる分割表

£2 飢 β2 β3 tOtal

皿0．1 2 1 2111 33

皿0．2 3 36 29 37 102

皿0．3 5 13 0 2 15

totd 50 50 50 150 AIC＝－35．95

表4．13：変数£3のみからなる分割表

£3 飢 β2 夕3 tOtal

皿0．1 2 50 0 0 50

皿0．2 3 0 48 6 54

皿0．3 5 0 2 44 46

tota1 50 50 50 150 AIC＝－264．51

表4．11、表4．12、表4．13、表4．14に示したように、1変数のみからなる分割表を作成した場合

には、変数エ4を用いた分割表のAICがもっとも小さな値となった。そこで、まず変数エ4を採用

しよう。

次の問題は、変数4の次にどの変数を採用するかということである。仮に、変数エ1を追加して

分割表を作成したものとしよう。このときに得られる原始分割表は表4．15のようになる。

変数エ4のみからなる分割表の階級数は3であり、変数エ1も3つのカテゴリーを持つので、可

能な階級の数は9であるが、実際に度数を持つのは、表4．15に示すように7階級のみであった。

この原始分割表からの区分選択は、7桁の階乗進数を使って行うことができる。遺伝的アルゴリズ

ムを使った探索の結果、表4．16の分割表が選択された。

変数£2および変数£3を新たに追加した原始分割表を作成し、遺伝的アルゴリズムを使って区

分選択を行ったところ、それぞれ表4．17、表4．18の分割表が、もっとも小さいAICを与えるもの

として選択された。

これらの分析から明らかなように、変数諾4対して、新たに変数諾3を追加することによって、

AICの値は－286．9と改善される。従って、変数£3を追加して得られる分割表が選択される。

変数£3と£4からなる分割表にさらに新たな変数を追加することを考える。このとき、変数£3£4

の可能なすべての階級を含む分割表ではなく、表4．18に得られた4階級からなる分割表に対して、

表4．14：変数エ4のみからなる分割表

£4 飢 タ2 幻 tOtal

皿0．1 2 50 0 0 50

皿0．2 3 0 49 5 54

皿0．3 5 0 1 45 46

tota1 50 50 50 150 AIC＝－275．69
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表4．15：変数エ1とェ4からなる分割表

£1∬4 飢 β2 タ3 tOtal

皿0．1 2 2 45

皿0．2 3 2 5

皿0．3 2 3 0

0 0 45

0 0 5

6 1 7

皿0．4 3 3 0 40 3 43

皿0．5 5 3 0 3 1 4

皿0．6 3 5 0 1 29 30

皿0．7 5 5 0 0 16 16

tota1 50 50 50 150 AIC＝－257．4fi

表4．16：変数£1と£4からなる要約後分割表

エ1£4 飢 β2 タ3 tOtal

皿0．1 6 2 50 0 0 50

皿0．2 30 3 0 49 5 54

皿0．3 15 5 0 1 45 46

tota1 50 50 50 150 AIC＝－275．69

新たな変数の追加を試みる。もし、仮に£3と£4の可能なすべての組み合わせをもとに原始分割

表を作ると、9×3、つまり27の階級を持っ分割表を対象とすることもあり得る。このような方

法をとった場合、それぞれ3区分を持つ変数が4つ含まれた分割表は、81の階級を持つ可能性が

あり、5つ含む分割表は、243の階級をもつ可能性もある。このことは、原始分割表に含まれる変

数の数が増えるに従って、原始分割表の階級が急速に増えることとなり、やがては、すべての変

数を含んだ分割表の階級数に近くなってしまう。この結果、変数増減法をとる理由がなくなって

しまう。一方、先に得られた分割表の階級数は4であり、新たな変数を追加したとしても得られ

る分割表の階級数は高々12である。このように先に得られた分割表をもとに変数増加を行うこと

によって、原始分割表の階級数を抑制することが可能となる。

先に得られた変数£3と£4からなる分割表に変数エ1を追加したときに得られる原始分割表は表

4．19のようになった。変数エ3と£4からなる分割表のそれぞれの階級が、変数£1によって細分化

されていることがわかる。度数が0となった階級は除いているので、可能な12階級のうち、9階

級が出現している。この原始分割表からの区分選択は、9桁の階乗進数を使って行うことができ

る。この結果、表4．20の分割表が選択された。

この結果、9階級からなる分割表を6階級に要約した方が、AICは小さくなることがわかった。

しかしながら、変数£3とェ4からなる分割表から得られるAICよりは大きいことから、新たに変

数£1を追加することは好ましいことではないこともわかる。変数エ2を追加した場合にも、同様

の手順を踏むことができる。変数エ2を追加した原始分割表から得られる区分選択後の分割表は表

4．21のようになった。

先に求められた£3と諾4からなる分割表のAICも－286．91であった。従って、AIC値には差が

ないことになる。このような場合に、次のステップにはどちらの分割表をもとにすれば良いだろ

うか。本研究では、変数増減の過程において、後述のようにタブーサーチを用いている。この結
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表4．17：変数エ2と諾4からなる要約後分割表

エ2 £4 飢 タ2 タ3 tOtal

皿0．1 30 2 50 0 0 50

皿0．2 6 3 0 49 5 54

皿0．3 30 5 0 1 45 46

tota1 50 50 50 150 AIC＝－275．69

表4．18：変数£3と諾4からなる要約後分割表

諾3 エ4 飢 夕2 幻 tOtal

皿0．1 2 2 50 0 0 50

皿0．2 3 3 0 47 1 48

皿0．3 5 3 0 2 4 6

皿0．4 15 5 0 1 45 46

tota1 50 50 50 150 AIC＝－286．91

果、変数エ2，諾3，諾4からなる分割表をもとに次のステップに移行する。ただし、最良解の更新は行

わない。変数は徐々に増加する方法を取っているので、このことによっていたずらに多くの変数

を含む分割表を抑制することができるものと考えられる。

4．7 変数の減少

一方、変数を減少させる手順はどのように考えたらよいだろうか。単純に変数を削除しても階
級数は変化しない。他方、変数を削除することは各階級が表す前件部の条件が緩くなることを意

味するから、再配分後の度数もまた変化する可能性がある。そこで、本研究では、次の手順で変

数を減少させることとした。

変数減少の手順

1）原始分割表に含まれている変数を1つ選ぶ。

2）その変数を削除する。

3）削除後の原始分割表に対して区分選択を行う。

4）減少させるべき変数を削除する。

表4．18によって、変数ご3と諾4からなる分割表が得られている。これに対して、変数を増加さ

せる方法は上に述べたとおりである。逆に表4．18から変数£3を削除することを考える。そこでま

ず、表4．18から単純に変数£3を削除した表4．22を作る。しかし変数を削除しただけでは度数は

変化しない。このため、表4．22の分割表をもとに区分選択を行う。区分選択は、元データの個々

の観測数を再配分することによって行う。再配分の結果、階級数3である表4．23の分割表が選択

された。

表4．23から得られるAICは－275．69であり、変数£3と£4からなる表4．18から得られるAIC－

286．91より大きい。このように変数を削除することによって、もとの分割表から得られるAICよ

り大きくなる場合には、当該変数の削除は行わないこととした。
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表4．19：変数£1、諾3と諾4からなる分割表

∬1£3 ご4 飢 タ2 舶 tOtal

皿0．1 2 2

皿0．2 3 2

皿0．3 2 3

皿0．4 3 3

皿0．5 5 3

皿0．6 3 5

皿0．7
5 5

皿0．8 3 15

皿0．9 5 15

2 45 0 0 45

2 5 0 0 5

3 0 6 1 7

3 0 38 0 38

3 0 3 0 3

3 0 2 3 5

3 0 0 1 1

5 0 1 29 30

5 0 0 16 16

tota1 50 50 50 150 AIC＝－265．31

一方、階級を要約する過程で、一部の変数が”alγ，を表す数のみから構成される分割表が得られ
ることがある。このような場合、当該変数は規則の構成に何ら寄与していないので、AICの評価

に係わらず強制的に削除することとした。なお、この操作によって変数の削除を行った場合には、

次節タブーリストの更新は行わない。

4．8 タブーサーチ

ところで、表4．23の分割表は、最初の変数を選ぶときに採用した表4．14の分割表である。この

分割表から次のステップに移行した場合には、再び変数£3が選択されてしまい、意味のない繰り

返しに陥る危険がある。これを避けるために、タブーサーチを利用することとした。タブーリス

トには、直近数回に追加または削除された変数を格納することとした。

直前のステップで求められた分割表において採用されていない変数の追加をまず試みる。AIC

値が最も小さくなる変数の追加を行うが、当該変数が最近削除されたためにタブーリストにある

場合には、‾次にAIC値が小さい変数を追加する。そして、当該変数をタブーリストに追加する。

その後、採用されている変数の削除を試みる。削除することによっても、直前のステップで得られ

ている分割表のAICより小さい値となるものがあれば当該変数の削除を行う。このとき、タブー

表4．20：変数諾1、£3とェ4からなる要約後分割表

エ1：工3 エ4 飢 タ2 幻 tOtal

皿0．1 6 2

皿0．2 2 3

皿0．3 3 3

皿0．4 5 3

皿0．5 15 5

皿0．6 15 15

2 50 0 0 50

3 0 6 1 7

3 0 38 0 38

3 0 3 0 3

3 0 2 4 6

5 0 1 45 46

tota1 50 50 50 150 AIC＝－279．95
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表4．21：変数£2、諾3と諾4からなる要約後分割表

£2 £3 エ4 飢 β2 タ3 tOtal

乃0．1 30 2 2 50 0 0

皿0．2 6 3 3 0 47 1

皿0．3 6 5 3 0 2 4

皿0．4 30 15 5 0 1 45

50

48

6

4〈；

tota1 50 50 50 150 AIC＝－286．91

表4．22：表4．18から変数諾3を削除した分割表（1）

£4 飢 夕2 β3 tOtal

皿0．1

皿0．2

皿0．3

皿0．4

2

3

3

5

50 0 0

0 47 1

0 2 4

0 1 45

50

48

6

46

tota1 50 50 50 150 AIC＝－286．91

リストを走査して、当該変数が最近追加されたものであるならば、当該変数の削除は行わず、つい

で小さいAIC値となる変数の削除を検討する。削除された変数はタブーリストに追加し、タブー

リストの更新を行う。追加や削除の操作を行った後に得られる分割表をもとに次のステップに移

行する。

このことから、本研究で採用した変数増減法は、すべての変数に対して追加または削除の検討

を行う過程を1ステップとするタブーサーチと見ることもできる。

4．9 規則抽出の手順

本研究で採用した、規則抽出の手順をまとめると次のようになる。なお、遺伝的アルゴリズム

の実行手順は4．5に示した通りである。

1）分割表への変数の追加
1．0

1．1

1．2

1．3

1．4

前のステップの原始分割表のAICを保存する。

分割表に含まれていない変数を一つ選ぶ。

当該変数の加えた原始分割表を作成する。

遺伝的アルゴリズムを使って区分選択を行う。

分割表に含まれていないすべての変数について、1．1から1．3までの処理を行い、

タプーリストに含まれておらず、かつ区分選択後のAICが最も小さくなる変数を選ぶ。

1．5 1．4で選ばれた変数を追加し、区分選択を行った分割表を作成する。また、この変数をタ

ブーリストに追加し、タブーリストの更新を行う。

2）変数の削除
2．1 分割表に含まれている変数を一つ選ぶ。

2．2 当該変数を除いた分割表を作成する。
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表4・23：表4・18から変数エ3を削除した分割表（2）

£4 飢 夕2 幻 tOtal

皿0．1 2 50 0 0 50

皿0．2 3 0 49 5 54

皿0．3 5 0 1 45 46

tota1 50 50 50 150 AIC＝－275．¢9

2．3 遺伝的アルゴリズムを使って区分選択を行う。

2．4 分割表に含まれているすべての変数について、2．1から2．3間の処理を行い、タプーリス

トに含まれておらず、かつ区分選択後のAICが最も小さくなる変数を選ぶ。

2．5 2．4で選ばれた変数を削除したときの区分選択後のAICが、1．0で保存した前のステップ

のAICより小さければその変数を分割表から削除し、タブーリストに加え、タプーリストの更新

を行う。もし、前のステップのAICより大きければ、変数の削除は行わない。

3）不要な変数の除去

すべての階級において、”aⅣ，を意味する値になっている変数があれば、その変数を分割表から

削除する。このとき、タブーリストの更新は行わない。

4）あらかじめ定めれた回数、1）から3）の処理を繰り返す。

あやめの識別問題に対して10ステップのタブーサーチ探索を行ったところ、変数£3，エ4からな

る表4．18の分割表が最良の分割表として選ばれた。この分割表から規則を抽出し、記述すると次

のようになる。

これから得られる規則は、次のように記述される。

げ（諾3乞ββmα叫αmd（£4豆ββmα〃）仇e†1飢

げ（£3豆βm豆ddヱe）α乃d（ェ4乞βm豆ddヱe）t九e†1タ2

げ（ェ3乞β払タ）α氾d（£4乞βm乞ddJe）f九e几夕3

げ（£3乞βm乞ddヱeoγ鮎タ）αmd（£4乞β払タ）仇e†1幻

分割表の度数から明らかなように、これら4つの規則によって、150例中146例は正しく識別

することができる。

ところで、4．2．3において原始分割表から直接求めた規則と比較してみよう。まず、両方の規則

の判別力には差がないことがわかる。また、要素£3，£4に関する前件部が等しいこともわかる。一

方、変数増減法を使って得られた規則には、変数£1，£2に関する記述が含まれておらず、より簡

明な規則が得られていることがわかる。

4．10 決定木との比較

表4・9のような分割表が得られたときに、効果的に規則を抽出する方法としてm3t64トC4．5【65ト

See5／C5．0【66】などが知られている。決定木による規則抽出と比較するために、表4．9をSee5に適
用してどのような規則が得られるか検討することとした。See5および提案方法によって得られた

規則を表4．24にまとめた。

表4．24から決定木によった場合よりも、提案方法によった場合のほうが得られる規則の記述が
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表4．24：See5および提案方法から得られた規則

方ee5からの規則

規則Ⅳ0．エ1£2 £3 £4 群

1

2 m豆d戚e

3 わ豆タ

4

βmα〃 飢

m乞ddJe タ2

β3

わ豆夕 釣

変数増減法によって得られた規則

規則Ⅳ0．エ1£2 £3 エ4 群

1

2

3

4

βmα〃

m乞ddJe

わ乞夕

m乞dd‘e oγβmα〃

βmα〃 飢

m豆ddヱe タ2

m乞ddJe 幻

わ乞β 幻

詳細であることがわかる。特に、群飢を識別するための規則1において顛著な違いが見られる。

表4．9を仔細に眺めてみると、群飢に属する50のサンプルの要素£3，諾4の値はすべてβmα〃と

なっていることがわかる。したがって、予測目的ならば、いずれかの変数の値が（See5は要素£4

を選んでいる）わかれば十分である。しかし、群飢の特徴を捉え、解釈することが目的ならば、2

つの要素ともに規則に含まれていることが望ましい。この意味において、解釈目的ならば提案方

法から得られる規則の方が望ましいと考えることができる。

4．11 結論

本草では、＿分割表としてまとめられる観測結果から、被説明変数に関する意味のある規則を抽

出することを試みた。このためには様々な分割表を評価し、選択するという作業が必要になった。

原始分割表に含まれる階級数が少なかったり、含まれる変数の数が少なければ4．5に示したよう

に、原始分割表から直接規則を抽出する方法が有効であろう。しかし、変数が多く含まれている

調査であったり、階級数が多くなることが予想される場合には、直接原始分割表から求めること

は困難となってくるし、また得られた規則も冗長なものになる危険がある。

本研究では、分割表における区分選択は階級の分割と考え、階乗進数を使ってさまざまな分割表

を表現した。また、大規模な問題にも対応できるように、変数増減法を検討した。この結果、直接

原始分割表から求めた規則に比べ、より簡明で同等の判別力のある規則を得ることができた。

方、決定木から得られる規則に対しては、より詳細な規則となっていることがわかった。このこ

とから、解釈目的で規則を抽出しようとする場合には、提案方法の方が好ましいと思われる。
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第5章 大観模な問題の例としての減価償却問題へ

の応用

本草では、大規模な分割表からの規則抽出の例として、減価償却選択問題を取り上げる。減価償

却とは、費用配分の原則にもとづいて固定資産の取得価額をその耐用期間における各事業年度に

配分する手続である。減価償却費の計上にあたっては耐用期間など見積もりの要素が含まれてい

る。さらに減価償却方法としていくつかの代替的な方法が認められている。

一般に固定資産投資の増加に伴って減価償却費も増加する傾向にあり、したがって、期間利益に
対する減価償却の影響も増大する。さらに、減価償却費は単に帳簿上計上される費用であり、現

金支出を伴わないという特徴があるため、自己金融という面から資金政策とも密接に関係してい

る。どのような償却方法を選択するかによって計上される減価償却費の額は異なるので、どのよ

うな償却方法を選択するかということは企業にとて重要な問題であり、償却方法の選択状況も企

業によって違いがみられるところである。

減価償却の重要な目的は、正確な損益計算であり、利益に及ぼす影響を考慮しながら償却費を

増減することは損益計算を歪めるものとして是認されない。しかしながら、企業における償却方

法選択の状況は、必ずしも正確な期間損益計算という観点のみからでは説明できない状況にある。

そこで本研究では、償却方法選択状況を説明する因果律を、アンケートなどを通して得られた観

測結果から抽出し、さらに得られた因果律の妥当性について検証することを目的とした。

5．1 減価償却方法の性質の違いから導かれる仮説とその検証

5．1．1 減価償却方法

我が国に－ぁっては、会計理論上もまた実務上も、定率法と定額法が代表的な償却方法である考

えることができる。したがって、本研究では定率法と定額法の計算方法の違いに起因すると思わ

れる償却方法選択要因を仮説の形にまとめることとした。定額法および定率法による償却費の計

算式より、両方法の計算上の違いとして次の2点を指摘することができるであろう。

・定率法は定額法に比べて償却速度が速い。
定額法が毎期一定の償却費を計上するのに対し、定率法は償却の早期により多くの償却費を計

上する。このため、投下資本の回収割合（減価償却累計の取得価額に対する割合）は、償却計算

の基礎となった耐用期間が終了する以前の如何なる時点でみても、定率法による場合の方が高く

なる。

・定率法は未償却残高をもとに償却費の計算を行う。
定額法は、取得価額をもとに計算するので、取得価額の記録が必要である。これに対して、定

率法は未償却残高に一定の償却率を乗じて償却費を計算するので、取得価額の記録を必要としな

い。このことは、追加投資が頻繁に行われるような場合には、計算の簡略化につながる。

これらの計算上の違いをもとに仮説を設定した。本研究では、償却速度の違いによるもの5つ

と、償却計算のもとになる基礎の違いによると思われるもの2つを設定した。そしてこれらの仮
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説を検討するためにアンケート調査を実施した。

5．1．2 減価償却方蓮選択に関する調査の概要

減価償却方法として、定率法と定額法のいずれの方法を採用するかによって、計上される期間

利益は異なってくる。本研究ではどのような要因が償却方法選択に影響を与えているかというこ

とを実態調査を通して分析することとした。このため1991年より継続的に企業アンケートを実施

してきた。収益性や資産重要性などに対する経営者の主観と償却方法選択との関連をみる目的で、

1991年11月に製造業に属する上場企業、さらに1992年12月には製造業に属する未上場企業への

アンケート調査を行った。1994年からは、減価償却資産に関する質問のほか、たとえば市場集中

度など広く経営環境に関する質問も加えてアンケートを実施してきた。この調査は1994年、1997

年、2000年と3回実施してきている。これらのアンケート結果から、減価償却方法選択に関する

規則を抽出することが本草の目的であるが、本節では1991年および1992年に行ったアンケート

の概要を述べることとする。

1991年の上場企業、1992年の未上場企業に対するアンケートは、主に減価償却方法と減価償却

資産に関する質問からなっていた。質問項目としては、減価償却方法選択状況のほか、資産重要

性、経済的耐用年数に関することなど減価償却資産に関するものを設定した。上場企業と未上場

企業に対する質問項目は同じものとした。これは上場企業と未上場企業によって違いがあるかど

うかをみるためであった。

5．1．3 調査項目

製造業に属する上場企業に対するアンケート調査は1991年11月、経理部長宛の質問用紙の郵

送、回答用はがきの回収により行った。調査対象は1217社であり、497社から回答を得ることが

できた（回収率40．8％）。また、未上場企業に対する調査は1992年12月に1078社を対象に行っ

た。調査は上場企業の場合と同じく経理部長宛の郵送と回答用はがきの回収によって行った。こ

こで対象となる企業は東洋経済社四季報「未上場企業版（，92年下期）」に掲載されている製造業に
属する企業とした。回収数は462通であり、回収率は43％であった。1991年の上場企業、1992

年の未上場企業に対するアンケートの内容は付録に示した。

1991年および1992年の調査において、共通の質問項目は次の10項目である。

質問（a）減価償却方法の選択状況

質問（b）総資産に占める有形固定資産の割合

質問（c）資産除却時の除却損、売却損の発生状況

質問（d）有形固定資産に対する資産的支出の大きさ

質問（e）設備投資資金の借入依存度

質問（f）収益性

質問（g）収益性の変動

質問（b）計算機の利用状況

質問（i）償却計算の範囲

質問G）経済的耐用年数

これらの質問項目は、すべていくつかの選択肢の中から、 最も当てはまると思われるもののを

選択するという方法によっている。つまり、経営者の主観を尋ねるという方法を取った。主観を
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聞くという方法を取ったために、回答結果に対する曖昧さは残る。それにもかかわらず、主観を

尋ねるという方法を取ったのは、どの償却方法を選択するかということは、結局は経営者の主観

に依存するのではないかという考えによる。

5．1．4 調査結果の概要

ここでは、各調査項目の単純集計を見ていくことにする。本節で分析の対象とするものは、上

場企業に対するアンケート結果であるが、比較のために未上場企業に対する調査結果もあわせて

示す。なお未記入や不明分は除いているので、合計は回収数には必ずしも一致しない。各集計表

では、比率の差の検定結果も併せて示している。2つの母比率の差の検定は、

帰無仮説軌：2つの母比率は等しい

に対して、検定統計量

t＝（β1－β2）／．糾一糾エ＋⊥）
ml †12

を計算することによって行うことができる。ここで、如，由は標本比率であり、乃1，犯2はそれぞれ

の標本数である。また、βは次式で求められる。

β＝（β1†11＋由㍑2）／（乃1＋氾2）

帰無仮説のもとでは、検定統計量は標準正規分布に従うから、何≧1．64のとき危険率片側5％で

帰無仮説を棄却できる。比率の差の検定から、該当する区分で上場企業の比率の値が大きいと思

われる場合には△を、上場企業の方が小さいと思われる場合に▼を記入している。

減価償却の方法（表5．1）

最初の質問（a）は定率法と定額法の選択状況である。この選択の違いを説明することが最終的な

目標である。表の集計結果から、上場企業、未上場企業ともに定率法によっている企業が多いこ

とがわかる。特に未上場企業の場合には圧倒的である。比率の差の検定からも未上場企業におい

て定率法のみで償却を行っている企業の割合が高いことを確認することができる。逆に定率法と

定額法を併用している企業の割合は上場企業の方が高い。上場企業、未上場企業ともに、定率法

と定額法が半々という企業の割合は低い。このことから、企業においては明確な意志をもって償

却方法を選択しているであろうことが推測される。すべて定額法によっている企業は上場企業4．6

％、未上場企業3．5％であり、大きな差は見られない。

有形固定資産の重要性（表5．2）

総資産に占める有形固定資産の割合は未上場企業の方が高いと感じている企業が多い。総資産

に占める割合が高いまたはやや高いと感じている企業は上場企業が25．9％であるのに対して未上

場企業では34．8％に達している。逆にやや低いと感じている企業は上場企業の方が多い。

除却損や売却損の発生状況（表5．3）

除却損や売却損の発生状況には、差がないようである。ほとんどの企業は普通または少ないと

感じている。上場企業未上場企業ともに除却損売却損の発生が多いまたはやや多いと感じている
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表5．1：質問（a）償却方法の採用状況

償却方法L 上場企業 未上場企業 検定結果

1 すべて定率法

2 定率法による部分が多い

3 定率法と定額法が半々である

4 定額法による部分が多い

5 すべて定額法によっている

370（74．1％）

74（14．8％）

8（1．6％）

24（4．8％）

23（4．6％）

402（87．8％） ▼

31（6．8％） △

4（0．9％）

5（1．1％） △

16（3．5％）
合計 499（100．0％）458（100．0％）

（注）△：危険率5％で上場企業の比率が大きい

▼：危険率5％で上場企業の比率が小さい

表5．2：質問（b）有形固定資産の重要性

有形固定資産の割合 上場企業 未上場企業 検定結果

1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

43（8．6％）

86（17．3％）

182（36．5％）

136（27．3％）

51（10．2％）

59（12．9％） ▼

100（21．9％） ▼

171（37．4％）

80（17．5％） △

47（10．3％）
合計 498（100．0％）457（100．0％）

（注）△：危険率5％で上場企業の比率が大きい

▼：危険率5％で上場企業の比率が小さい

企業は1割前後である。

設備投資の大きさ（表5．4）

有形固定資産に対する資本的支出も未上場企業の方が多いと感じている。比率の差の検定結果

は質問（b）総資産に占める有形固定資産の割合に対する回答と同じものとなった。上場企業にあっ

ては未上場企業に比べて資本的支出が少ないと感じている企業が多い。

借入依存度（表5．5）

上場企業、未上場企業ともに借入依存度が高いと回答した企業の割合が最も少ない。逆に借入

依存度が低いと回答した企業の割合が最も高いという結果になった。上場企業と未上場企業の比

較では借入依存度が高いまたはやや高いと回答した企業の割合に差が見られた。いずれの回答に

おいても上場企業の割合が未上場企業の割合より高い。

収益性（表5．6）
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表5．3：質問（c）除却損、売却損の発生

除滴、売却損の発生 上場企業 未上場企業 検定結果

1 多い

2 やや多い

3 普通

4 やや少ない

5 少ない

16（3．2％）

33（6．6％）

161（32．4％）

136（27．4％）

151（30．4％）

15（3．3％）

38（8．3％）

151（33．0％）

108（23．6％）

145（31．7％）
合計 497（100．0％）457（100．0％）

表5．4：質問（d）有形固定資産に対する資本的支出

資本的支出 上場企業 未上場企業 検定結果

1 多い

2 やや多い

3 普通

4 やや少ない

5 少ない

17（3．4％）

74（14．9％）

225（45．2％）

119（23．9％）

63（12．7％）

36（7．9％） ▼

104（22．8％） ▼

183（40．1％）

81（17．8％） △

52（11．4％）
合計 498（100．0％）456（100．0％）

（注）△：危険率5％で上場企業の比率が大きい

▼：危険率5％で上場企業の比率が小さい

未上場企業に対する調査が1992年上場企業に対する調査が1991年であったにもかかわらず未

上場企業の方が業績に関しては楽観的である。未上場企業の方が最近の収益性は他の企業に比べ

て高いと感じている企業が多く逆に低いと感じている企業の割合は小さい。

収益性の変動（表5．7）

収益性の変動については普通と感じている企業が最も多く、大きいと感じている企業や小さい

と感じている企業の割合は小さい。上場企業と未上場企業の間では収益性の変動が小さいと感じ

ている企業の割合に差が見られた。未上場企業の方が利益の変動は小さいと感じている企業の割

合が高い。

償却費の計算手段（表5．8）

上場企業未上場企業ともに償却費の計算は計算機によっている場合が圧倒的に多い。上場企業

では95．4％、未上場企業では90．8％の企業が計算機処理を行っている。比率の差の検定から上場

企業の計算機処理の割合が未上場企業における割合よりも高くなっていることがわかった。

償却の範囲（表5．9）
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表5．5：質問（e）設備投資資金の借入依存度

「梧入依存度 上場企業 未上場企業 検定結果

1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

53（10．6％）

92（18．5％）

116（23．3％）

100（20．1％）

137（27．5％）

65（14．2％） ▼

106（23．1％） ▼

104（22．7％）

75（16．4％）

108（23．6％）
合計 498（100．0％）458（100．0％）

（注）△：危険率5％で上場企業の比率が大きい

▼：危険率5％で上場企業の比率が小さい

表5．6：質問（f）収益性

収益性 上場企業 未上場企業 検定結果

1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

24（4．8％）

102（20．5％）

113（22．7％）

159（32．0％）

99（19．9％）

49（10．7％） ▼

97（21．2％）

118（25．8％）

129（28．2％）

64（14．0％） △

合計 497（100．0％）457（100．0％）
（注）△：危険率5％で上場企業の比率が大きい

▼：危険率5％で上場企業の比率が小さい

上場企業、未上場企業ともに個別償却を行っている企業の割合が最も高かった。上場企業で63．1

％、未上場企業で76．6％が個別償却を行っていることがわかった。一括償却や総合償却などを行っ

ている企業の割合は上場企業の方が高い。

経済的耐用年数（表5．10）

上場企業未上場企業間で経済的耐用年数に関する差はほとんど見られない。上場企業未上場企

業双方において法定耐用年数の7から8割程度と回答した企業が過半数であった。次に多い回答

が法定耐用年数と同じぐらいというもので上場企業で27．9％、未上場企業で31．1％であった。

5．1．5 未上場企業に対する考慮事項調査

1992年の未上場企業に対する調査では減価償却方法を採用するにあたって考慮する事項を併せ

て尋ねた。以下の項目の中から減価償却方法選択にあたって考慮するものを選んでもらった（複数

回答）。ここでの質問項目は上場企業が噂却方法を変更した際に監査意見や脚注に記載されている
変更理由を参考に設定した。また特に傍点の語をキーワードとして回答していただいた。結果を
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表5．7：質問（g）収益性の変動

便益性の変動 上場企業 未上場企業 検定結果

1 大きい

2 やや大きい

3 普通

4 やや小さい

5 小さい

28（5．6％）

107（21．5％）

201（40．4％）

128（25．7％）

34（¢．8％）

28（6．1％）

112（24．5％）

168（36．8％）

102（22．3％）

47（10．3％） ▼

合計 498（100．0％）457（100．0％）
（注）△：危険率5％で上場企業の比率が大きい

▼：危険率5％で上場企業の比率が小さい

表5．8：質問（b）償却費の計算手段

計算手段 上場企業 未上場企業 検定結果

1計算機処理 474（95．4％）417（90．8％） △

2 帳簿上で計算 23（4．6％） 42（9．2％） ▼

合計 497（100．0％）459（100・0％）

（注）△：危険率5％で上場企業の比率が大きい

▼：危険率5％で上場企業の比率が小さい

表5．11に示した。

償却方法選択において最も考慮されるのは資金の早期回収であり65％近くの企業がこれを選ん

でいる。この理由によれば定率法を選択することに傾向になるであろう。未上場企業で定率法の

みを採用している企業の割合が高い原因のひとつと考えられる。上場企業において償却方法変更

の際に多くみられた費用配分の適正化も50％ほどの企業で選ばれている。これら以外で多いのは

陳腐化の速さ（35．9％）、技術革新の速さ（39．8％）、設備の使用状況（30．3％）であった。前の2つ

は資金の早期回収にも通じ後の理由は費用配分の適正化とも通じる。

5．1．6 仮説の検定と統計的方法

本節では、19991年の上場企業に対するアンケート結果を用いて、償却方法選択に関するいくつ

かの仮説検定を行う。仮説の検討を行う前に、本研究ではいわば被説明変数となる償却方法の採

用状況をみておこう。償却方法の採用状況は質問（a）でたずねている（表5．1）。企業がどのような

償却方法を採用しているかということは有価証券報告書からも知ることはできるが、複数の方法

を採用している場合には、金額的な面からの重要性を知ることができない。そのため、質問項目

を設定するにあたって金額面から判断していただくことにした。調査結果によると、定率法のみ

で償却を行っている企業が370社（74％）と圧倒的に多い。次に多いのが主として定率法によって

いる場合で74社（15％）である。半々であると答えた企業を含めても主として定額法によってい

ると思われる企業は55社（11％）と少ない。従って、本節の分析では、表5．1の「3定率法と定

額法による部分が半々である」以下をまとめて、「主に定額」として分析することとした。この結
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表5．9：質問（i）償却資産の範囲

償却資産の範囲 上場企業 未上場企業 検定結果

1おおむね個別償却 315（63．1％）351（76．6％） ▼

2 類似資産の一括償却 57（11．4％） 34（7．4％） △

3 総合償却 127（25．5％）73（15．9％） △

合計 497（100．0％）459（100．0％）
（注）△：危険率5％で上場企業の比率が大きい

▼：危険率5％で上場企業の比率が小さい

表5．10：質問U）経済的耐用年数

法定耐用年数と比較して 上場企業 未上場企業 検定結果

1 半分以下

2 半分ぐらい

3 7～8割程度

4 法定耐用年数と同じぐらい

10（2．0％）

79（15．8％）

271（54．3％）

142（31．1％）

8（1．8％）

70（15．3％）

237（51．9％）

73（15．9％）

合計 499（100．0％）457（100．0％）

果、1991年調査データに対しては、「定率のみ」で償却を行っている370社と、「主に定率」で償

却を行っている74社、「主に定額」法で償却を行っている55社の比較分析となる。

本研究ではアンケート結果を分析対象とするために、分割表を作成し統計的な検討を行うこと

が多い。主な内容は、独立性の検定、調整残差による期待度数と観測度数の帝離の検討である。独

立性の検討はⅩ2分布を用いて行うことができる。検定統計量は次式で表される。

X2＝∑∑（ん－e‘J）2／e‘J
（5・1）

亀 J

ここでん，e豆Jはそれぞれ分割表を構成するセル乞Jの観測度数と期待度数である。X2は分割表を
構成する変数が互いに独立であるという帰無仮説のもとでは近似的にス2乗分布に従う。従って、

ス2を計算し、X2乗分布表の値と比較することによって独立性の検定を行うことができる。本研
究では、危険率5％で検定を行っている。帰無仮説が棄却される場合には、＊を付して表すことに

した。

各セルの観測度数と期待度数の差が有意であるかどうかは、次式で計算される調整残差を用い

て検討することができる。ただし、㍑はデータ数、花立，mJはそれぞれ分割表の第乞行または第ブ列

の合計（周辺分布）を表す。

γ豆J＝（カブ－e豆J）／e豆J（卜慧）（卜慧）
調整残差は、帰無仮説

軌：E（カブ）＝eiJ

の下では平均0、標準偏差1の標準正規分布にしたがうことが知られている〔15】。

（5．2）

したがって、検

定統計量γ奄Jを計算し標準正規分布表と比較することによって、観測度数と期待度数の差が有意で
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表5．11：減価償却方法選択にあたって考慮する事項（複数回答）

（了）費用配分の適正化

（ロ）対象となる設備の虔虎庚洩

（ハ）毎期計上される償却費の車淘ヒ

（ニ）事尭療虚が良いか悪いかということ
●

●

（ホ）操重度の上昇、低下

（へ）技緬垂薪の速さ
●

（ト）設虐政蛮が大きいと考えられること
■

（チ）資金の阜顛由故による財務健全化

（リ）対象となる設備の療虚イヒの速さ

（ヌ）巨額投資が完了したことによる負担由

（ル）事務の合塵イヒ

（ヲ）修塵重などの維持費用の発生状況
●

231（50．0％）

140（30．3％）

128（27．7％）

55（11．9％）

63（13．6％）

184（39．8％）

69（14．9％）

300（64．9％）

166（35．9％）

71（15．4％）

93（20．1％）

85（18．4％）
合計 462（100．0％）

あるかどうかを検定できる。本研究では、危険率を片側5％に設定した。観測度数が期待度数よ

りも大きいと考えられる時には△、観測度数が期待度数より小さいと考えられる時には▼を付け

て表すこととした。

5．1．7 償却速度の違いに起因する仮説

収益性に関する仮説

定率法と定額法の選択に関して、最も一般的にいわれている仮説は次のものであろう。

（仮説1）定率法は定額法に比べて節税効果が高い。したがって、収益性が十分高い企業は定率
法を採用する。

定率法は定額法に比べて償却速度が速い。したがって、償却期間の早期に現金支出が節約でき

る。このため、定率法を採用した方が期間利益の現在価値は大きくなる。節税効果が大きいとい

うことはこれを意味している。この仮説を検証するために、償却方法の採用状況と質問（f）との関
連性を調べる。

質問（f）は、収益性の良否をたずねたものである。ただ、収益性が良いか悪いかを直接たずねる

かわりに財務比率の高低を、なおかつ数年間の大まかな傾向を聞いている。分析の際には、総資

本経常利益率や売上高経常利益率が高いと答えた企業は収益性が高い企業、低いと答えた企業は

収益性が低い企業と考えることにする。なお、分割表を作成する際には、「高い」または「やや高

い」と回答した企業を「高い」、「低い」または「やや低い」と回答した企業を「低い」とした。こ

れは、「やや高い」や「やや低い」という控えめな回答もそれぞれ「高い」または「低い」という

経営者の主観を表しているものと考えることができるからである。このような選択肢のまとめは

以降の質問に対しても行った。

表5．12は償却方法の採用状況と収益性によって分割表を作成したものである。ス2検定により、

償却方法の採用状況と収益性が独立であるという帰無仮説は危険率5％で棄却することができる。

また、調整残差の検定結果から、収益性が高い企業では定率法のみを採用する割合が高く、逆に
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表5．12：償却方法と収益性

収益性 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

高い 113（△） 6（▼） 7（▼） 126

普通 90（） 19（） 4（▼） 113

低い 166（▼） 48（△） 44（△） 258

合計 369 73 55 497

ス2＝36．99＊

（注）＊：危険率5％で独立であるという帰無仮説を棄却

△：危険率5％で観測度数が期待度数より大きい

▼：危険率5％で観測度数が期待度数より小さい

収益性が低い企業では一部定額法によったり、主に定額法による割合が高くなっていることがわ

かる。この分析結果は収益性仮説を支持するものである。

償却費平準化に関する仮説

定率法により計算される償却費は毎期異なったものとなる。設備投資の頻度が少なければ計上

される償却費の流れも予測がつきやすいし、有形固定資産の重要性が低ければ計上される償却費

の変動もそれほど考慮しなくてもよいであろう。しかしながら、有形固定資産の重要性が高く設

備投資が頻繁に行われるような企業が定率法によって償却を行うと、経過年数の異なる資産が混

じりあうことによって、計上される償却費の時系列的な推移が複雑になりまた変動も大きくなる

おそれがある。さらに大規模な設備投資が続く場合には、当初の償却費負担が過大となることも

あり得る。これらのことは利益の変動をもたらし、企業評価を下げる原因ともなる。したがって

次の仮説をたてることができる。

（仮説2）有形固定資産の重要性の高い企業や、設備投資が活発な企業では、償却費の変動を小
さくするために定額法を採用する。

今回の調査では、設備投資が活発であるかどうかをみるために質問（d）を、また、有形固定資産

の重要性をきくために質問（b）を設定していた。これらの質問も、財務的な数値ではなく、経営者

の主観的な判断を尋ねた。財務的な数値ならば有価証券報告書から得られるということもあるが、

経営者の判断が償却方法選択に直結しているのではないかという考えによる。

質問（b）の結果から、有形固定資産の重要性は他社並みと考えている企業が182社（36％）と最

も多いことがわかる。しかし、高いまたはやや高いと考えている企業があわせて129社（26％）に

とどまっているのに対し、低いまたはやや低いと考えている企業は187社（37％）に達している。

調査対象は製造業に限定しているので、37％もの企業が有形固定資産の重要性は高くはないと考

えているということは意外であった。

また質問（d）の結果から、資本的支出の大きさは他企業並みと考えている企業が225社（45％）

と最も多く、ついでやや少ないと考えている企業119社（24％）であることがわかる。しかしなが

ら、資本的支出が少ないまたはやや少ないと感じている企業は合計182社（36％）であり、多いま

たはやや多いと感じている企業91社（18％）の倍にも達している。このことは、先の質問（b）で

もみられたところであり、製造業に属する企業にあっても有形固定資産の重要性が漸次低下して

いることを示しているものと思われる。
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表5．13：償却方法と資産の重要性

資産の重要性 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

高い 81（▼） 23（） 25（△） 129

普通 140（） 29（） 13（▼） 182

低い 149（△） 21（▼） 17（） 187

合計370 73 55 498

Ⅹ2＝17．05＊

（注）＊：危険率5％で独立であるという帰無仮説を棄却

△：危険率5％で観測度数が期待度数より大きい

▼：危険率5％で観測度数が期待度数より小さい

表5．14：償却方法と設備投資の大きさ

資本的支出 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

多い 57（▼）
普通 176（△）
少ない 137（）

）

）

）

（

（

（

4

2

7

1

3

2

20（△） 91

17（▼） 225

18（） 182

合計 370 73 55 498

x2＝14．77＊

（注）＊：危険率5％で独立であるという帰無仮説を棄却

△：危険率5％で観測度数が期待度数より大きい

▼：危険率5％で観測度数が期待度数より小さい

表5．13および表5．14は、設備投資の大きさや有形固定資産の重要性と、償却方法の採用状況の

関連性をみたものである。いずれの表においても償却方法との関連性がみられる。特に有形固定

資産の重要性や設備投資が活発な企業では関連性が顛著である。調整残差の検討から、有形固定

資産の重要性や設備投資が活発な企業では、定率法のみの採用は少なく、主に定額法による場合

が多いことがわかる。この分析結果は仮説を支持するものである。

利益変動に関する仮説

先の仮説は、いわば費用の面から利益の変動を検討したものであるが、収益の面からも利益の

変動を考えることができる。昭和30年代の海運業で定率法が多く採用されている理由として、収

益の変動の大きさとそれに起因する投下資本の早期回収の可能性が指摘されている【72】。これを

仮説の形にまとめると次のようになるであろう。

（仮説3）利益変動の激しい企業では、早期に投下資本の回収を図るために定率法を採用する。

この仮説を確かめるために設けた項目が質問（g）である。ここでは収益性という言葉を使わずに
利益率の変動の大きさをたずねた。これは、質問の意図を明確にするためでもあるが、収益以外

例えば材料費の変動が大きい企業についても早期回収の必要性を考えることができるので、収益

の変動に限定しないほうがよいと考えたためである。
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利益変動の大きさと償却方法の採用状況をまとめたものが表5．15である。X2検定の結果から

は利益変動の大きさと償却方法選択の間に関連性はみられない。また、各区分ごとにみても調整

残差に有意差はほbらどみられない。

表5．15：償却方法と利益変動の大きさ

利益の変動 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

大きい

普通

小さい

）

）

）

（

（

（

7

8

5

9

4

2

1

1

18（）

36（△）

19（）

）

）

）

′
l
l
＼

（

（

0

7

8

2

1

1

135

201

162

合計 370 73 55 498

x2＝5．82

（注）△：危険率5％で観測度数が期待度数より大きい

経済的耐用年数に関する仮説

次の仮説は、除却損や売却損に関するものである。資産を使用の途中に除却したり売却したり

することはしばしばみられることである。特に使用の初期においては、原価に比して割合低い売

却価格を強いられることもあり、定額法に比べて資産の低価評価になる定率法は保守主義会計を

満足させるものとされる。これを仮説の形にまとめると次のようになるであろう。

（仮説4）償却計算の基礎となった耐用年数より経済的耐用年数が短くなるような企業では、除

却損や売却損の発生を少なくするために定率法を採用する。

表5．16：償却方法と除却損・売却損の発生

除却損等の発生 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

多い

普通

少ない

）

）

）

′L

′
l
l
＼

（

4

1

5

3

2

1

1

2

）

）

）

（

′
l
l
＼

（

6

4

2

2

4

9（△） 49

16（）161

30（） 287

合計 370 72 55 497

x2＝3．02

（注）△：危険率5％で観測度数が期待度数より大きい

表5．16は償却方法と除却損や売却損の発生状況をまとめたものである。X2検定を行っても有

意差はみられなかった。したがって償却方法との関連性もいえないが、除却損や売却損には減価

償却方法がすでに反映しているという仮説検証上の問題点がある。そこで経済的耐用年数の長短

と償却方法の関連をみることにした。

質問（j）から、経済的耐用年数が法定耐用年数と同じくらいだと感じている企業は139社（28％）

にすぎない。多くの企業は、経済的耐用年数は法定耐用年数の7～8割程度と考えている。この“感

覚”と償却方法採用の関連性をみたものが表5．17である。表5．17からも償却方法と経済的耐用年

数の間の関連性をみることはできない。経済的耐用年数が短い企業が定率法を採用する傾向にあ

るとはいえないので、仮説を支持する結果は得られなかった。
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表5．17：償却方法と経済的耐用年数

「経済的耐用年数 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

半分位 69（） 14（） 6（） 89

7～8割 206（）
同じ位 95（▼）

）

）

（

（

9

1

3

2

26（） 271

23（△）139

合計 370 74 55 499

Ⅹ2＝6．82

（注）△：危険率5％で観測度数が期待度数より大きい

▼：危険率5％で観測度数が期待度数より小さい

ところで表5．17から、経済的耐用年数が法定耐用年数と同じ位と感じている企業で、定額法を

採用する傾向が強く、定率法を採用する傾向が弱いこととがわかる。設定した仮説は、経済的耐

用年数が短い場合に対するものなので、このような傾向を説明することはできない。この原因に

ついては、後ほど検討することにする。

借入依存に関する仮説

仮説5は資金調達に関するものである。資金調達に関しては相反するふたつの仮説を設定する

ことができる。

（仮説ト1）資金調達を借入金に頼っている企業は、借入の返済資金を確保するために定率法を採

用する。

借入金の返済を行うためには現金が必要である。このため現金支出がより抑えられる定率法を

採用するというものである。仮に、返済資金確保仮説と呼ぶことにしよう。

（仮説ト2）資金調達を借入金に頼っている企業は、財務外観を良くし、借入を容易にするために
定額法を採用する。

定率法による場合、特に償却の早期には、多くの償却費を計上するために、定額法による場合

より利益が少なくなる。この結果、追加資金を借り入れようとする場合に不利になるおそれがあ

る。このため、借入依存の高い企業は定額法を採用するというものである。これを財務外観性仮

説【79】とよんでいる。

表5．18は借入依存度と償却方法採用状況をまとめたものである。両者の間には関連性がみられ

る。つまり、借入依存度の高い企業では、定額法を採用する傾向が強く、定率法を採用する傾向

は弱い。これは、財務外観性仮説を支持するものとなっている。

5．1．8 償却計算の基礎の違いに起因する仮説

簡便方法選択に関する仮説

償却計算が未償却残高をもとに行えるという定率法の特徴は、償却計算の簡便化につながる。し

たがって、次のような仮説をたてることができる。

（仮説6）償却計算を簡略化しようとする企業は定率法を採用する。

表5．19は償却計算を計算機処理によっている場合と手作業によっている場合での償却方法採用
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表5．18：償却方法と借入依存度

借入依存度 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

高い 87（▼） 24（） 34（△） 145

普通 85（） 21（） 10（） 116

低い 198（△） 28（▼） 11（▼） 237

合計 370 73 55 498

ス2＝38．95＊

（注）＊：危険率5％で独立であるという帰無仮説を棄却

△：危険率5％で観測度数が期待度数より大きい

▼：危険率5％で観測度数が期待度数より小さい

状況をみたものである。仮説が正しければ、手作業によっている場合には定率法を採用する割合

が高くなるはずであるが、Ⅹ2検定の結果からも有意差はみられず、観測度数と期待度数の間にも

差はみられない。つまり、償却計算を手作業によっている場合でも、簡略化のために定率法を採

用するという傾向はみられない。

表5．19：償却方法と償却計算の手段

償却計算の手段 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

計算機処理

帳簿上で計算

）

）

（

（

0

8

5

1

3 ）

）

（

（

2

2

7 ）

）

（

（

2

3

5 474

23

合計 863 47 55 497

ス2＝0．76

自動修正能力に関する仮説

定率法の優れた点として、自動修正能力をあげる説がある【56】【57】。自動修正能力とは、耐用年

数の見積の誤りによる未償却残高や償却累計の誤差を、通常の償却計算を通して解消していく機

能である。これも償却計算の基礎が未償却残高であることに起因している。自動修正能力は誤差

が顕在化しにくい総合償却において特に必要な機能であるとされる。したがって次のような仮説

をたてることができる。

（仮説7）総合償却を行っている企業では、耐用年数の誤りによる誤差を自動修正するために定率
法を採用する。

表5．20は償却計算の単位と償却方法の採用状況をまとめたものである。なお、アンケートでは、

種類や耐用年数の似通っている資産を一括にした償却計算を一括償却、異なる種類の資産をまと

めたものを総合償却としている。

x2検定の結果、償却計算の単位と償却方法の採用状況には関連性がみられる。しかしながら、

仮説から予想されたものとは逆に、総合償却を行っている企業では、主に定額法による場合が多

く、定率法のみで償却を行っている企業の割合は低い。この結果は仮説7からは導くことができ

ず、後述のように他の要因を入れて考える必要がある。
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表5．20：償却方法と総合償却

償却計算の範囲 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

個別償却 245（△） 44（）

一括償却 43（）
総合償却 82（▼）

）

）

（

（

9

12

26（▼） 315

5（） 57

24（△）127
合計 370 74 55 499

ス2＝12．19

（注）＊：危険率5％で独立であるという帰無仮説を棄却

△：危険率5％で観測度数が期待度数より大きい

▼：危険率5％で観測度数が期待度数より小さい

5．1．9 償却可能範囲額と償却方法の採用

以上の7つの仮説はアンケート調査を行う前にあらかじめ想定していたものである。検証の結

果、仮説1．収益性仮説、仮説2．償却費平準化仮説および仮説5－2．財務外観性仮説は支持されるこ

とがわかった。しかし一方では、当初予想していなかった結果、つまり想定していた仮説からは

説明できない結果も得られている。これらの点を検討しておこう。

最初は、仮説4．経済的耐用年数仮説に表れた有意差である。先に述べたように全体としてみた

時には、経済的耐用年数の長短と償却方法の採用には関連性はみられない。しかし、調整残差を

みてみると、経済的耐用年数が法定耐用年数と同じくらいと答えている企業において主に定額法

によっている企業が多く、定率法のみによっている企業が少ないという結果が得られていた。

経済的耐用年数が法定耐用年数とほぼ同じであるならば、除却損や売却損の発生は償却方法に

よらない。したがって定率法のみによる企業が少なく、主に定額法による企業が多いということ

は仮説4からは説明できない。

経済的耐用年数が比較的長い企業で、定率法が少なく定額法が多い理由として、税法における

95％償却を考えることができるであろう。法人税法の規定によると、耐用年数が経過して帳簿価

額が10％になった後も、5％に達するまで償却を続けることができる（法人税施行令61①）。定

率法でも定琴法でも耐用年数経過後には未償却残高が10％になるように設計されているが、さら

に続けて償却を行う場合には定率法による場合の方が償却の速度は遅くなってしまう。たとえば、

耐用年数10年の資産を帳簿価額が5％になるまで償却するとすれば、定額法の場合には11年で

済むが、定率法では13年を必要とする。さらに、耐用年数が15年の資産であれば、定額法の16

年に対し定率法では20年を必要とする。一般には、定率法による場合の方が速く償却を行うこと

ができる。しかしながら、経済的耐用年数が長く、耐用年数を超えて償却を行う場合には、定額

法による場合の方が速く償却を完了することができる。これが、比較的経済的耐用年数が長い企

業で、定額法を採用する割合が高く、逆に定率法を採用する割合が低い理由と考えられるだろう。

5．1．10 償却の単位と償却方法

自動修正仮説からは、総合償却を行っている企業では、耐用年数の誤差を自動修正するために

定率法を採用する割合が高くなることが予想されていた。しかし、調査結果からは、個別償却を

行っている企業に定率法を採用している割合が高く、総合償却を行っている企業では定額法を採

用する割合が高いことがわかった。この原因を検討してみよう。
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説明変数相互の関連性をみてみると、総合償却か個別償却かという償却計算の単位は資産の重

要性との間に関連性が強いことがわかる。資産の重要性はまた償却方法の選択とも関連があった。

そこで、資産の重要牲を第3変数として導入する。また、分割表の検討から、資産の重要性が高

い場合には、定額法を採用する傾向や総合償却が採用される傾向にあり、また、資産の重要性が低

い場合には、定率法を採用する傾向や個別償却が採用されやすいという関連性が認められる。そ

こで、資産の重要性が高い企業のみ、および資産の重要性が低い企業のみに限定して償却計算の

単位と償却方法の関係を見ることとした。

償却計算の単位と償却方法選択の間に見られた関係が、資産の重要性に影響を受けないもので

あるなら、資産の重要性が高い企業と低い企業に分けて分割表を作成した場合でも有意差は表れ

るはずである。表10に資産の重要性毎に分割表を作成した場合の検定結果を示している。検定の

結果からは、いずれの指標で見ても独立であるという帰無仮説は棄却されない。このことから、償

却計算の単位と償却方法選択の間に見られる関係は、資産の重要性によって引き起こされた疑似

相関の可能性が強い。

表5．21：資産の重要性毎にみた償却計算の単位と償却方法の関係

資産の重要性が高い企業

定率のみ 主に定率 主に定額 合計

個別償却 44 12 14 70

一括償却 13 3 1 17

総合償却 24 8 10 42

合計 81 23 25 129

x2＝2．81

資産の重要性が低い企業

定率のみ 主に定率 主に定額 合計

個別償却 111 16 8 135

一括償却
15 1 4 20

総合償却 23 4 5 32

合計 149 21 17 187

x2＝6．80

5．2 減価償却方法選択のフアジィ推論

本節の目的は、償却方法選択に関する規則を設定して、その規則の有効性を検証することであ

る。定率法のみで償却を行っている企業と、定額法を採用している企業との間で、収益性の指標、

例えば総資本経常利益率などの比較を行うと、定率法のみで償却を行っている企業の平均値の方

が高いことは容易に確かめることができる【801。本節で確かめようとするものは、逆の命題、つま

りある条件を満たすならば、特定の償却方法を採用する傾向があるというものである。本節では、

償却方法との関連性が見られた要因からなる分割表を作成し、これから検証のための規則を導い

た。そしてこれらの規則の有効性を検証するためにフアジィ推論を利用した。
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5．2．1 フアジィ推論とフアジィ規則

判別分析では、判別したい事象に関係していると思われる変数を設定し、それらの変数を使っ

てどの程度判別でき青かを検証し、必要ならば説明変数の入れ替えを行うという手順を踏むこと

になる。しかしながら、データが変れば、選択される変数の組合わせも変化する場合があり、う

まく判別できたとしても定性的な知識としてまとめることが困耕である。

一方、推論の規則が明示的で理解しやすいものにフアジィ推論がある。maXTm血合成による場
合には、どのルールによって結論が得られたかということも理解しやすい。しかし、フアジィ推

論による場合には、どのようなルールを設定するか、また、フアジィ集合のメンバーシップ関数

をどのように決定すべきかという問題が残る。本研究では、償却方法選択に関連するアンケート

調査を行っていたので、フアジィ推論のためのルールをこのアンケート調査をもとに決定するこ

ととした。

前節で見たように、それぞれの仮説毎に独立性の検定を行ったところ，収益性，資産重要性，借入

依存度との間に償却方法選択との関連性が見られた。それぞれの分割表を再び表5．22に示した。

なお，表5．22には調整化残差の検定結果もあわせて示している。

表5．22：収益性、資産重要性、借入依存度と償却方法の選択

（a）収益性と償却方法の選択

収益性 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

高い 113（△） 6（▼） 7（▼）126

普通 90（） 19（） 4（▼）113
低い 166（▼） 48（△） 44（△） 258

合計 369 73 55 497

（b）資産重要性と償却方法の選択

資産の重要性 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

高い 81（▼） 23（） 25（△）129
普通 140（） 29（） 13（▼）182
低い 149（△） 21（▼） 17（）187

合計370 73 55 498

（c）借入依存度と償却方法の選択

借入依存度 定率のみ 主に定率 主に定額 合計

高い 87（▼） 24（） 34（△）145
普通 85（） 21（） 10（）116
低い 198（△） 28（▼） 11（▼） 237

合計 370 73 55 498

△：危険率5％で観測度数が期待度数より大きい

▼：危険率5％で観測度数が期待度数より小さい

表5．22から，収益性が高いと感じている企業では，定率法のみで償却を行う傾向が強いことがわ

かる。また，資産の重要性や借入依存が高いと感じている企業では定額法を採用する傾向が強いこ

とがわかる。一方，収益性，資産重要性，借入依存度のそれぞれについて，普通と回答した企業にお

いては，償却方法選択に傾向がほとんど見られなかった。従って、収益性、資産重要性、借入依存
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度のすべてについて「高い」または「低い」と回答している企業のみを抽出して分割表を作成し

直した。さらに、この過程において、「主に定率」と「主に定額」の2群をまとめて集計した。こ

れは、これら2群の有意さに共通性が見られること、さらにはこれら2群を識別する知見が得ら

れていないことによる。

表5．23には，収益性、資産重要性、借入依存度の3つの要因からなる分割表を示した。いずれか

の分割表において普通と回答した企業を除いているので、合計は205社である。表5．23では、そ

れぞれの項目につい〒、高いまたは低いと回答した企業のみを集計したにもかかわらず、調整化

残差の有意差は8階級中3階級に現れたにすぎない。

遺伝的アルゴリズムなどの発見的方法を使わなくても、有意差が現れた3階級から次の2つの

規則を導くことができる。

規則1：収益性が高く、借入依存度が低い企業では、定率法のみで償却を行う。

規則2：収益性が低く、資産重要性が高く、借入依存度が高い企業では、定額法を採用する。しか

しこれらの規則が適用できるのは、8階級中3階級、205社中106社に過ぎない。さらに、106社

に適用して識別したとしても判別率は77％に過ぎない。この例のように群に含まれるデータ数に

偏りがあり、また多くの階級が群を識別する能力を持っていないと考えられる場合には、分割表

から得られた規則をそのまま観測結果に適用しても、部分的かつ不十分な識別結果しかえられな

い。しかし一方、得られた2つの規則には、高いや低いなどフアジィ集合と考えることができる要

素が含まれている。・そこで、得られた2つの規則をフアジィ推論を行うための規則と考えて、有

効性を探ることとした。

表5．23：償却方法選択状況の分割表
収益性 資産重要性 借入依存度 定率のみ 定額採用

高 高 高

高 高 低

高 低 高

高 低 低

低 高 高

低 高 低

低 低 高

低 低 低
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合計 541 06

5．2．2 ニューラルネットワークによる主観の評価

フアジィ推論を行うためには、分析対象となるそれぞれの企業が、“収益性が高い”や“借入依

存度が低い”というフアジィ集合を満たす度合いを定めなければならない。収益性、資産重要性や

借入依存度を測定するためには、既存の財務比率を利用することができる。しかし、多くの考え

うる財務比率からどの比率を選ぶか、またどのようにして0から1までの数に変換するかという

問題があるので、ニューラルネットワークの出力をそのままフアジィ集合との一致度と考える方法

をとった。これは、いくつかの財務比率を入力とするニューラルネットワークを組み、“高い”ま

たは“低い”というアンケートの調査結果を教師信号として学習させる。そして、得られたニュー

ラルネットワークの出力をフアジィ集合との一致度とする方法である。この方法をとることによっ
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て、規則1または規則2が適用できない階級に含まれる企業の識別も行うことができ、さらには

いずれかの質問に“普通“と回答した企業にも規則を適用することができるようになる。しかし

一方では、財務比率を得ることができる企業に対象が限定される。
収益性ひとつとってみても、これを測る目的で計算される財務比率は多数あるので、代表的と

思われる財務比率を選ぶことにした。本研究では、通産省編「わが国企業の経営分析」に含まれ

ている財務比率を参考に選んだ。収益性を測る比率としては、次の3つの比率を選んだ。ただし、

減価償却方法の違いによる影響を除くため、償却前の値を使って計算している。また、財務比率

を計算するにあたっては、コスモ証券編コスモ財務データ1995年版を利用している。

総資本経常利益率＝

売上高経常利益率＝

粗付加価値率＝

経常利益＋有形固定資産減価償却費

総資本＋有形固定資産減価償却累計＋割引譲渡手形

経常利益＋有形固定資産減価償却費

売上高

粗付加価値合計

売上高

財務データが得られた226社のうち、収益性が高いと回答した会社は57社、低いと回答した

会社は126社、普通と回答した会社は43社であった。このうち、収益性が高い、もしくは低いと

答えた会社183社について〃α氾氾－Ⅳ九伽eyのW検定を行った。

〃α㍑㍑－Ⅳ九托氾eyのW統計量は、収益性が高いと回答した企業群と低いと回答した企業群のす

べての財務比率の組合わせ（諾奄、諾J）のうち、エi＞諾Jとなるものの個数を表す【10］。ここで、エiは
収益性が高いと答えた企業の財務比率、£プは収益性が低いと答えた企業の財務比率を表す。した

がって、W統計量が大きい時（または小さい時）に当該財務比率で2群はよく識別されているこ

とになる。また、Wの平均と分散は次式で表され、正規分布に近似的にしたがうことから、通常

の統計的検定を行うことができる【10】。

E（Ⅳ）＝m陀／2

Ⅴαγ（Ⅳ）＝mm（m＋乃＋1）／12

ただし、ここでm，mは2群のデータ数であり、収益性に関する検定の場合には、それぞれ57と

126である。したがって2群の組合せの数は7，182通りとなる。表5．24に検定結果を示した。

表5．24：収益性比率についてMa皿皿－Wbit皿ey検定

組合せの数 w統計量 同％ 検定結果

総資本経常利益率 7，182 6，547 91 ＊

売上高経常利益率 7，182 6，583 92 ＊

粗付加価値率 7，182 5，015 70 ＊

ニューラルネット出力 7，182 6，634 92 ＊

＊は危険率片側2．5％で収益性が高いと回答した企業の値が大きい

表5．24の検定結果から、いずれの財務比率も収益性の高低を判断する指標として有効である

ことがわかる。しかしながら、複数の財務比率を用いることによって識別の程度がさらに向上す

ることも予想されるし、また、フアジィ集合との一致度として利用するためには0から1までの
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範囲に財務比率の値を変数変換する必要がある。そこで、3入力1出力の図5．1のようなニューラ

ルネットを組んだ。教師信号は、当該企業が収益性が高いと回答している場合に0．9、低いと回答

している場合に0．トヒした。

1

松茸本経常利益串」－1

売上高経常利益率
J－

租付加価笹串
J■－

N（収益性）

図5．1：収益性のニューラルネット

財務比率はそれぞれ値の範囲が異なる。そこで、財務データが得られた226社の平均と標準偏

差を用いて標準化した。各企業の財務比率は、おおむね±3げ以内に納まることを期待して、標

準化後の財務比率をk＝1／3のシグモイド関数に入力し、その出力値を図5．1に示されたニューラ

ラルネットの入力値としている。

収益性が高いまたは低いと回答している183サンプルに対する3，000回の学習の結果、2乗誤差

の平均は0．0517であった。そして、学習後のニューラルネットと、各社の総資本経常利益率など

3つの財務比率を使って計算した出力値に対して〃α㍑㍑－Ⅳ九乞f陀ey検定を行った。表5．24にはそ

の結果もあわせて示している。

ニューラルネットの出力値も、他の財務比率と同様に収益性の高低の識別に有効であることが

わかる。さらに、単独の財務比率を用いた場合よりも、若干ではあるが、識別の程度が向上して

いることがわかる。また、ニューラルネットの出力であるので、当然のことではあるが、0から1

までの範囲におさまっている。したがって、学習後のニューラルネットの出力値をもって、当該企

業の収益性の高低を測る指標とすることにした。

借入依存度についても、同様の分析を行って図5．2に示されるニューラルネットを組んだ。 借

入依存度については当初、借入金利子率も入力変数に加えていたが、借入依存度が高いまたは低

いという感覚との関連性がみられなかったので削除した。

借入社債比率＝
短期借入金＋長期借入金＋社債＋割引譲渡手形

総資本＋有形固定資産減価償却累計＋割引譲渡手形

金融費用負担率＝
金融費用

売上高

財務数値が得られた266社のうち、借入依存度が高いまたは低いと回答した企業は合計175社

であった。この175社の財務比率と借入依存度の感覚を学習データとして、3，000回の学習を行っ

た。2乗誤差の平均は0．1156であった。また、収益性の場合と同じくそれぞれの財務比率を単独

で用いるよりは、ニューラルネットの出力値による場合の方が、W検定量の値は大きかった。こ

のことから、ニューラルネットの出力を用いた方が、借入依存度が高いまたは低いという感覚を

より分離できるものと思われる。
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1

借入杜鎌比率
●－1

金融費用負担率
●－

N（借入依存度）

図5．2：借入依存度のニューラルネット

表．5．25：借入依存度に関する比率についてMa皿払W血血ey検定

組合せの数 W統計量 同％ 検定結果

借入社債比率 7，350 5，911 80 ＊

金融費用負担率 7，350 5，670 77 ＊

ニューラルネット出力 7，350 5，937 81 ＊

＊は危険率片側2．5％で借入依存が高いと回答した企業の値が大きい

次に資産重要性の高低を判断するためのニューラルネットを組んだ。入力として用いた財務比

率は次の3つである。

減価性有形固定資産比率＝

労働装備率＝

有形固定資産＋有形固定資産減価償却累計一土地

総資本＋有形固定資産減価償却累計＋割引譲渡手形

有形固定資産＋有形固定資産減価償却累計一建設仮勘定一土地

有形固定資産対売上高＝

期末従業員数

有形固定資産＋有形固定資産減価償却累計

売上高

資産重要性が高いまたは低いと回答した企業は合計145社であった。この145社を学習データと

して、前と同じく3，000回の学習を行った。2乗誤差の平均は0．0911であった。なお、収益性や借

入依存度と同様に、資産重要性が高いと回答している場合に0．9、低いと回答している場合に0．1

をそれぞれ教師データとしている。また、財務比率を単独で用いるより、ニューラルネットの出

力値を用いた方が、W検定量も大きくなった。したがって、収益性や借入依存度と同様に、ニュー

ラルネットの出力を用いた方が、資産重要性が高いまたは低いという感覚をより分離できるもの

と思われる。

それぞれの学習後のニューラルネットを使って、収益性、資産重要性、借入依存度のすべてに

ついて高いまたは低いと回答している100社を対象に主観のニューラルネットワークによる判別
をおこなった。“高い”と回答している場合には0．9、“低い’’と回答している場合には0．1として

学習しているので、ニューラルネットの出力が0．5以上のとき“高い”、0．5未満のとき“低い，，

と判断することとした。結果を表5．27にまとめている。

収益性に対する回答結果を学習したニューラルネットは“収益性が高い’’と回答した企業31社

のうち27社を正しく識別している。同様に“収益性が低い”と回答した69社のうち64社を正し

88



戎錘性有形固定資産比率 寸－

労働装備率 寸一

有形固定資産対売上高 －

Nく資産重要牲）

図5．3：資産重要性のニューラルネット

表5．26：資産重要性に関する比率についてMa皿ひWbit皿ey検定

組合せの数 W統計量 同％ 検定結果

減価性有形固定資産比率 5，046 4，266 85 ＊

労働装備率 5，似6 3，928 78 ＊

有形固定資産対売上高 5，046 4，214 84 ＊

ニューラルネット出力 5，似6 4，380 87 ＊

＊は危険率片側2．5％で資産重要性が高いと回答した企業の値が大きい

く識別している。識別率は91％である。また、資産重要性に関する回答結果を学習したニューラ

ルネットの識別率は82％、借入依存度を学習したニューラルネットの識別率は81％であった。そ

れぞれのニューラルネットがいわば主観を識別しようとするものである点を考慮すると、ある程

度の識別率は確保できたものと考えていいだろう。したがって、これらニューラルネットワークの

出力値をそれぞれ、“収益性が高い”、“資産需要性が高い”、“借入依存度が高い”というフアジィ

集合との一致度とみなすこととした。逆に、1から出力値を引いたものを、“収益性が低い”、“資

産重要性が低い”、“借入依存度が低い”というフアジィ集合との一致度を表すものと解釈した。

5．2．3 簡略化フアジィ推論

本研究では、後件部を実数値で表現した簡略化フアジィ推論を用いる。入力を£J（j＝1，…，m）

とし、出力をyとすると、簡略化フアジィ推論の規則凡（豆＝1，‥・，氾）は次のように表される。

月豆：げ£1乞βAl…£m乞βAm仇eγlγ豆乞5W豆

ここで、AJはフアジィ集合、W盲は実数値である。またはルール番号である。フアジィ推論の

推論結果zは次式で与えられる。

m

〃豆二n〃Aiブ（£メ）
J＝1

∑〃豆叫
Z ＝

∑〃奄
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表5．27：要因ごとの判別結果

（α）収益性に関する判別結果

判別結果

回答 収益性高い 収益性低い 合計

収益性高い 27 4 31

収益性低い 5 64 69

合計 32 68 100

（b）資産重要性に関する判別結果

判別結果

回答 資産重要性高い 資産重要性低い 合計

資産重要性高い 35 7 42

資産重要性低い 11 47 58

合計 46 54 100

（c）借入依存度に関する判別結果

判別結果

回答 借入依存度高い 借入依存度低い 合計

借入依存度高い 41 7 48

借入依存度低い 12 40 52

合計 53 47 100

後件部の実数値はデルタルールと呼ばれる方法によって求めることができる。修正係数を0．1に

設定し、1000回の学習の結果、Wl＝1．15、W2＝仇5¢を得ることができた。

収益性が高い

1

1

■■

収益性が低い

1

収
益
性

借入依存が低い

1

資産重要性が高い 借入依存が高い

1

l

資
産
重
要
性

Wl

l

借
入
依
存
度

図5．4：2つの規則によるフアジィ推論
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会社（推論結果の昇順）

図5．5：2つの規則による判別結果

表5．28：償却方法選択の判別結果

判別結果

回答 定率法のみ 定額法採用 合計

定率法のみ 68 7 75

定額法採用 10 15 25

合計 78 22 100

．55

財務数値が得られる100社について、償却方法選択状況を、得られた規則をもとに推定した。そ

れぞれの会社の出力を小さい順に並べ、標本における誤判別が最小となる点をカットオフポイント

に設定した。本研究の場合、出力が0．66以下ならば定額法を採用する企業、それ以上ならば定率

法のみで償却を行う企業と判別されることとなった（図5．5）。実際の選択状況と判別状況を表5．28

に示した。この表5．28から、2つの規則のみでも83％の企業を識別できることがわかった。

前章でみたあやめの識別問題とは異なり、分割表に含まれる階級には群を識別する能力がない

と思われるものが含まれていた。このため、分割表から得られた規則を観測結果に直接適用して

も、部分的な判別しかできない。分割表からの規則抽出の有効性を確認するために、フアジィ推

論に応用して判別力を確認した。この結果、直接規則を適用できないサンプルに対しても判別を

行うことができるようになった。そして83％の企業は正しく判別できた。このような分析を通し

て、分割法から得られる規則が汎用性を持っていると考えることもできるであろう。
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5．3 経営環境に関する大成弓

抽出

な調査かちの償却方法選択に関する規則の

本章前半では、あらかじめ設定した仮説をもとにアンケートを実施し、償却方法選択との関連

性が見られた変数からなる分割表を作成した。そしてその分割表から少数の規則を抽出した。し

たがって、得られる規則も容易に解釈できるものであった。しかし、あらかじめいくつかの仮説

が設定されるとは限らない。このような場合には、関連があるかどうかわからない変数も含めて

分割表の作成、規則の抽出を行わなければならない。われわれは第4章において、変数増減法を

使った規則抽出について検討した。この方法を減価償却方法選択問題へ適用してみる。

5．3．1 経営環境に関する調査の概要

企業の置かれている状況を広く調査する目的で、上場企業等を対象に、1994年、1997年、2000

年の3回にわたってアンケート調査を行った。調査項目は減価償却方法選択状況の他、29項目（1994

年調査は26項目）を設定した。調査項目は表5．29の通りである。選択肢の後の数は、第4章で述

べたようにそれぞれの選択肢を表す素数である。なお、詳細な調査項目および単純集計結果は付

録に示した。

1994年の調査は、1994年11月に実施した。金融、電力、ガスを除く全上場企業1，969社を対

象に行い、うち655社から回答を得た。回収率は33．3％である。1997年の調査は1997年8月に

実施した。対象は株式公開企業のうち銀行証券・保険業を除く2，937社であり、有効回答総数は

833社であった。回収率は28．4％である。2000年調査は2000年12月に実施した。対象は、日本

国内証券市場で資金調達を行っている一般事業業種（銀行金融・保険・証券業を除く）の3，265社

である。有効回答数は664社、回収率は20．3％であった。1994年調査では、上場企業に限ってい

たが、その後店頭公開企業なども含めた。また、いずれの調査でも質問用紙を経理部長宛てに発

送し、同封はがきに回答を記入し返送していただくという方法を取っている。
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表5．29：アンケートに含まれる説明変数

項目名 選択肢

（1）輸出割合

（2）収益性

（3）利益変動

（4）棚卸資産回転

（5）材料価格変動

（6）輸入依存

（7）現金対掛売り

（8）売掛回収

（9）借入依存

（10）主力銀行

（11）社長出自

（12）製品販売先

（13）仕入先分布

（14）役員賞与

（15）設備投資効果

（16）設備投資期間

（17）利益水準

（18）有固割合

（19）自己資本比率

（20）付加価値率

（21）研究開発

（22）販売費

（23）資金余裕

（24）損益分岐点

（25）市場環境

（26）市場集中

（27）多角化

（28）社長専門

（29）耐用年数

大きい（2）、普通（3）、小さい（5）

高い（2）、普通（3）、低い（5）

大きい（2）、普通（3）、小さい（5）

長い（2）、普通（3）、短い（5）

大きい（2）、普通（3）、小さい（5）

高い（2）、普通（3）、低い（5）

現金売りが多い（2）、半々（3）、掛売りが多い（5）

長い（2）、普通（3）、短い（5）

大きい（2）、普通（3）、小さい（5）

大きい（2）、普通（3）、小さい（5）

創業者（2）、生え抜き（3）、外部人材（5）

少数の販売先（2）、多岐に渡る（3）

少数の仕入先（2）、多岐に渡る（3）

大きい（2）、普通（3）、小さい（5）

概ね予想通り（2）、予想とはずれる（3）

長い（2）、普通（3）、短い（5）

高い（2）、普通（3）、低い（5）

高い（2）、普通（3）、低い（5）

高い（2）、普通（3）、低い（5）

高い（2）、普通（3）、低い（5）

高い（2）、普通（3）、低い（5）

高い（2）、普通（3）、低い（5）

大きい（2）、普通（3）、小さい（5）

高い（2）、普通（3）、低い（5）

成熟期（2）、市場拡大期（3）、萌芽的時期（5）

高い（2）、普通（3）、低い（5）

大きい（2）、進めたい（3）、必要ない（5）

営業（2）、技術（3）、経理（5）、総務（7）

半分以下（2）、半分位（3）、7～8割程度（5）、法定程度（7）

本研究で実施したアンケート調査では、減価償却方法の選択状況に関する選択肢として、1）定

率法のみで償却、2）一部定額法採用、3）主に定額法で償却を設定していた。しかし、1994年度

および1997年度の調査では、定率法にみによって償却を実施している企業が圧倒的であり，一部

に定額法を採用している企業や主に定額法で償却を行っている企業は少ない。このため、1994年

調査結果と1997年調査結果を分析する際には、一部定額法採用と主に定額法で行っている企業を

まとめて、定額法採用企業として分析することとした。したがって、1994年および1997年調査結

果に対して、定率法のみで償却を行っている企業と、定額法を採用している企業を識別する規則

抽出を行う。

平成10年3月の税法改正で、平成10年4月1日以降取得された建物の償却方法は、定額法の
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みによることとされた（それ以前に取得された建物については定額法または定率法の選択）。この

ため、2000年調査に対しては、一部定額法を採用している企業において，建物の償却方法に関す

る税法改正の影響があると思われることから、定率法のみで償却を行っている企業と、主に定額

法で償却を行っている企業との比較分析を行うこととした。

表5．30：減価償却方法の選択状況

減価償却方法 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1定率法のみ 470（72．1％）640（77．0％）155（23．4％）
2

一部定額法121（18．6％）136（16．4％）430（65．0％）
3 主に定額法 61（9．4％） 55（6．7％） 77（11．6％）
合計 652（100．0％）831（100．0％）662（100．0％）

1994，1997各調査において、減価償却選択状況について回答のなかったアンケート結果は、研

究の目的に鑑み検討の対象外とした。さらに、得られた規則の妥当性を検証する目的で、アンケー

ト結果を、分析用と検証用に2分した。このとき、アンケート結果を会社コード（1994年調査で

は業種コード）を使って並び替え、交互に分析用と検証用に区分した。これは、分析用と検証用

で業種の偏りがないようにするためである。1994，1997年の各調査において、分析用と検証用の

データ数は次のようになった。

表5．31：分析と検証用データ数

調査年度 分析用 検証用 計

1994年 326 326 652

1997年 416 415 831

2000年 116 116 332

2000年調査において分析用と検証用のデータ数が少ないのは、先に述べたように、一部定額法

を採用していると回答している企業を除いているためである。

それぞれの調査において、分析用データから規則の抽出を行い、検証用データを使って規則の

有効性を検証することとした。

5．3．2 1994年調査から得られた規則

規則抽出は、4．5および4．9の方法によっているが、まとめると次のような手順となる。

1）分割表への変数の追加
1．0 前のステップの原始分割表のAICを保存する。

1．1 分割表に含まれていない変数を一つ選ぶ。

1．2 当該変数の加えた原始分割表を作成する。

1．3 遺伝的アルゴリズムを使って区分選択を行う。

1．4 分割表に含まれていないすべての変数について、1．1から1．3までの処理を行い、タブー

リストに含まれておらず、かつ区分選択後のAICが最も小さくなる変数を選ぶ。

1．5 1．4で選ばれた変数を追加し、区分選択を行った分割表を作成する。また、この変数をタ
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ブーリストに追加し、タブーリストの更新を行う。

2）変数の削除
2．1 分割表に含まれている変数を一つ選ぶ。

2．2 当該変数を除いた分割表を作成する。

2．3 遺伝的アルゴリズムを使って区分選択を行う。

2．4 分割表に含まれているすべての変数について、2．1から2．3間の処理を行い、タプーリス

トに含まれておらず、かつ区分選択後のAICが最も小さくなる変数を選ぶ。

2．5 2．4で選ばれた変数を削除したときの区分選択後のAICが、1．0で保存した前のステップ

のAICより小さければその変数を分割表から削除し、タブーリストに加え、タブーリストの更新

を行う。もし、前のステップのAICより大きければ、変数の削除は行わない。

3）不要な変数の除去

すべての階級において、”au．”を意味する値になっている変数があれば、その変数を分割表から

削除する。このとき、タブーリストの更新は行わない。

4）あらかじめ定めれた回数、1）から3）の処理を繰り返す。

遺伝的アルゴリズムは以下の手順によった。

1）原始分割表の階級数に等しい桁数をもつ階乗進数を使って染色体を表現する。

2）親の集団の大きさβJZEは30とした。

3）交叉はランクによった。親の集団をAICの小さい順に並び替え、乞番目（乞＝0，・‥，29）の染色体

の選択される確率打（乞）は次式によった。

打（乞）＝（βJZE一乞）／（方∫ZEX（方JZE＋1）／2）

また、交叉はβJZE／2組について行った。したがって、新たに作られる子の染色体はSIZE個

である。

4）親のうちもっとも適合度の高い（AICが小さい）染色体を除いたβJZE－1個の染色体と、新
たに作られた方JZE個の子の染色体に対して突然変異を行う。突然変異は、βJZEX2－1個の

染色体それぞれについて、乱数を使って遺伝子座を定め、当該遺伝子座（階乗進数の係数）が取り

うる値と置き換えることによって行った。エリートを保存するために、親の中でもっとも適合度

の高い染色体に対しては突然変異の操作を行わなかった。

5）交叉と突然変異を行った後で、方JZEX2個の染色体の適合度を求める。適合度は、染色体が

表す分割表から得られるAICの値とした。このとき、解釈が困難となる選択肢の組み合わせとな

るものについては、十分大きな値をAIC値として、抑制することとした。βJZEX2個の染色値

を適合度の高い順に並び替える。そして上位βJZE個の染色体を親として残す。

6）上記3）から5までの操作を定められた回数（100世代）行って、もっとも適合度の高い染色体
を選ぶ。

1994年アンケート結果からは、階級数10の分割表が選ばれた。結果を表5．32に示す。

表5．32に含まれている変数は14変数である。得られた階級は10であるので、規則数も10と

なる。表中の値は選択肢を表す素数の最小公倍数である。”a皿”を意味する最小公倍数となったも

のは－としている。規則抽出のために使用した分析データでは、10階級中9階級において調整残

差に有意差が見られている。定率法のみの選択を意味する規則が5、定額法を採用することを意味

する規則が4個である。表5．32には、10個の規則を検証データに適用した結果も併せて示してい

る。得られる10階級の度数のうち、5階級において調整残差の有意差が見られた。うち4階級に

現れた有意差は分析データと同じである。従って、この4個の規則を1994年調査結果から得られ
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表5・32：1994年結果から得られた分割表

分析データ 検証データ

柑94年 2 3 6 7 9 10 11 12 14 ■15 18 19 23 25 定率 定額 ‾定率 定額「
1： 15 ■■■■■ ●■－■ － 5 15

●■■－■■ ■■
■■ 2

■ll■l■■■ ■■ 6 ■

16（△） 0（▼） 12 4

2： 2 3 15 5
－■ ■■■■■●

6
一■■■

5
■■■■ 3 2

■■■■■■ 6 0（▼） 2（△） 1 0

3： 2
l■■■■■ ■■ ■■ ■■● ■■■■

2
■■ － －■■ ■■■－ ■－ ■■■－1■ ■■■

30（△）．0（▼）24（△） 3‾‾‾（了）【
4： 2

■■■lll■■■ ■■－ ■■■■■ ■■ ●■■■■l■

15
■■■■ ●■■■■■ ●■■ ■ ●■■■ ■■■■ ■■■

28（△） 3（▼） 28（△） 4（▼）‾
5‾‾： 15

■－■ 15 ■■l■－■ ■■ ■■ ●－ 2 15 ■■■■■ ■■■■■■■
－■ ■－ 2 12（△）1（▼） 12 6

6： 15
●■ ■－■ ■■■■■■ ■■■一 ■■■■■■■

、2

－■■ ■■■■ ■■ ■■

6
■－■ l■■■－

25（△） 5（▼〉 26（△）‾析〒）‾‾
7‾： 15

■■■ ■－ ■■－1■■■ －■ ●■■■l■■■ 15 ■■ ■■■ ■■－

● 6 ●－■l■■ ■■■

37（▼）28（△） 51 ‾‾‾▼‾‾‾幻【
8： 15

■■■■■■ － ●■■■■ ■■● ■■

・2
■■l■ ■■■l■●■ ■■■● ●■■－■ 5 ■－■ll ■■

10（▼）10（△） 12 6

9主 15 ■
■■■■ ■■■ ■■■■■ 3 ■■■■l I ■■ － ■■■■ 5 ■－ ■■

4（▼）13（△） 8く▼） 15（△）
10： 15

■■－ ●■ ■■■－■ ■■■■
－■ 5 ■■

●■
■■■■ I 5 －

■■ 14 6 7（▼） 11（△）
totd 175 67 180 78

た規則として抜き出すこととした0さらに4個の規則のみを抜き出すことによって、変数の数は

14から3に減少する0なぜなら、その他の変数は、これら4規則の前件部に含まれないからであ

る0表5・33に変数名、選択肢の内容等をまとめた。

表5・33：1994年結果から得られた4規則

分析データ 検証データ
収益性 社長出自 自己資本比率 定率 定額 定率 定額 ‾

nO． 3： 高い 創業者 －

30（△） 0〈▼）。24（△） 3（▼〉

nO． 4： 高い 生竃温外－

28（△） 3く▼） 28（△） 4（▼）

＿中9．
－

6： 普通、低い 創業者 高い、普通 25（△） 5（▼） 26（△） 6（▼）
迦L＿＿＿ 9： 普通、低い 生え抜き 低い 4（▼） 13（△） 8（▼） 15（△）‾

ところで、最初の規則と2番目の規則には、社長出自が「創業者」、「生え抜き、外部人材」が

含まれている0収益性はともに高い」なので、これら2規則はまとめることができる。この結果、

最終的には3規則を得ることができる0これらの規則を記述すると次のようになる。

規則1収益性が高い企業は定率法のみで償却する割合が高い。

規則 2 収益性が普通または低くても、社長が創業者であり、自己資本比率が高いまたは普

通ならば、定率法のみで償却する割合が高い。

規則 3 収益性が普通または低く、社長が生え抜きであり、自己資本比率が低ければ、定額

法を採用する割合が高い。
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償却方法の選択と収益性が関連していることは第2章でも確認したことである。また、自己資

本比率が高ければ借入依存度も低くなるであろう。一方、オーナー社長であるかどうかというこ

とと決算政策とは密接に関係していることが報告されている【75］。つまり、定率法選択を意味する

規則1および規則2は妥当な規則であると思われる。規則3は規則1および2と逆のものとなって

いる。従って、定額法採用を意味する規則として妥当であると思われる。

5．3．3 1997年調査から得られた規則

1997年調査からも同様の方法でいくつかの規則を抽出した。1997年アンケートから得られる分

割表を表5．34に示した。

表5．封：1997年結果から得られた分割表

1997年調査

n

n
一
n

n

n

n

n

n

●

●

●

●

●

●

●

●

0

0

0

0

0

0

0

0

1：
■■l■1－■

2：

13
1

1

2

2

3

11

6

6

1 柑
一
2
－
2

19一6一6

分析データ 検証データ
27 定率 額＿＿＿＿一定率

＿
定

－ 6▼ 5△） 12（△） 2

34 8 34 9

3： 5 － －

2 6
－10（▼ラ 10（△） 6く▼） 8（△）‾

4： 6 － －

15 6 6110（△） 12（▼） 102（△） 24（▼〉
5： 5 － ■■■ 15 6 6 36（▼〉 14 35 14

6： ■■■● ■■－ ■■■■■－

15 6 5 73（△） 1（▼） －63（△〉 ll〈▼）
7＿．： － ■■■－ 2 ●■■ 5 ●－■■■■

11（▼）16（△） 17 7

8： 3 ■■■l■■■■ 5 －

36（▼）22（△） 37（▼） 23（△）．
dtOt 316 88 3鵬 98

得られた分割表は6変数を含み、8階級からなっている。分析データから得られた分割表では、

8階級中7階級で調整残差において有意差が見られた。従って、分析データを「定率のみ」と「定

額採用」にうまく区分していると見ることができる。一方、検証用データに8規則を適用したと

きに得られる分割表においても、8階級中4階級において分析データと等しい検定結果となってい

る。そこで、これら4階級から得られる規則を抜き出すこととした。

4つの規則には、4つの変数が含まれている。社長出自、自己資本比率は1994年調査からの規

則においても含まれていた変数である。一方、仕入先分布、有形固定資産割合、多角化などの変

数は1994年規則には含まれていない。調整残差の検定結果から、2番目の規則と3番目の規則が

定率法のみで償却を行っている企業を識別するための規則である。自己資本比率と有形固定資産

割合（資産重要性）に注目してみよう。ともに、自己資本比率は高いまたは低く、資産重要性は普

通または低いである。第2章でもみたように、これらの性質は定率法のみで償却を行っている企

業に見られたものである。従って、これら2規則は第2章で得られた知見と矛盾するものではな

いと考えられる。

一方、最初の規則は自己資本比率が高いまたは普通でも、有形固定資産割合が高く、社長が外
部人材であるならば、定額法を採用する傾向にあることを示している。第2章でも資産重要性が
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表5．35：1997年結果から得られた4規則

社長出自賃会先
有形固定資
産割合

分析データ 検証データ

自己資本比率多角化 定率 定額 定率 定額

nO．

爪0．

nO．

nO．

3：外部人材
一 高い 高い、普通 －

10く▼〉10（△）6（▼） 8（△）

創業者、

生え抜き
4：

一 普通、低い 高い、普通
ヽ

6： －

進めたい∴110（△）12（▼）102（△）24（▼）

一 普通、低い 高い、普通 必要ない73（△）1（▼）63（△）11（▼）

雪璧こ 一 低い －

36（▼）22（△）37（▼）23（△）8： －

高い企業では定額法採用の傾向が見られた。従って、第2章で得られた結果と矛盾するものでは

ない。

最後の規則は、自己資本比率が低く、仕入先が多岐に渡る企業では、定額法を採用する傾向に

あることを示している。自己資本比率が低いことは借入依存度が高いことと通じる。従って、第2

章で得られた結論と矛盾しない。しかし、仕入先分布という直ちに解釈ができない変数も残って

いる。これは2番目の規則と3番目の規則に含まれる多角化も同様である。これらの変数の必要

性、解釈は今後の検討課題としたい。

5．3．4 2000年調査から得られた規則

最後に2000年調査結果から得られた分割表を5．36に示した。含まれる変数は5個であり、階級

数は7である。分析データでは7階級中4階級に有意差が表れている。

1994年、1997年調査結果と同様に検証用データに対して7規則を適用して得られる分割表も併

せて表5．36に示している。しかし、調整残差において見られる有意差は分析データのものとまっ

たく異なる。これは得られた規則の信頼性が極めて低いこと示している。本節の冒頭でも述べた

ように、平成10年に税法改正が行われ、建物の減価償却方法は定額法のみとなった。このことが

影響しているとも考えられる。一方、不況の長期化などによって、償却方法選択の誘因が変化し

ている可能性も否定できない。これらの検討も今後の課題としたい。

5．4 結論

本妻では、減価償却方法を対象として、その選択状況を説明する少数の規則を得る方法を検討

してきた。特に、アンケートから得られる分割表をもとに、規則抽出の方法を検討した。5．1では、

減価償却方法の性質の違いから導かれるいくつかの仮説に対して統計的な検討を行った。そして、

収益性、資産重要性、借入依存度が償却方法の選択と関連していることをみた。これら3要因か
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表5．36：2000年結果から得られた分割表

2000年調査
8 17 19 02 82

分析データ 検証データ
率 定率 額

●

●

●

●

●

●

●

0

0

0

0

0

0

0

n

n

n

n

n

n

n

●

●l 2 15
－

●

●
501 12 △ 0 ▼ 8 △ 2

●

●2 15 5 2 ●

●3 4 く△） 0 （▼） 4 ▼ 5
●

●
3 15 5 15

●

●
3 l ▼ 10 △） 2 1

」4：

－

6
－

2
－ ●

● 16 7 18（△） 2（‾▼〉－

】5＿：

－

6 －

15
●－ ●

● 8（▼） 10（△〉 15 ‾テ

＿＿阜：
5 －

2 70： 14（△〉 0（▼） 8（△） 2

」」＿
－

5 － 15 70： 23 11 21（▼） 20（云㌻
totd： 77 38 76 39

らなる分割表を作ることによって、償却方法選択状況を説明するための2つの規則を得た。

しかし、分割表に含まれるすべての階級が規則として有効なわけではない。実際、5．1の分析で

も、8階級中3階級が意味を持つ階級と考えられた。このため、少数の階級から得られた規則がど

の程度有効であるか確認する必要が生じる。収益性、資産重要性、借入依存度はすべて財務比率

を使って測定することができる。このことから、得られた規則を推論規則とするファジィ推論を

行うこととした。「収益性が高い」などのフアジィ集合との一致度はニューラルネットワークを組

んで求めた。そして簡略化フアジィ推論の結果、83％は正しく識別できた。

一方、分割表から直ちに少数の規則を得ることが困難な場合も多い。特に変数の数が増加する
と作成しうる分割表の数も膨大なものとなる。本研究でも、1994，1997，2000年に行った実態調査

では、減価償却方法選択状況の説明変数として26ないし29項目を設定していた。すべての変数

を含んだ分割表は階級に含まれる度数が小さくなるという欠点があり、可能なすべての分割表を

検討することは実際的には不可能である。このため本研究では遺伝的アルゴリズムを使ってモデ

ルの探索を行うこととした。モデルの評価基準としてはAICを使い、さまざまな分割表を階乗進

数を使って表現し、少数の規則を得ることができた。多くの変数を使っているために、仕入れ先

の分布や多角化への取り組みなど、規則に含まれているすべての変数について妥当性を確認する

ことはできなかった。しかし、収益性や自己資本比率など5．1で得られた知見と合致する変数も含

まれていることを確認することもできた。規則に含まれる変数すべてについて、定量化すること

ができないので、5．2のような分析を行うことはできなかったが、会計的知見とも矛盾しない規則

が得られたことから、多変数かつ大量のデータがある場合にも、分割表から規則を抽出するとい

う提案方法は有効であると考えてもいいであろう。
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第6章 よtめ

遺伝的アルゴリズムを利用しようとする場合、どのような染色体表現や交叉の方法を取るかに

よって、探索能力に違いが生じる。本研究では染色体表現として階乗進数表現を採用し、さまざ

まな問題に対して適用を試みた。階乗進数表現の有効性を検証することが本研究の目的であった。

第2章では、階乗進数と順列を対応させた。階乗進数と順列の対応規則から、階乗進数と順列

は一対一に対応する。また、一般的な性質として、交叉によって致死遺伝子が生じることを抑制

することができる。このため、多点交叉にも適用できることがわかった。一方、本研究で用いた

順列との対応規則においては、いわば非対称性を指摘することができる。基準順列の後に配置さ

れた要素ほど、取りうる係数の範囲が狭くなる。このことを利用して、大域的探索から局所的探

索への移行を実現することが可能となった。実際、フローショップスケジューリングにおいて、作

業時間の合計が大きいものを基準順列の後に配置することによって、他の方法に比べて良い探索

結果を得ることができた。これは、作業時間の合計が大きいものから順に相対的な順序を定めて

いくという深さを優先するNEII法の考えかたを取り入れることができたためと考えられる。
また、本研究で採用した順列との対応規則を使って、ある種の順序制約を容易に表現できるこ

とがわかった。特に、本研究で直列的な順序制約と呼んだものに対しては、制約条件を満たす順

列と階乗進数を一対一に対応させることができた。この結果、解の修正や罰金の導入などの必要

がなくなり、短い探索時間でより良い解を探索することができた。さらに複雑な順序制約を持つ

ものの例として、因果モデリングを取り上げた。ここでも、ある種の順序制約を満たす階乗進数

を生成し得ることがわかったが、遺伝的アルゴリズムへの実装は今後の課題として残されている。

第3章以降は、階乗進数を使った集合分割の表現について検討した。特に、解釈を目的とした

分割表からの規則抽出を中心に分析した。アンケートでは、被説明変数を識別するために、多く

の説明変数が設定される場合が多い。これらの説明変数の中には、被説明変数との関連性が明ら

かでないものも含まれているであろう。そこで本研究では、多変数大規模な調査結果からの規則

抽出の例として、経営環境に関するアンケート調査結果を取り上げた。このアンケート調査では、

経営環境に関する多数の質問と減価償却方法の選択状況に関する質問を設定していた。減価償却

方法選択のように経営者の主観が反映するものでは、説明変数を使ってそのすべての行動を規定

することは不可能であろう。得られた規則も部分的にしか適用できないものであった。しかし、得

られた規則は会計的知見とも合致するものであったことから、本研究で採用した規則抽出の方法

は妥当であると判断しても良いと思われる。

本研究では、原始分割表に含まれる階級を要約する場合に階乗進数表現を利用した。ここでは、

階乗進数表現の利点について考えてみることにしよう。

遺伝的アルゴリズムなどの発見的方法を使って要素をいくつかのグループに分けようとする場

合には、非階層的なクラスタリング手法の方が扱いやすいであろう。例えば氾個の要素からなる

集合を、m群に分けようとするときには，それぞれの要素に1からmまでの数値を与えた染色体

を作り、あらかじめ定めらた基準にもとづいて探索を行えば良い。しかしながら、この方法では、

群の数が固定されているという欠点がある。もし、考え得る数の群を容認しようとすれば、m＝氾

として、探索を開始しなければならない。
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また、仮に群の数をm個にしたかったとしても、探索の過程で、特定の群番号が染色体から除

かれてしまうということもあり得るので，群の数がm未満になる可能性が高い。もし、群の数を

mに保とうとすれ古も－これらは致死遺伝子として扱わざるを得ない。さらに、この方法の欠点は、
それぞれの要素に割り当てられた郡番号が意味を持つということである。ある染色体では、要素

1と要素2にそれぞれ群番号1が割り当てられていたとしよう。また、別の染色体では、同じく要

素1と要素2に群番号2が割り当てられていたとしよう。これら2つの染色体はともに、要素1と

要素2が同じ群であることを表しているにもかかわらず、群番号が異なるために、交叉によって

結合が切れる可能性がある。つまり、この方法では，両親に共通にみられる形質を適切に子に伝え

ることができない。このような事態をさけるためと思われるが、加藤、小沢〔271は染色体表現の

統一や優性遺伝多点交叉と呼ばれる複雑な処理を行っている。

本研究で利用した階乗進数表現、さらには、かつてあやめの識別問題に対して利用した順列表

現【92］では、群の数をあらかじめ定めておく必要もなく、両親に共通にもたれている要素間の結

びつきの保存も可能である。また、群の数を与えられた数に保つことも容易である。つまり、群

番号を使って染色体を表現したときの欠点を、階乗進数表現では回避することができる。

さらに、階乗進数表現ではいくつかの特徴がある。そのひとつは突然変異の操作である。突然

変異では、ある要素の値を置き換えた。階乗進数の解釈から、このことは、当該要素を根とする

木をまとめて他の群につけかえることを意味している。これは、遺伝的プログラミングにおける

交叉の一種と考えることができる。

また、階乗進数表現の非対称性から、基準順列における要素の並べ方を工夫することによって、

探索能力を向上させることができる。われわれが扱っている分割表からの規則抽出では、群を識

別する能力があると思われる階級が重要な階級である。他方、全体の分布と差が認められないも

のは、群の識別にはあまり役立たないだろう。したがって、本研究と異なって階級数が多い場合

には、群に関して平均的な度数となっている階級は、基準順列の最初に，逆に、分布が平均と異な

るものを基準順列の最後に配置することによって、探索能力を改善することが期待できる。また、

あらかじめ要素を複数の群に分けておいて、それぞれの群を他の群と違う特色を持ついくつかの

グループに要約することもできる。これらの操作は、集合分割を階乗進数を使って表現した場合

には容易に実現できるものである。

判別力の点から、提案方法を評価してみよう。従来、判別のためには判別関数を求めることが

多かった。また、ニューラルネットワークを直接用いることもできる。しかし、高い判別力を獲得

したとしても判別関数やニューラルネットワークの重みを解釈することが困難なために、その結

果から知識（規則）を得ることは困難であった。一方、ファジィ推論では規則そのものを使うため

に、満足すべき判別力が得られたならば、直ちに有効な知識を獲得することができる。したがっ

て、本研究では、推論のための規則をまず抽出するという方法を取った。このような方法を取っ

た場合、結果としての判別力は他の方法と比べてどうであろうか。5．2の減価償却方法選択に関す

る判別を対象に比較を行ってみよう。

表6．1（学習用100社）には、収益性、資産重要性、借入依存度のすべてにおいて「高い」または

「低い」と回答した企業のうち、財務比率が得られた100社を対象に、ニューラルネットワーク、

線形判別関数、提案方法の判別力を比較したものである。5．2でも示したように、2つの規則を使っ

てフアジィ推論を行った場合の判別率は83％であった。ここで、ニューラルネットワークによる

判別とは、基礎となった財務比率8個を使ってニューラルネットワークを組み、償却方法選択状況

を教師信号として学習させ、その出力値によって最も誤判別が小さくなるように分類したもので

ある。線形判別関数も同様に8個の財務比率を直接使った。このとき償却方法選択状況はダミー

変数として与えている。やはり予測値をもとに並び替え、最も誤判別が小さくなる点をカットオ
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フポイントとして選んだ。

表6．1：判別率の比較

方法 学習用（100社） 検証用（126社）計（226社）

「高い」または「低い」 「普通」

ニューラルネットワーク 87％ 72％ 79％

線形判別関数 85％ 71％ 77％

フアジィ推論（提案方法） 83％ 76％ 79％

表6．1からわかるように、学習用100社に対する判別率は、ニューラルネットワークによった場

合が最も高く87％であった。線形判別関数を使った場合は85％であり、提案方法による判別率

はすでに述べたように83％である。合計100社であることを考えると、2ないし4社誤判別が高

いということになる。

一方、いずれの場合にも得られた判別モデルを使って、いずれかの項目に対して「普通」と回
答した企業の判別を行うことができる。いずれかの項目に「普通」と回答した企業は合計126社

であった。これらの判別結果も表6．1に示している。ここでは、フアジィ推論を使った提案方法が

最もよい結果となっている。ニューラルネットワークを使った場合が72％、線形判別関数を使っ

た場合が71％であるのに対し、フアジィ推論を使った提案方法では79％の企業を正しく識別し

ている。この126社はいわば検証用データと考えることもできるので、このデータに対して高い

判別率を得ることができたことはモデルの有効性を確認するうえで重要であろう。この結果、全

体226社に対しても提案方法の判別率は79％となり、他の方法に比べて遜色はない。このことか

ら、本研究で検討してきた分割表からの規則抽出は有効な方法であると考えていいと思われる。

最後に今後の課題について述べてみたい。階乗進数と順列の対応では、数としての階乗進数の

可能性について検討してみたい。順列表現と異なり、階乗進数では四則をはじめさまざまな演算

を定義できる。このような操作が順列にどのような効果をもたらすかという点について調べてみ

たい。たとえば補数をとるという操作によって、順列は逆順となることが予想されている。この

ような操作を探索に取り入れれることで、探索能力に差が生じるかどうか興味があるところであ

る。また、臨乗進数による集合分割においても、グループテクノロジー（GT）や画像処理における
領域の認識などへの適用が考えられる。このような応用も今後の課題として残されている。
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う不確かさが残る対象を選ぶときにも、数々のご助言や励ましをいただいた。アンケート結果を

使った最初の学会発表が、高橋先生との最後の共同研究となった。改めてご冥福をお祈りすると

ともに、心より
．冒、

を表したい。

規則抽出における遺伝的アルゴリズムの適用にあたって、従来あまり用いられてこなかった階

乗進数を利用している。この階乗進数の利用・適用については、慶応義塾大学理工学部管理工学

科西野寿一先生、高橋正子先生から多くのご助言をいただいた。研究会を通したご指導がなけれ

ば本論文を完成させることは不可能であったろう。ここに記して謝意を表したい。また、本論文

をまとめるにあたっては、予備審査および本審査の過程において、慶應義塾大学理工学部中村善

太郎先生、篠崎信雄先生、森雅夫先生、萩原将文先生、そして慶應義塾大学理工学部管理工学科

の諸先生から貴重なご助言をいただいた。ここに記して謝意を表したい。

また、学生時代から現在に至るまで高橋研究室の研究会は続いている。この研究会での議論が

本研究を進める上での大きな基礎となっている。研究会のメンバーである佃純誠先生（武蔵工業大

学）、松村義之先生、高橋正子先生（慶応義塾大学）、黒川行治先生（慶應義塾大学）、江島夏実先生

（コンピュータ教育工学研究所）の諸先生からは有益な数々のご助言をいただいた。ここに記して

謝意を表したい。

103



付録A1991年および19q2年のアンケート調査
項目

減価償却方法の選択状況および財務環境についておたずねします。以下の質問に対して、選択肢

の中からもっとも該当すると思われるものを選び、その選択肢番号を返信用はがきの回答欄にご
記入ください。この調査は、減価償却方法の採用状況と財務環境の関連性を統計的に分析するこ

とを目的としています。お聞きしております内容はいずれも主観的なものですので、経営者の方々

の主観的な、または経験にもとづくご感想をお知らせいただければ幸いです。

（a）金額的にみてこ有形固定資産の減価償却費計上は次のいずれに該当しますか。なお、生産高
l

比例法など他の償却方法による部分は除いてお考えください。

1 すべて定率法によっている

2 定率法による部分の方が多い。

3 定率法と定額法による部分が半々である。

4 定額法による部分が多い。

5 すべて定額法によっている。

（b）他の製造業に属する企業に比べて、総資産に占める有形固定資産の割合は高い方だと思われ
ますか。それとも低い方だと思われますか。

1 高い 2 やや高い 3 普通 4 やや低い 5 低い

（c）他の製造業に属する企業に比べて、資産除却時の除却損、売却損は多い方だと思われますか。

それとも少ない方だと思われますか。

1 多い 2 やや多い 3 普通 4 やや少ない 5 少ない

（d）他の製造業に属する企業に比べて、有形固定資産に対する資本的支出は多い方だと思われま

すか。それとも少ない方だと思われますか。

1 多い 2 やや多い 3 普通 4 やや少ない 5 少ない

（e）他の製造業に属する企業に比べて、設備投資資金を借り入れなどの外部資本に依存する割合

は高い方だと思われますか。それとも低い方だと思われますか。

1 高い 2 やや高い 3 普通 4 やや低い 5 低い

（f）ここ数年間の傾向を大まかに見た時に、他の製造業に属する企業に比べて、総資本経常利益

率や売上高経常利益率などの数値は高い方だと思われますか。それとも低い方だと思われますか。

1 高い 2 やや高い 3 普通 4 やや低い 5 低い

（g）他の製造業に属する企業に比べて、総資本経常利益率や売上高経常利益率などの数値の時系

列的な変動は大きい方だと思われますか。それとも小さい方だと思われますか。

1 大きい 2 やや大きい 3 普通 4 やや小さい 5／トさい

（b）減価償却費の計算における計算機の利用状況についておたずねします。償却費の計算は次の

いずれに該当しますか。

1 計算機で機械的に計算する部分が多い

2 帳簿上で各資産の償却費を計算する割合が高い

（i）機械装置などの設備の償却についておたずねします。設備の償却は個別償却による部分が多

104



いでしょうか。それとも総合償却による部分が多いでしょうか。次の3つの中でもっとも代表的

なものと思われるものをお選びください。

1 おおむね個月I土の資産を対象とした個別償却計算

2 種類や耐用年数の似通っている資産を一括にした償却計算

3 異なる種類の資産をもまとめた総合償却

（j）主要生産設備の耐用年数についておたずねします。技術革新、陳腐化や不適応などを考慮し

た経済的耐用年数は、法定耐用年数に比べてどの程度の割合だと思われますか。

1 半分以下

2 半分ぐらい

3 7～8割程度

4 法定耐用年数と同じぐらい
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付録B 経営環境に関する調査

本節では1994年以降行った経営環境に関する調査の概要を示す。

質問（減価償却方法）金額的にみて、有形固定資産の減価償却方法は次のいずれに該当します

か。なお、定率法、定額法以外の償却方法による部分は除いてお考えください。

表B．1：減価償却方法の選択状況

減価償却方法 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1定率法のみ 470（72．1％）640（77．0％）155（23．4％）
2

一部定額法121（18．6％）136（16．4％）430（65．0％）
3 主に定額法 61（9．4％） 55（6．7％）77（11．6％）
合計 652（100．0％）831（100．0％）662（100．0％）

質問（1）売上高のうち，輸出部分の占める割合は，他社に比べて大きい方だと思われますか。そ

れとも小さい方だと思われますか。

表B．2：質問（1）売上に占める輸出の割合

（1）輸出依存度 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 大きい

2 やや大きい

3 普通

4 やや小さい

5 小さい

37（6．6％）

40（7．2％）

97（17．4％）

65（11．6％）

320（57．2％）

31（4．3％）

61（8．4％）

93（12．8％）

102（14．0％）

442（60．6％）

38（5．9％）

31（4．8％）

87（13．6％）

75（11．7％）

410（64．0％）
合計 559（100．0％）729（100．0％）641（100．0％）
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質問（2）ここ数年間の傾向を大まかに見た時に，総資本経常利益率や売上高経常利益率などの

数値は，他社に比べて高い方だと思われますか。低い方だと思われますか。

哀弔．3：質問（2）収益性

（2）収養性 199午年調査 1997年調査 2qPP年調査
1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

62（9．5％）

101（I5・5％）

148（22．7％）

184（28．3％）

156（24．0％）

90（10．8％）

160（19．2％）

199（23．9％）

222（26．7％）

161（19．4％）

68（10．3％）

118（17．8％）
1

16q（24．1％）

180（27．1％）

137（20．7％）
合計 651（100．0％）832（100．0％）663（100．0％）

質問（3）他社に比べて，総資本利益率や売上高経常利益率などの数値の時系列的な変動は大き

い方だと思われますか。

表B．4：質問（3）利益変動

（3）利益変動 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 大きい

2 やや大きい

3 普通

4 やや小さい

5 小さい

57（8．8％）

149（22．9％）

270（41．5％）

98（15．1％）

77（11．8％）

53（6．4％）

201（24．1％）

350（42．0％）

131（15．7％）

98（11．8％）

33（5．0％）

163（24．6％）

273（41．2％）

126（19．0％）

68（10．3％）
合計 651（100．0％）833（100．0％）663（100．0％）

質問（4）棚卸資産の回転期間は他社に比べて長い方だと思われますか。

表B．5：質問（4）棚卸資産の回転期間

（4）棚卸資産回転期間 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 長い

2 やや長い

3 普通

4 やや短い

5 短い

46（7．3％）

142（22．4％）

289（45．6％）

96（15．1％）

61（9．6％）

45（5．5％）

187（22．9％）

359（44．0％）

130（16．0％）

94（11．5％）

41（6．2％）

176（26．6％）

271（41．0％）

86（13．0％）

87（13．2％）
合計 634（100．0％）815（100．0％）661（100．0％）
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質問（5）材料や仕入商品の価格変動は大きい方だと思われますか。

表B．6：質問（5）材料などの価格変動

（5）仕入価格変動 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 大きい

2 やや大きい

3 普通

4 やや小さい

5 小さい

22（3．5％）

101（16．1％）

351（55．9％）

99（15．8％）

55（8．8％）

33（4．0％）

124（15．0％）

421（51．1％）

140（17．0％）

106（12．9％）

17（2．6％）

116（17．5％）

316（47．7％）

109（16．4％）

105（15．8％）
合計 628（100．0％）824（100．0％）663（100．0％）

質問（6）材料や仕入商品を輸入に依存する割合は高い方だと思われますか。

表B．7：質問（6）材料などの輸入依存

（6）輸入依存度 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

41（6．9％）

48（8．1％）

116（19．6％）

85（14．4％）

302（51．0％）

48（6．2％）

76（9．8％）

128（16．6％）

125（16．2％）

396（51．2％）

52（8．0％）

56（8．6％）

89（13．7％）

101（15．6％）

351（54．1％）
合計 592（100．0％）773（100．0％）649（100．0％）

質問（7）現金売りと掛け売りの割合は次のいずれに該当しますか。

表B．8：質問（7）現金売りと掛売の割合

（7）販売方法 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1現金売りが多い 134（20．7％）167（20．3％）139（21．0％）
2 半々である 39（6．0％） 56（6．8％） 34（5．1％）
3 掛売りの部分が多い 475（73．3％）600（72．9％）489（73．9％）
合計 648（100．0％）823（100．0％）662（100．0％）
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質問（8）売掛金の回収期間は他社に比べて長いと思われますか。

表B．9：質問（8）売掛金の回収期間

（8）売掛金の回収期間 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 長い

2 やや長い

3 普通

4 やや短い

5 短い

30（4．6％）

118（18．2％）

368（56．8％）

73（11．3％）

59（9．1％）

32（3．9％）

150（18．1％）

473（57．0％）

79（9．5％）

96（11．6％）

29（4．4％）

125（18．9％）

347（52．5％）

81（12．3％）

79（12．0％）
合計 648（100．0％）830（100．0％）661（100．0％）

質問（9）
すか。

設備投資などの資金を借入に依存する度合いは，他社に比べて大きい方だと思われま

表B．10：質問（9）設備投資資金の借入依存度

（9）借入依存度 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 大きい

2 やや大きい

3 普通

4 やや小さい

5 ／トさい

57（9．0％）

102（16．2％）

162（25．7％）

98（15．5％）

212（33．6％）

58（7．0％）

123（14．9％）

191（23．1％）

129（15．6％）

325（39．3％）

60（9．1％）

105（15．9％）

153（23．1％）

92（13．9％）

252（38．1％）
合計 631（100．0％）826（100．0％）662（100．0％）

質問（10）いわゆる主力銀行など特定の銀行からの借入が，借入総額に対する割合は大きい方
だと思われますか。

表B．11：質問（10）主力銀行の比率

（10）特定銀行からの借入割合1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 大きい

2 やや大きい

3 普通

4 やや小さい

5 小さい

103（16．7％）

134（21．8％）

216（35．1％）

57（9．3％）

105（17．1％）

136（16．8％）

162（20．0％）

251（31．0％）

78（9．6％）

183（22．6％）

103（15．7％）

168（25．6％）

184（28．1％）

51（7．8％）

149（22．7％）
合計 615（100．0％）810（100．0％）655（100．0％）
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質問（Il）貴社の社長の出自としてもっとも近いと思われるものをひとつお選びください。

表P・†2：質問（1I）社長の出自

（11）社長の出自1994年調査 1997年調査 2000年調李
1創業者 219（33・7％）a5q（42・1％）29P（特7％）

喜芸芸人材≡芸芸≡≡三二写芸ミ≡；
（3q・8％）213（32・1％）

祈・2％）1附 24．2％）
合計 64 （IqP・0％）832（PP．0％）664（100．0％）

質問（12）貴社の製商品の販売先やサービスの提供先拝次のいずれに該当しますか0

表申・†a：質問（12）製商品などの塀売先

（1笥）販売牢 q4年調査 1qP7年調査 2PPP年調査

1主に少数の轡音先 叩（抑竣％）217（2附％）194（29・a％）
2 販売先挿多岐 78（72．8％）61 （3．9％） ¢8（7

．7％）
合計 q5P（100・0％）830（100．0％）6¢2（100・0％）

質問（13）材料，商品など貴社の仕入先は次のいずれに該当しますか。

表叫4：質問（13）材料などの仕入先

（13）材料竿P件入牢 Iq94年調査

1少数の
2 数量金

九先 1鞘（28・9％）

ともに多岐 455（71．1％）

1997年調査 2000年調査

≡写孟≡芸ヨ工芸芸ミ
236岬5・8％）
424（64．2％）

合計 640（100．0％）827（100．0％）β60（100・0％）
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質問（14）役員賞与の大きさが，利益額と連動する度合いは大きい方だと思われますか。

表甲・15：質問（14）役員賞与の利益連動

）役員賞与の利益連郵
大きい

やや大きい

普通

やや小さい

小さい

（
一
1

2

3
一
4
丁
与

1994年調査

37（5．9％）

36（5．7％）

31q（49・1％）

200q年甲査

44（6・7％）
59（8．9％）

284（43．0％）

王三宝三重写二≡芸ミ

1qq7年調査

午2（5・2％）

57（7．q％）

369（45．3％）

138（†8・q％）
209（25．6％）

合計 632（100．0％）815（100・0％）661（1Pq・q％）

質問（15）大規模な設備投資の効果が，当初予想された効果より大きく異なることがありま
すか。

表B・16：質圃（15）設備投資の効畢

（15）設備投資の効果 qP4年調査 199丁年調査 2P 0年調査

1おおむね予想通り 457（74．7％）596（74．4％）440（67．9％）
2 大きくずれることもある 155（25．3％）205（25．6％）208（32．1％）
合計 612（100．0％）801（100．0％）648（100．0％）

質問（16）大規模な設備投資の効果が現れるまでの期間は，他社に比べて長い方だと思われま

すか。

表弔．17：質問（16）投資効果が現れるまでの期間

（1β）投資効果が現れる′まで1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 長い

2 やや長い

3 普通

4 やや短い

5 短い

29（4．7％）

82（13．4％）

404（65．8％）

59（9．6％）

40（6．5％）

23（2．9％）

119（14．9％）

487（61．1％）

98（12．3％）

70（8．8％）

21（3．2％）

100（15．4％）

400（61．4％）

90（13．8％）

40（6．1％）
合計 飢4（100．0％）797（100・0％）651（100．0％）
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質問（17）ここ数年の傾向を大まかに見た時に，利益水準はどのような位置にあると思われて

いますか。目標とする利益水準に比べて高いと思われますか，低いと思われますか。

表P・18：質問（17）最近の利益水準

（7）利益水準 1q94年調査 1997年珂査 2000年調査

1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

14（2・1％） 22（叩％）

36（5・5％） 83（1q・P％）

12叫q・2％）
23戸（3P・2％）

184（22・千％）
326（3q・I％）

241（37・0％）218（26・2％）
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）
）
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％
．
％
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1

1

●

●

●

3

8

2

叫
叫
担

2

5

741

235（35．4％）

205（3q．9％）
合計 652（IOO・0％）833（100・0％）664（10P・0％）

質問（18）他社に比べて，総資産に占める有形固定資産の割合は高い方だと思われますか。

表B．19：質問（18）有形固定資産の割合

（18）有形固定資産の割合
1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

P94年調査

32（4．9％）

132（20．3％）

263（40．4％）

150（23．0％）

74（11．4％）

1997年調査

44（5．3％）

181（21．8％）

342（41．1％）

168（20．2％）

97（11．7％）

20q年調査

68（0・2％）

125（18．8％）

263（39．6％）

125（18．8％）

83（12．5％）
合計 651（100．0％）832（100．0％）664（100．0％）

質問（19）他社に比べて，自己資本比率は高い方だと思われますか。

表B．20：質問（19）自己資本比率

（19）自己資本比率 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

157（24．1％）

170（26．1％）

137（21．0％）

112（17．2％）

76（11．7％）

205（24．6％）

252（30．3％）

207（24．8％）

108（13．0％）

61（7．3％）

175（26．4％）

179（27．0％）

147（22．1％）

98（14．8％）

65（9．8％）
合計 652（100・0％）833（100．0％）664（100．0％）
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質問（20）
すか。

貴社の主要製商品やサービスの付加価値率は，他社に比べて高い方だと思われま

表B．21：質問（20）付加価値率

（20）付加価値率 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 高い

2 やや高い

3 普通
4 やや低い

5 低い

42（6．5％）

142（22．0％）

270（41．9％）

127（19．7％）

64（9．9％）

54（6．5％）

219（26．5％）

351（42．4％）

163（19．7％）

40（4．8％）

49（7．4％）

175（264％）

264（39．8％）

145（21．8％）

31（4・7％）
合計 645（100．0％）827（100．0％）664（100・0％）

質問（21）他社に比べて，売上高に対する研究開発投資の割合は高い方だと思われますか。

表B．22：質問（21）売上に対する研究開発費の割合

（21）研究開発投資 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

15（2．5％）

74（12．2％）

188（31．0％）

162（26．7％）

168（27．7％）

29（3．7％）

84（10．6％）

245（30．9％）

198（25．0％）

236（29．8％）

22（3．3％）

73（11．1％）

196（29．8％）

164（25．0％）

202（30．7％）
合計 607（100．0％）792（100．0％）657（100．0％）

質問（22）他社に比べて，売上高に対する販売促進費の割合は高い方だと思われますか。

表B．23：質問（22）売上に対する販売促進費の割合

（22）販売促進費の割合 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

9（1．4％）

57（9．0％）

283（44．6％）

157（24．7％）

129（20．3％）

21（2．5％）

98（11．9％）

348（42．1％）

214（25．9％）

146（17．7％）

15（2．3％）

88（13．3％）

256（38．6％）

162（24．4％）

142（21．4％）
合計 635（100．0％）827（100．0％）663（100．0％）
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質問（23）他社に比べて，資金的な余裕は大きい方だと思われますか。

表B．24：質問（23）資金的な余裕

（23）資金の余裕 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 大きい

2 やや大きい

3 普通

4 やや小さい

5 小さい

100（15．4％）

146（22．4％）

266（40．9％）

76（11．7％）

63（9．7％）

167（20．1％）

215（25．8％）

298（35．8％）

93（11．2％）

59（7．1％）

127（19．1％）

193（29．1％）

219（33．0％）

71（10．7％）

54（8．1％）
合計 651（100．0％）832（100．0％）664（100・0％）

質問（24）他社に比べて，売上高に対する損益分岐点の位置（損益分岐点比率）は高い方だと

思われますか。

表B．25：質問（24）損益分岐点比率

（24）損益分岐点比率 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

98（は1％）

183（28．2％）

228（35．1％）

99（15．3％）

41（6．3％）

90（10．8％）

213（25．6％）

354（42．5％）

135（16．2％）

40（4．8％）

59（8．9％）

198（29．8％）

265（39．9％）

117（17．6％）

25（3．8％）
合計 649（100．0％）832（100．0％）664（100．0％）

質問（25）貴社の主要製商品・事業分野の市場は，次のいずれにもっとも該当すると思われま
すか。

表B．26：質問（25）主要製商品の市場

（25）市場の状況 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1成熟期 523（82．2％）635（77．1％）487（73．6％）
2 市場拡大期 41（6．4％）168（20．4％）154（23．3％）
3 萌芽的な時期 72（11．3％） 21（2．5％） 21（3．2％）
合計 636（100．0％）824（100．0％）662（100．0％）
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質問（26）貴社の主要製商品・事業分野の市場集中度（概ね上位8社程度の市場占有率合計の

値）は高い方だと思われますか。低い方だと思われますか。

表B．27：質問（26）主要製商品の市場集中度

（26）市場集中度 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 高い

2 やや高い

3 普通

4 やや低い

5 低い

207（32．8％）

186（29．5％）

98（15．5％）

52（8．2％）

88（13．9％）

265（32．4％）

246（30．1％）

169（20．7％）

60（7．3％）

78（9．5％）

192（29．0％）

209（31．5％）

136（20．5％）

65（9．8％）

61（9．2％）

合計 631（100．0％）818（100．0％）663（100・0％）

質問（27）貴社め多角化の度合いは次のいずれに該当すると思われますか。

表B．28：質問（27）多角化の度合い

（27）多角化の度合い 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1大きい 102（12．5％） 79（11．9％）
2 今後進めたい 481（58．8％）337（50．8％）
3 多角化の必要はない 235（28．7％）248（37．3％）
合計 818（100．0％）664（100．0％）

質問（28）貴社の社長の専門分野としてもっとも近いと思われるものをひとつお選びください。

表B．29：質問（28）社長の専門分野

（28）社長の専門分野1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 営業

2 技術

3 経理

4 総務

424（51．3％）

241（29．2％）

83（10．0％）

78（9．4％）

340（51．5％）

198（30．0％）

62（9．4％）

60（9．1％）
合計 826（100．0％）6¢0（100．0％）
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質問（29）主要生産設備の耐用年数についておたずねします。技術革新，陳腐化や不適応など

を考慮した経済的耐用年数は，法定耐用年数にくらべてどの程度の割合だと思われますか。

表B．30：質問（29）経済的耐用年数

（29）経済的耐用年数 1994年調査 1997年調査 2000年調査

1 法定耐用年数の半分以下

2 法定耐用年数の半分ぐらい

3 法定耐用年数の7～8割程度

4 法定耐用年数と同じぐらい

17（2．1％）

126（15．9％）

391（49．4％）

257（32．5％）

28（4．3％）

115（17．7％）

275（42．3％）

232（35．7％）
合計 791（100．0％）650（100．0％）
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